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1 .  概要  
高浜発電所３号炉及び４号炉においては、蒸気発生器の取替えに伴

う、安全保護系、原子炉停止系、工学的安全施設等の設計の妥当性を

確認するため、「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」という。）等に

従い、「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」について安全

評価を実施している。  
本資料は、「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故（事故時

に発電所周辺の公衆が受ける実効線量の評価を含む。）」の評価につい

てまとめたものである。  
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第十三条 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止  

 設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満たすものでなければなら

ない。  

 一  運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満たすも

のであること。  
  イ  最小限界熱流束比（燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低下

し、燃料被覆材の温度が急上昇し始める時の熱流束（単位時間

及び単位面積当たりの熱量をいう。以下同じ。）と運転時の熱

流束との比の最小値をいう。）又は最小限界出力比（燃料体に

沸騰遷移が発生した時の燃料体の出力と運転時の燃料体の出

力との比の最小値をいう。）が許容限界値以上であること。  

  ロ  燃料被覆材が破損しないものであること。  
  ハ  燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えない

こと。  
  ニ  原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の

一・一倍以下となること。  
 二  設計基準事故時において次に掲げる要件を満たすものであるこ

と。  
  イ  炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、

炉心を十分に冷却できるものであること。  
  ロ  燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧力バウンダ

リの健全性を維持するための制限値を超えないこと。  
  ハ  原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の

一・二倍以下となること。  
  ニ  原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容器

バウンダリにおける温度が最高使用圧力及び最高使用温度以

下となること。  

  ホ  設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさ

ないものであること。  
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適合のための設計方針  
第１項及び第２項について  

設計基準対象施設は固有の安全性及び安全確保のために設計した

設備により安全に運転できることを示すために、運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故に対する解析及び評価を、「発電用軽水型原

子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成 2 年 8 月 30 日原子力

安全委員会決定）及び「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指

針」（昭和 57 年 1 月 28 日原子力安全委員会決定）等に基づき実施

し、要件を満足する設計とする。  
具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、要件を満たす設計と

する。  
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2 .  蒸気発生器取替えに伴う安全評価への影響について  
 2 .1  蒸気発生器取替えに伴う安全解析条件への影響  

高浜発電所３号炉及び４号炉の蒸気発生器について、現在供用

されている 51F 型の蒸気発生器から 54FⅡ型への取替えを予定し

ていることから、安全評価において考慮すべき仕様（以下、「ＳＧ

関連データ」という。）について、取替え前後の比較を第 2.1-1 表

に示す。また、蒸気発生器給水リング構造の変更に伴う主給水管

の最小流路断面積の比較を第 2.1-1 図に示す。  

 
第 2.1-1 表 ＳＧ関連データの比較  

ＳＧ関連データ  
現行 SG 

（ 51F 型）  

SGR 後  

（ 54FⅡ型）  

①伝熱性能  (Wt/℃ )   ←  

②１次側圧力損失  (MPa)   ←  

③１次冷却材体積  (m 3 /基 )※  31(     )  33(     )  

④２次側保有水量  ( ton/基 )  50(     )  51(     )  

⑤主給水管の最小流路断面積 (m 2 )  
 

J ﾁｭｰﾌﾞ部  
 

給水リング部  
※ １ 次 冷 却 材保 有 水 量 全 体 （ Ｓ Ｇ 施 栓 率 ： 0%） は  

現 行 Ｓ Ｇ ： 263m 3、 Ｓ Ｇ Ｒ 後 ： 271m 3（ 約 3%の 増 加 ）  

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。  
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   蒸気発生器取替え前      蒸気発生器取替え後  

注 ：「 主 給 水 管 破 断 」 事 象 発 生 時  

 
第 2.1-1 図 蒸気発生器給水リング構造の変更に伴う  

   主給水管の最小流路断面積の比較  
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2 .2  蒸気発生器取替えに伴い影響を受ける事象について  
蒸気発生器取替えにより影響を受ける安全解析事象について、

SG 関連データごとに評価結果へ与える影響の特徴を整理した。整

理した結果を影響の程度とともに第 2.2-1 図に示す。蒸気発生器

取替えによる影響は総じてわずかである。  
 

・原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈  
１次冷却材保有水量が増加することにより、保有水量に反比例

してほう素の希釈速度は低下し、運転員操作時間の余裕が増加す

るが、その影響は有意ではない。  
 

・主給水流量喪失  

蒸気発生器２次側保有水量が増加することにより、蒸気発生器

除熱量はわずかに増加するが、その影響は有意ではない。  
 

・原子炉冷却材喪失（ＥＣＣＳ性能評価）  
１次冷却材保有水量が増加することにより、１次冷却材の熱流

動挙動に影響を与えるため、評価結果に影響を及ぼす。大破断Ｌ

ＯＣＡでは燃料被覆管の最高温度はわずかに低下する。  
 

・主給水管破断  

蒸気発生器２次側保有水量が増加することにより、蒸気発生器

除熱能力に影響を与えるが、その影響は有意ではない。  
また、給水リングの構造変更により、解析で仮定する主給水管

の最小流路断面積が増加するため、評価結果に影響を及ぼす。こ

のため、ＤＮＢＲについては低下する。一方、原子炉圧力につい

ては、加圧器安全弁の作動で抑制され、影響は有意ではない。  
 

・原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）  

１次冷却材保有水量が増加することにより、格納容器内に放出

されるエネルギーが増加し、原子炉格納容器内圧が高くなる。ま

た、格納容器内雰囲気温度がわずかに増加するが、可燃性ガス（水



 

8 

素）濃度への影響は有意ではない。  
 

・被ばく評価（放射性気体廃棄物処理施設の破損）  
１次冷却材保有水量が増加することにより、１次冷却材中の放

射能濃度が低下する効果と、脱ガス効率（浄化能力）が低下する

効果が相まって、放出放射能量への影響は有意ではない。  

 
・被ばく評価（原子炉冷却材喪失）  

１次冷却材保有水量が増加することにより、格納容器内に放出

されるエネルギーが増加し、原子炉格納容器内圧が高くなり漏え

い率が増加するが、放出放射能量への影響は有意ではない。  

 
・被ばく評価（蒸気発生器伝熱管破損）  

１次冷却材保有水量が増加することにより、１次冷却材中の放

射能濃度がわずかに低下し、放出放射能量がわずかに低下するた

め、実効線量はわずかに低下する。  
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2.3  その他  
(1 )解析に使用する計算プログラムについて  

今回解析に使用する計算プログラムについて、既許可との比較

を表 2.3 .1 に示す。既許可と比べ「主給水流量喪失」について、

BLKOUT から当社他プラントで実績のある MARVEL に変更し

ている。それ以外は既許可と同じである。  
 

表 2.3 .1 解析に使用する計算プログラム一覧表  

     
(2 )被ばく評価に使用する気象条件について  

既許可の事故時被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年

1 月から 2006 年 12 月までの 1 年間の気象資料を用いて実施して

いるが、この気象資料が長期間の気象状態を代表しているかの検

討を行ったところ、代表性がないことを確認している。  
このため、本申請では、最近の長期間の気象状態と比較して代

表性があると判断した 2019 年 1 月から 2019 年 12 月の気象資料

を用いて、評価を実施した。  
 

分類  解析事象  使用計算プログラム  
既許可  本申請  

炉心内の反応度

又は出力分布の

異常な変化  

ほう素の  
異常な希釈  ―  ―  

炉心内の熱発生

又は熱除去の  
異常な変化  

主給水流量喪失  BLKOUT MARVEL 

原子炉冷却材の

喪失又は炉心冷

却状態の著しい

変化  

原子炉冷却材喪失  
（大破断）  

SATAN-M 
WREFLOOD 

BASH-M 
COCO 

LOCTA-M 

同左  

原子炉冷却材喪失  
（小破断）  

SATAN-M 
(Small  LOCA) 

LOCTA-Ⅳ  
同左  

主給水管破断  
MARVEL 

FACTRAN 
THINC-Ⅲ  

同左  

原子炉格納容器

内圧力、雰囲気

等の異常な変化  

原子炉格納容器  
内圧評価  

SATAN-Ⅵ  
WREFLOOD 

COCO 
同左  
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3.  解析結果  
「 2.  蒸気発生器取替えに伴う安全評価への影響について」において

蒸気発生器取替えに伴う影響があると整理した以下の事象について、

解析結果を解析条件とともに添付 1~3 に記載する。  
 

添付 1（運転時の異常な過渡変化の解析）  
・原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈  
・主給水流量喪失  
 
添付 2（設計基準事故の解析）  
・原子炉冷却材喪失（ＥＣＣＳ性能評価）  
・主給水管破断  
・原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）  
・可燃性ガスの発生  
 
添付 3（設計基準事故時の被ばく評価）  
・放射性気体廃棄物処理施設の破損  
・原子炉冷却材喪失  
・蒸気発生器伝熱管破損  
なお、被ばく評価については、評価に使用する気象資料を 2006 年

の気象資料から 2019 年の気象資料に変更しているため、蒸気発生器

取替えに伴う影響がない以下の被ばく評価結果についても添付 3 に記

載する。  
・燃料集合体の落下  
・制御棒飛び出し  
 

 
これらの評価結果はいずれも判断基準を満足しており、蒸気発生器

取替えに伴う影響を踏まえても、第十三条の要件を満たしている。  
 



 

 

添付１ 

 
 
 
 

各事象の説明 
（運転時の異常な過渡変化の解析） 
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1. 各事象の詳細説明 
1.1 炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化 

(1) 原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈 
a.  過渡変化の原因 

この過渡変化は、原子炉の起動時又は出力運転中に、化学体積制御系の故障、

誤操作等により、１次冷却材中に純水が注入され、１次冷却材中のほう素濃度

が低下して反応度が添加される事象を想定する。 

 
b.  解析方法 

１次冷却材と希釈水は完全混合するものとし、ほう素の平衡式及び質量の平

衡式を用いて計算する。 

 
c.  解析条件及び解析結果 

事象の過程を図１に示す。 
解析条件及び解析結果を表１～表２に示す。 
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 図１ 「原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈」の事象過程 

１次冷却材中への純水注入 

炉心への反応度添加 

（出力運転時） 

（制御棒制御系手動運転） （制御棒制御系自動運転） 

（プラント起動時） 

停止余裕の減少 

中 性 子 源 領 域

炉停止時中性子束高

警報 

制御棒クラスタ自動挿入 

停止余裕の減少 

原子炉出力の増加 

反応度帰還 

１次冷却材温度上昇 
原子炉圧力上昇 

制御棒クラスタ落下 

過大温度ΔＴ高 
原子炉トリップ 

制御棒クラスタ

挿 入 限 界 警 報

運転員操作に 
よる希釈停止 運転員操作に 

よる希釈停止 

化学体積制御設備の誤作動 運転員の誤操作 

 最小ＤＮＢＲ≧1.17 
 燃料中心温度＜溶融点 
 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 
 ≦最高使用圧力の1.1倍 

運転員が異常状態を検知し、原因を取り除

く手段をとるのに希釈停止操作時間を考

慮しても、十分な時間がある。 
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表１ 「原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈（プラント起動時）」の解析条件 
     及び解析結果 

 
解析件名 

項  目 
原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈（プラント起動時） 

使用値等 選 定 理 由 

解 
 
析 
 
条 
 
件 

外 乱 条 件 
（希 釈 流 量）m3/h 81.8 設計上許容される最大流量 

（１次系補給水ポンプ２台運転） 

１ 次 冷 却 材 体 積   m 3 215 結果が厳しくなるよう加圧器等を除 
いた１次冷却系の有効体積 

原 子 炉 冷 却 材 
初期ほう素濃度  ppm 2,800 燃料取替停止時の最低ほう素濃度 

臨界ほう素濃度  ppm 1,850 サイクル初期、低温時に予想され 
る臨界ほう素濃度を上回る値 

単 一 故 障 － 解析上、安全機能の動作には 
至らない。 

蒸気発生器伝熱管施栓率％ 10 最大施栓率を使用 

解 析 コ ー ド － 

原 子 炉 ト リ ッ プ 信 号 － 

 
解 
析 
結 
果 
 

 結   果 判断基準 

最 小 Ｄ Ｎ Ｂ Ｒ 「中性子源領域炉停止時中性子束高」 
警報（停止時中性子束レベルの0.8デカ

ード上）から臨界までに約12分を要す

る。 
運転員が異常な状態を検知（10分）し、   
原因を取り除く手段をとるのに希釈停止

操作時間（25秒（注））を考慮しても十分な

時間がある。 
原子炉は臨界に至らないので、最小ＤＮＢ

Ｒ、燃料中心温度及び原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ圧力の点で問題とならない。 

≧1.17 

燃 料 中 心 温 度 溶融点未満 

原 子 炉 圧 力 

原子炉冷却材圧

力バウンダリに

かかる圧力 

≦18.88MPa  
[gage]（最高使用

圧力の1.1倍） 
（注）希釈停止操作は、運転員の操作開始から操作完了までの時間（β）を運転員の診断時間（10分）と 

は別に考慮している。βの内訳は以下の通りである。 

１次系補給水制御弁操作器による弁閉止     25秒 
充てんライン制御弁操作器による弁閉止     25秒  最大25秒＊ 
１次系補給水ポンプ操作器によるポンプ停止操作  5秒 
β          25秒 

   ＊希釈の停止はいずれかを行えばよい。 
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表２ 「原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈（出力運転時）」の解析条件及び 
    解析結果 

①制御棒手動制御運転、②制御棒自動制御運転 
解析件名 

項  目 
原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈（出力運転時） 
使用値等 選 定 理 由 

解 
 
析 
 
条 
 
件 

外 乱 条 件 
（希 釈 流 量）m3/h 37.5 設計上許容される最大流量 

（充てん／高圧注入ポンプ３台運転） 

１次冷却材体積  m 3 215 結果が厳しくなるよう加圧器等を除い

た１次冷却系の有効体積 
原 子 炉 冷 却 材 
初期ほう素濃度  ppm 1,900 出力運転中に予想される最高濃度を上

回る値 
停 止 余 裕 喪 失 時 
ほう素濃度      ppm 1,720 初期ほう素濃度 1,900ppmから停止 

余裕分を差し引いて算出した値 

原子炉停止余裕 %Δk/k 1.8 炉心の安全性確認項目における安全

解析使用値 

単 一 故 障 － 解析上安全機能の動作には至らな 
い。 

蒸気発生器伝熱管施栓

率        ％ 10 最大施栓率を使用 

解 析 コ ー ド － 
原 子 炉 ト リ ッ プ 信 号 － 

解 
 
析 
 
結 
 
果 

 結   果 判断基準 

最 小 Ｄ Ｎ Ｂ Ｒ 
①手動制御 
反応度添加率は「出力運転中の制御棒の 
異常な引き抜き」解析に包絡され問題と 
ならない。 
②自動制御 
「制御棒クラスタ挿入限界」に達した後、
さらに希釈が続けられて、停止余裕 
を失うに至るまで約24分を要する。 
運転員が異常な状態を検知（10分）し、原
因を取り除く手段をとるのに、希釈停止操
作時間（25秒（注））を考慮しても十分な時間
がある。 
原子炉出力は変化しないので、最小ＤＮＢ
Ｒ、燃料中心温度及び原子炉冷却材圧力バ
ウンダリ圧力の点で問題とならない。 

≧1.17 

燃 料 中 心 温 度 溶融点未満 

原 子 炉 圧 力 

原子炉冷却材圧

力バウンダリに

かかる圧力 
≦18.88MPa 
[gage]（最高使

用圧力の1.1倍） 
（注）希釈停止操作は、運転員の操作開始から操作完了までの時間（β）を運転員の診断時間（10分） 

とは別に考慮している。βの内訳は以下の通りである。 

１次系補給水制御弁操作器による弁閉止     25秒 
充てんライン制御弁操作器による弁閉止     25秒  最大25秒＊ 
１次系補給水ポンプ操作器によるポンプ停止操作  5秒 
β          25秒 

   ＊希釈の停止はいずれかを行えばよい。 
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1.2 炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化 

(1) 主給水流量喪失 
a.  過渡変化の原因 

この過渡変化は、原子炉の出力運転中に、主給水ポンプ、復水ポンプ又は給

水制御系の故障等により、すべての蒸気発生器への給水が停止し、原子炉から

の除熱能力が低下する事象を想定する。 

 
b.  解析方法 

プラント過渡特性解析コードＭＡＲＶＥＬにより原子炉圧力、蒸気発生器水

位、加圧器保有水量及び１次冷却材平均温度の過渡応答を求める。 
コード体系を図２に示す。 

 
c.  解析条件及び解析結果 

事象の過程を図３に示す。 
主要事象クロノロジを表３に示す。 
解析条件及び解析結果を表４及び図４～図６に示す。 
なお、図中、「原子炉圧力」は解析コードにおける計算点である加圧器サー

ジ管接続部における圧力を示す。 
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図２ 「主給水流量喪失」のコード体系  

プ ラ ン ト デ ー タ 

初 期 条 件 

炉 心 デ ー タ 

原子炉保護設備データ 

外 乱 

補 助 給 水 系 デ ー タ 

原子炉圧力 

冷却材温度 

加圧器保有水量 

蒸気発生器水位 

ＭＡＲＶＥＬ 

 

 

プラント、熱系 

及び 

核系のシミュレーション 
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蒸気発生器水位異常低 

※解析結果を厳しくするように解析では仮定していない 

給水制御系誤作動 

蒸気発生器への主給水停止 

蒸気発生器水位低下 

１次冷却材温度上昇 
原子炉圧力上昇 

（加圧器圧力制御系不作動） （加圧器圧力制御系作動） 

１次冷却材流量低下 

主蒸気安全弁作動 

補助給水開始 

１次冷却材流量低下 

主蒸気安全弁作動 

補助給水開始 

加圧器安全弁作動 

電動補助 
給水ポンプ起動 

タービン動補助 
給水ポンプ起動 

  主給水ポンプトリップ 
（主給水ポンプ又は復水ポンプの故障、電源喪失） 

蒸気発生器水位異常低 
原子炉トリップ 

加圧器が満水にな 
らないことを確認  

制御棒クラスタ落下 

制御棒クラスタ落下 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力  
≦最高使用圧力の1.1倍 

原 子 炉 圧 力 高
原子炉トリップ 

蒸気発生器給水流量低 
原子炉トリップ 

原子炉トリップと同時に 
外部電源喪失を仮定 

※ 

※ 

※ 

※ 

図３ 「主給水流量喪失」の事象過程 

加圧器逃がし弁作動 



 

添付1-11 

表３ 「主給水流量喪失」の主要事象クロノロジ 

 
① 圧力解析 

時刻（秒） 事  象 

０ 
約２８ 

約３０ 

約３３ 

約９０ 

６，０００ 

主給水流量喪失 
｢原子炉圧力高」信号トリップ限界値到達 

原子炉トリップ、制御棒クラスタ落下開始 

原子炉圧力最大 

補助給水開始 

計算終了 

 
② 水位解析 

時刻（秒） 事  象 

０ 
約５３ 

約５５ 

約５７ 

約１１５ 

６，０００ 

主給水流量喪失 
｢蒸気発生器水位異常低」信号トリップ限界値到達 

原子炉トリップ、制御棒クラスタ落下開始 

加圧器保有水量最大 

補助給水開始 

計算終了 
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表４ 「主給水流量喪失」の解析条件及び解析結果 
①加圧器圧力制御系不作動（原子炉圧力上昇の点で厳しい） 
②加圧器圧力制御系作動（１次冷却材の膨張の点で厳しい） 

解析件名 
項  目 

主給水流量喪失 
使用値等 選  定  理  由 

解 
 
析 
 
条 
 
件 

外 乱 条 件 全ての蒸気発生器への給 
水が停止 指針どおり 

減 速 材 密 度 係 数 
(Δk/k)/(g/cm3) 

0 
出力運転時の最小値を保守的に包含する値 
であり、反応度帰還による出力減少効果を最
小にする。 

ド ッ プ ラ 出 力 係 数 
(Δk/k)/％出力 

図４の上限値 トリップ時の負の反応度添加を最小にするよう

ドップラの反応度負帰還を最大にする。 

原 子 炉 出 力 ％ 102 定常誤差を考慮した上限値 

１ 次 冷 却 材 平 均 温 度 ℃ 
①304.5 
②300.1 

 

①定常誤差を考慮した上限値 
②定常誤差を考慮した下限値で１次冷却材 
の膨張を最大にする。 

原 子 炉 圧 力 
MPa[gage]  

①15.20 
 
 
 

②15.62 

①原子炉圧力高トリップ信号発信を遅らせ 
て１次冷却材中の蓄積熱を大きくし原子炉
圧力評価を厳しくするため定常誤差を考慮
した下限値を使用 

②１次冷却材量を大きくし膨張時の加圧器 
保有水量評価を厳しくするため定常誤差を

考慮した上限値を使用 

加 圧 器 保 有 水 量 ％ 62 最 大 値 

蒸 気 発 生 器 水 位 定格出力運転時設定水位 定 格 値 

崩 壊 熱 ANS-5.1に基づく曲線 ＥＣＣＳ性能評価指針にて使用が認められて

いる。 

単 一 故 障 

電動動補助給水ポンプ１台

が ３ 基 の 蒸 気 発 生 器 へ

80m3/hで給水する。 
（タービン動補助給水ポン

プによる補助給水は解析で

は無視する。） 

除熱の観点で厳しい。 
補助給水設備の妥当性を示すため、２台ある

電動補助給水ポンプのうち１台のみの動作を

仮定（原子炉トリップ60秒後に起動） 

外 部 電 源 無(原子炉トリップと同時) 除熱の観点で厳しい。 

蒸気発生器伝熱管施栓率％ 10 最大施栓率を使用 

そ の 他 
タービンバイパス弁、主蒸

気 逃 が し 弁 は 不 動 作 
(主蒸気安全弁のみ動作) 

除熱の観点で厳しい 

解 析 コ ー ド ＭＡＲＶＥＬ（原子炉の過渡応答の解析） 

原 子 炉 ト リ ッ プ 信 号 
①原子炉圧力高 
②蒸気発生器水位異常低 



 

添付1-13 

表４ 「主給水流量喪失」の解析条件及び解析結果（つづき） 
①加圧器圧力制御系不作動（原子炉圧力上昇の点で厳しい） 
②加圧器圧力制御系作動（１次冷却材の膨張の点で厳しい） 

解析件名 
項  目 

主給水流量喪失 
結   果 判  断  基  準 

解 
析 
結 
果 

原 子 炉 圧 力 
MPa[gage]  

①約17.4 
原子炉冷却材圧力バウンダリ 
にかかる圧力約17.9 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる 
圧力 
≦18.88（最高使用圧力の1.1倍） 

そ の 他 
（ 加 圧 器 保 有 水 量 ） 

②加圧器の液相は最大 
約34m3 

（加圧器容積の約82％） 
（加圧器は満水にならないこと。） 
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図４ 解析に使用したドップラ出力係数 
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図５ 主給水流量喪失 (1/2) 
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図６ 主給水流量喪失 (2/2) 
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2. 解析結果 
ここでは、「運転時の異常な過渡変化」の解析結果をまとめる。 

 
2.1 炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化 

事    象  解析結果 判断基準 

原子炉冷却材中の 
ほう素の異常な希釈 

  

（プラント起動時） 
(a) 最小ＤＮＢＲ 

「中性子源領域炉停止時中性子束高」

警報から臨界までに約12分を要する。 
運転員が異常な状態を検知（10分）し、

原因を取り除く手段をとるのに希釈停止

操作時間（25秒）を考慮しても十分な時

間がある。 
原子炉は臨界に至らないので、最小ＤＮＢ

Ｒ、燃料中心温度及び原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ圧力の点で問題とならない。 

≧1.17 
(b) 燃料中心温度 溶融点未満 

(c) 原子炉圧力 原子炉冷却材圧力バウンダ

リにかかる圧力 
≦ 18.88MPa[gage]（最高

使用圧力の1.1倍） 

（出力運転時） 
(a) 最小ＤＮＢＲ 

①手動制御 
反応度添加率は「出力運転中の制御棒

の異常な引き抜き」解析に包絡され問

題とならない。 
 
②自動制御 
「制御棒クラスタ挿入限界」に達した

後、さらに希釈が続けられて、停止余

裕を失うに至るまで約24分を要する。 
運転員が異常な状態を検知（10分）し、

原因を取り除く手段をとるのに、希釈停止

操作時間（25秒）を考慮しても十分な時

間がある。 
原子炉出力は変化しないので、最小ＤＮＢ

Ｒ、燃料中心温度及び原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ圧力の点で問題とならない。 

≧1.17 
(b) 燃料中心温度 溶融点未満 

(c) 原子炉圧力 原子炉冷却材圧力バウンダ

リにかかる圧力 
≦ 18.88MPa[gage]（最高

使用圧力の1.1倍） 
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2.2 炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化 
事    象  解析結果 判断基準 

主給水流量喪失   
(a) 原子炉圧力 約17.4MPa[gage] 

 
原子炉冷却材圧力バウンダリ

にかかる圧力 
約17.9MPa[gage] 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 
≦ 18.88MPa[gage]） 

（加圧器保有水量） (加圧器容積の約82％) (加圧器は満水にならないこと。) 
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各事象の説明 
（設計基準事故の解析） 
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1. 各事象の詳細説明 
1.1 原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

(1) 原子炉冷却材喪失 
a.  事故の原因 

この事故は、原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る配管又はこれに付随する機器等の破損等により、１次冷却材が系外に流出し、

炉心の冷却能力が低下する事象を想定する。 

 
b.  解析方法 

(a) 非常用炉心冷却設備性能評価解析－大破断－ 
事故の経過は、数種の詳細なコードの組合せによって解析する。解析は

大別して、ブローダウン解析、リフィル／再冠水解析及び燃料棒熱解析に

分かれている。 

 
i. ブローダウン解析 

ブローダウン解析コードＳＡＴＡＮ－Ｍにより、ブローダウン期間中の

炉心冷却材流量、圧力、クォリティ等を求める。 
ii. リフィル／再冠水解析 

リフィル期間についてはリフィル／再冠水解析コードＷＲＥＦＬＯＯＤ、

再冠水期間については再冠水解析コードＢＡＳＨ－Ｍによって、再冠水開

始時刻、再冠水期間中の炉心圧力、炉心流入水エンタルピ、炉心部に到達

する水の速度（以下「炉心再冠水速度」という。）等を求める。 
また、１次冷却系への背圧は原子炉格納容器内圧解析コードＣＯＣＯに

より解析され、ＷＲＥＦＬＯＯＤ及びＢＡＳＨ－Ｍと結合した状態で計算

する。 
iii. 燃料棒熱解析 

燃料棒熱解析コードＬＯＣＴＡ－Ｍにより、前述のＳＡＴＡＮ－Ｍ及び

ＢＡＳＨ－Ｍによって得られる炉心の流量、圧力、クォリティ、炉心再冠

水速度、炉心流入水エンタルピ等を入力として全事故期間にわたる燃料棒

の熱的挙動を求める。 
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事象説明を図１に、コード体系を図２に示す。 

 
(b) 非常用炉心冷却設備性能評価解析－小破断－ 

小破断事故においては、１次冷却材圧力が原子炉格納容器内圧まで低下

する以前に、非常用炉心冷却設備により炉心冠水が行われるので、大破断

の場合のＷＲＥＦＬＯＯＤ、ＢＡＳＨ－Ｍ及びＣＯＣＯによる解析は不要

である。したがって、事故の経過は、ブローダウン解析及び燃料棒熱解析

の組合せによって解析する。 

 
i. ブローダウン解析 

ブローダウン解析コードＳＡＴＡＮ－Ｍ(Ｓｍａｌｌ ＬＯＣＡ)により、

ブローダウン期間中の炉心冷却材流量、圧力、気泡炉心水位等を求める。 
ii. 燃料棒熱解析 

燃料棒熱解析コードＬＯＣＴＡ－Ⅳにより、前述のＳＡＴＡＮ－Ｍ(Ｓｍ

ａｌｌ ＬＯＣＡ)によって得られる炉心の流量、圧力、気泡炉心水位等を入

力として全事故期間にわたる燃料棒の熱的挙動を求める。 
事象説明を図３に、コード体系を図４に示す。 

 
c.  解析条件及び解析結果 

事象の過程を図５に示す。 
大破断の主要事象クロノロジを表１に、小破断の主要事象クロノロジを表

２に示す。 
大破断の解析条件及び解析結果を表３に、小破断の解析条件及び解析結果

を表４に示す。更に、主要パラメータの時間変化を図６～図１２に示す。 
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図４ 「原子炉冷却材喪失（小破断）」のコード体系 
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図５ 「原子炉冷却材喪失」の事象過程 

１次冷却材管の破断 

１次冷却材の系外への放出 

炉心上部露出 

ブローダウン終了 

１次冷却系圧力・保有水量の減少 

（大破断） （小破断） 

原子炉圧力低原子炉トリップ 

再循環による長期間冷却 

炉心水位上昇 

炉心再冠水終了 

原子炉圧力低原子炉トリップ 

炉心水位上昇 

炉心上部再冠水 

蓄圧注入系作動 

原子炉格納容器圧力高 
非常用炉心冷却設備作動信号発信 

原子炉圧力異常低 
非常用炉心冷却設備作動信号発信 

炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能であること 

 （燃料被覆管最高温度 ≦1,200 C） 
 （局所的最大ジルコニウム－水反応量≦15%） 
 全炉心平均ジルコニウム－水反応量：十分小さい （1%以下） 
 長期間にわたる炉心冷却が可能 
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表１ 「原子炉冷却材喪失（大破断）」の主要事象クロノロジ 

 
（低温側配管両端破断、流出係数0.4、蒸気発生器伝熱管施栓率10%） 

時刻（秒） 事  象 

０ 

約１ 

 

約１６ 

約２９ 

約３１ 

約３５ 

約３９ 

約９１ 

約２４０ 

低温側配管両端破断発生 

「原子炉格納容器圧力高」信号非常用炉心冷却設備 

作動限界値到達 

蓄圧注入系注入開始 

ブローダウン終了 

高圧注入系、低圧注入系注入開始 

高温燃料棒バースト 

炉心再冠水開始 

燃料被覆管温度最高 

計算終了 
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表２ 「原子炉冷却材喪失（小破断）」の主要事象クロノロジ 

 
（低温側配管約0.25m径相当の破断及び加圧器気相部破断、 

蒸気発生器伝熱管施栓率10%） 

時刻（秒） 
事  象 

液相部破断 気相部破断 

０ 

約５ 

約７ 

約７ 

 

約３２ 

約４５ 

約８９ 

約１６４ 

約１６５ 

１８０ 

０ 

約７ 

約９ 

約１６ 

 

約４１ 

－ 

約６６８ 

－ 

－ 

１０００ 

破断発生 

「原子炉圧力低」信号トリップ限界値到達 

原子炉トリップ、制御棒クラスタ落下開始 

「原子炉圧力異常低」信号非常用炉心冷却設備 

作動限界値到達 

高圧注入系注入開始 

炉心上部露出開始 

蓄圧注入系注入開始 

燃料被覆管温度最高 

炉心上部再冠水 

計算終了 
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表３ 「原子炉冷却材喪失（大破断）」の解析条件及び解析結果 
解析件名 

項  目 
原子炉冷却材喪失（大破断） 

使用値等 選 定 理 由 

解 
 
析 
 
条 
 
件 

事 故 条 件 
低温側配管両端破断 

流出係数＝0.4 
流出係数1.0、0.6、0.4の解析を行った結

果 
原 子 炉 出 力 % 102 定常誤差を考慮した上限値 

熱 水 路 係 数 2.32 定格運転時は、2.32以下（ペレットの焼

きしまり効果を含まない） 

単 一 故 障 低圧注入系１系列 ジルコニウム－水反応量及び被覆管温

度上昇で最も厳しい 

崩 壊 熱 

ANSI／ANS-5.1-1979に基づ

いて三菱原子力工業（株）の

作成した曲線 (MAPI-1055改
3) 

ＥＣＣＳ性能評価指針にて使用が認め

られている 

蓄 圧

注 入

系 

保 持 圧 力     

  M P a [ g a g e ] 4.04 
最小値 

保 有 水 量        

     m 3 /基 29.0 

１ 次 冷 却 材 ポ ン プ 軸固着（再冠水期間） 
蒸気及び蒸気に巻き込まれた水滴が、原

子炉格納容器へ放出される際の抵抗が

大きくなるため厳しい 

外 部 電 源 無 非常用炉心冷却設備作動遅れを伴うた

め厳しい 
最大線出力密度  k W/ m 39.6×1.02 定格出力運転時は、39.6kW/m以下 

非 常 用 炉 心 冷 却 設 備 
作 動 遅 れ     秒 30注1 

ディーゼル発電機起動時間など考慮し

た低圧注入系及び高圧注入系作動遅れ

時間の最大値 

燃 料 棒 蓄 積 エ ネ ル ギ サイクル寿命中最大 ジルコニウム－水反応量及び被覆管温

度上昇で最も厳しい 
原 子 炉 容 器 頂 部 初 期 
１ 次 冷 却 材 温 度   ℃ 

高温側配管冷却材温度に等

しい 炉心冷却の観点から厳しい高めの温度 

蒸 気 発 生 器 伝 熱 管 
施 栓 率      % 10 施栓率が高い方が解析結果が厳しいた

め上限値を使用 

原 子 炉 格 納 容 器 内 圧 低め 
再冠水時に背圧が低いと炉心で発生す

る蒸気放出が悪く、炉心の熱伝達が低下

するので、内圧が低めの条件を選定 
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表３ 「原子炉冷却材喪失（大破断）」の解析条件及び解析結果（つづき） 
解析件名 

項  目 
原子炉冷却材喪失（大破断） 

解 析 コ ー ド 

SATAN-M（ブローダウン時熱水力挙動解析） 
WREFLOOD（リフィル時熱水力挙動解析） 
BASH-M（再冠水時熱水力挙動解析） 
COCO（原子炉格納容器内圧解析） 
LOCTA-M（燃料棒熱解析） 

非常用炉心冷却設備作動信号 原 子 炉 格 納 容 器 圧 力 高 

解 
析 
結 
果 

 結果 判     定 

炉 心 冷 却 能 力 炉心は著しい損傷に至ることはなく、かつ、十分な冷却が可能である

こと 

(燃料被覆管最高温度 ℃) 約1,035 ≦ 1,200℃ 

局所的最大ジルコニウム-
水 反 応 量     % 約3.6 ≦ 15% 

全炉心平均ジルコニウム-
水 反 応 量     % 0.3以下 原子炉格納容器健全性の見地から十分

に小さいこと 

長 期 間 の 崩 壊 熱 除 去 再循環モードにより維持注2 
燃料棒の形状の変化を考慮しても、崩壊

熱の除去が長期間にわたって可能であ

ること 
（注1） ＤＧ起動10秒＋シーケンスタイム10秒＋ポンプ定速達成及び余裕10秒＝30秒。 
（注2） 格納容器再循環サンプにたまった流出水等を余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器及

び充てん／高圧注入ポンプを通して炉心に注入する再循環に切り替え、長期にわ
たる冷却を行う。 
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表４ 「原子炉冷却材喪失（小破断）」の解析条件及び解析結果 
解析件名 

項  目 
原子炉冷却材喪失（小破断） 

使用値等 選 定 理 由 

解 
析 
条 
件 
 

事 故 条 件 

① 低温側配管約0.25m径相 
  当のスプリット破断 
②加圧器気相部約0.13m 
   口径相当の破断 

① 約0.30m、約0.25m、約0.20m径相当の

スプリット破断の解析を行った結果  
② 加圧器上部に接続する配管の最大口径 

原 子 炉 出 力 % 102 定常誤差を考慮した上限値 

熱 水 路 係 数 2.32 定格出力運転時は、2.32以下（ペレットの

焼きしまり効果を含まない） 
単 一 故 障 ディーゼル発電機１台 被覆管温度上昇で最も厳しい 

崩 壊 熱 
ANSI／ANS-5.1-1979に基

づいて三菱原子力工業（株）

の 作 成 し た 曲 線 
(MAPI-1055改3) 

ＥＣＣＳ性能評価指針にて使用が認めら

れている 

蓄 圧

注 入          

系 

保 持 圧 力     

  M P a [ g a g e ] 4.04 
最小値 

保 有 水 量        

     m 3 /基 29.0 

外 部 電 源 無 非常用炉心冷却設備作動遅れを伴うため

厳しい 
最大線出力密度  k W / m 39.6×1.02 定格出力運転時は、39.6kW/m以下 
非 常 用 炉 心 冷 却 設 備 
作 動 遅 れ     秒 25注1 ディーゼル発電機起動時間など考慮した

高圧注入系作動遅れ時間の最大値 

燃 料 棒 蓄 積 エ ネ ル ギ サイクル寿命中最大 ジルコニウム－水反応量及び被覆管温度

上昇で最も厳しい 
原 子 炉 容 器 頂 部 初 期 
１ 次 冷 却 材 温 度   ℃ 

高温側配管冷却材温度に

等しい 
原子炉冷却材喪失（大破断）と同様の条件

とする 
蒸 気 発 生 器 伝 熱 管 
施 栓 率      % 10 原子炉冷却材喪失（大破断）と同様の条件

とする 

解 析 コ ー ド SATAN-M(Small LOCA)（ブローダウン時熱水力挙動解析） 
LOCTA-Ⅳ（燃料棒熱解析） 

非常用炉心冷却設備作動信号 原 子 炉 圧 力 異 常 低 
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表４ 「原子炉冷却材喪失（小破断）」の解析条件及び解析結果（つづき） 
解析件名 

項  目 
原子炉冷却材喪失（小破断） 

解 
析 
結 
果 

 結果 判     定 

炉心冷却能力 炉心は著しい損傷に至ることはなく、かつ、十分な冷却が可能であ
ること 

(燃料被覆管最高温度℃注2) ① 約752 ≦ 1,200℃ 

局所的最大ジルコニウム - 
水 反 応 量    % 注 2 ① 約0.1 ≦ 15% 

全炉心平均ジルコニウム - 
水 反 応 量    % 注 2 ① 0.1以下 原子炉格納容器健全性の見地から十分に

小さいこと 

長 期 間 の 崩 壊 熱 除 去 再 循 環 モ ー ド に よ り 
維持注3 

燃料棒の形状の変化を考慮しても、崩壊熱
の除去が長期間にわたって可能であるこ
と 

（注1）ＤＧ起動10秒＋シーケンスタイム5秒＋ポンプ定速達成及び余裕10秒＝25秒。 
（注2）②加圧器気相部破断は、炉心が冠水状態にあり、燃料被覆管温度はほぼ1次冷却材

の飽和温度近くにとどまり、ジルコニウム－水反応量も問題とならない。 
（注3）格納容器再循環サンプにたまった流出水等を余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器及

び充てん／高圧注入ポンプを通して炉心に注入する再循環に切り替え、長期にわ
たる冷却を行う。 
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図１１ 原子炉冷却材喪失－ＥＣＣＳ性能評価解析 
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図１２ 原子炉冷却材喪失－ＥＣＣＳ性能評価解析 
－小破断(3/3)－気相部破断 
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(2) 主給水管破断 

a.  事故の原因 
この事故は、原子炉の出力運転中に、給水系配管に破断が生じ、２次冷却

材が喪失し、原子炉の冷却能力が低下する事象を想定する。 
具体的には主給水管１本が瞬時に両端破断するものと考える。 

 
b.  解析方法 

プラント過渡特性解析コードＭＡＲＶＥＬにより、原子炉出力、原子炉圧

力、加圧器保有水量、１次冷却材平均温度等の過渡応答を求める。これらのデ

ータを使って燃料棒過渡解析コードＦＡＣＴＲＡＮにより燃料棒表面の熱流

束の変化を求め、さらに、熱水力計算コードＴＨＩＮＣ－ⅢによりＤＮＢＲへ

の影響を解析する。 
コード体系を図１３に示す。 

 
c.  解析条件及び解析結果 

事象の過程を図１４に示す。 
主要事象クロノロジを表５に示す。 
解析条件及び解析結果を表６及び図１５～図１７に示す。 
なお、図中、「原子炉圧力」は解析コードにおける計算点である加圧器サー

ジ管接続部における圧力を示す。 
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図１３ 「主給水管破断」のコード体系 
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図１４「主給水管破断」の事象過程 

主給水管の両端破断 

加圧器安全弁作動 

 

制御棒クラスタ落下 

１次冷却材温度上昇 
原子炉圧力上昇 

主蒸気安全弁作動 

健全側蒸気発生器への 
補助給水開始 

原子炉トリップと同時に 

外部電源喪失を仮定 

タービン動補助 
給水ポンプ起動 

電動補助給水 
ポンプ起動 

蒸気発生器水位異常低

原 子 炉 ト リ ッ プ

 炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能である

こと（最小ＤＮＢＲ≧1.17）（補助給水により崩壊熱除去が可能） 
原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力≦最高使用圧力の1.2倍 

※解析では単一故障を仮定している 

※ 

破断側蒸気発生器の保有水放出 
破断側蒸気発生器の圧力低下 
事象発生と同時に全ての蒸気発生器への 
主給水停止を仮定 
蒸気発生器水位低下 
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表５ 「主給水管破断」の主要事象クロノロジ 

 

時刻（秒） 事  象 

０ 主給水管破断発生 

約１５ 破断側「蒸気発生器水位異常低」信号トリップ限界値到達 

約１７ 原子炉トリップ、制御棒クラスタ落下開始 

約２０ 原子炉圧力最大 

約６６２ 運転員の手動操作による健全側蒸気発生器への補助給水

開始 

２，０００ 計算終了 



 

添付2-29 

表６ 「主給水管破断」の解析条件及び解析結果 
①加圧器圧力制御系作動（最小ＤＮＢＲ評価） ②加圧器圧力制御系不作動（原子炉圧力評価） 

解析件名 
項  目 

主 給 水 管 破 断 
使用値等 選  定  理  由 

解 
 
析 
 
条 
 
件 

事 故 条 件 主給水管両端破断          

指針どおり 
すべての蒸気発生器の主給水は、主給

水管破断と同時に停止するものとし、

破断流は給水リング開口部にて臨界流

になるものとする。破断流量の計算に

はMoodyのモデルを使用する。 

減 速 材 密 度 係 数 
(Δk/k)/(g/cm3) 0 

出力運転時の最小値を保守的に包含する 
値であり、反応度帰還による出力減少効果

を最小にする。 
ド ッ プ ラ 出 力 係 数 

(Δk/k)/%出力 図１５の上限値 トリップ時の負の反応度添加を最小にする

ようドップラの反応度負帰還を最大にする。 

原 子 炉 出 力 % 
①100 
②102 

定 格 値 
定常誤差を考慮した上限値 

１次冷却材平均温度℃ 
①302.3 
②304.5 

同   上 

原子炉圧力 MPa[gage] 
①15.41 
②15.62 

同   上 

崩 壊 熱 ANS-5.1に基づく曲線 ＥＣＣＳ性能評価指針にて使用が認められて

いる。 

熱 水 路 係 数 
  F N

HΔ =1.60 
  F  

 =1.55cos 
熱水力設計値を使用 

単 一 故 障 タービン動補助給水ポン

プ１台故障 除熱の観点で厳しい。 

外 部 電 源 
無 

（原子炉トリップと同時） 
同 上 

運 転 員 操 作 時 間 事故検知後1 0分         
事故検知後10分に運転員操作を開始する。 
（健全側蒸気発生器２基に補助給水を供給

する操作を行う。（注１）） 
 蒸気発生器伝熱管施栓率％ 10 最大施栓率を使用 

解 析 コ ー ド 
ＭＡＲＶＥＬ（プラントの過渡応答の解析） 
ＦＡＣＴＲＡＮ（燃料棒の熱的変化の解析） 
ＴＨＩＮＣ－Ⅲ（最小ＤＮＢＲの解析） 

原 子 炉 ト リ ッ プ 信 号 蒸 気 発 生 器 水 位 異 常 低 

 



 

添付2-30 

表６ 「主給水管破断」の解析条件及び解析結果（つづき） 
 

解析件名 
項  目 

主 給 水 管 破 断 
結   果 判  断  基  準 

解 

析 

結 

果 

炉 心 冷 却 能 力 炉心は損傷に至ることはなく、かつ、十分な冷却が可能であること。 

（ 最 小 Ｄ Ｎ Ｂ Ｒ ） 約1.58 ≧1.17 

（ 崩 壊 熱 除 去 ） 補助給水系が作動して、原子炉の崩壊熱及びその他の残留熱を除去

することにより、炉心は十分に冷却できる。 

原 子 炉 圧 力 
MPa[gage]  

約17.7 
原子炉冷却材圧力バウンダリ 
にかかる圧力約18.2 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる 
圧力 
≦20.59（最高使用圧力の1.2倍） 

（注１）健全側蒸気発生器２基に補助給水を供給する操作は、運転員の操作開始から操作完了ま

での時間（β）を運転員の診断時間（10分）とは別に考慮している。βの内訳は以下の

通りである。 

電動補助給水ポンプ出口弁閉止       20秒 

タービン動補助給水ポンプ出口弁閉止  20秒 

余裕                           5秒 

β（合計）                     45秒 
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図１５ 解析に使用したドップラ出力係数 
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図１６ 主給水管破断(1/2) 

350

300

250

200
2000160012008004000

時　間　(秒)

１
次
冷
却
材
平
均
温
度
　
　(℃)

40

20

0
2000160012008004000

時　間　(秒)

加
圧
器
保
有
水
量
　
　(m
3
)

20

15

10

5

0
2000160012008004000

時　間　(秒)

原
子
炉
圧
力
　
　(MPa[gage])



 

添付2-33 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図１７ 主給水管破断(2/2) 
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1.2 原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化 
(1) 原子炉冷却材喪失 

a.  事故の原因 
この事故は、原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る配管あるいはこれに付随する機器等の破損等により、１次冷却材が系外に流

出し、原子炉格納容器内の温度、圧力が異常に上昇する事象を想定するもので

ある。 

 
b.  解析方法 

原子炉格納容器の内圧解析は破断箇所からの放出質量、エネルギーの算出

及びその放出質量、エネルギーに基づいた原子炉格納容器の内圧、温度解析と

からなる。 
放出質量、エネルギーの計算は、ブローダウン解析コードＳＡＴＡＮ－Ⅵ

及びリフィル／再冠水解析コードＷＲＥＦＬＯＯＤにより、ブローダウン、リ

フィル及び再冠水の各段階に分けて行う。原子炉格納容器内圧、温度の計算は、

原子炉格納容器内圧解析コードＣＯＣＯにより、リフィル、再冠水及び再冠水

後の放出質量、エネルギーの計算と同時に行う。 
コード体系を図１８に示す。 

 
c.  解析条件及び解析結果 

事象の過程を図１９に示す。 
主要事象クロノロジを表７に示す。 
解析条件及び解析結果を表８及び図２０に示す。 
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図１８ 「原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）」のコード体系 
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図１９ 「原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）」の事象過程 

 

１次冷却材管の破断  

１次冷却材の原子炉格納容器内への放出 

原子炉圧力低原子炉トリップ  

１次冷却系圧力・保有水量の減少 

原子炉格納容器圧力異常高 

原子炉格納容器内圧上昇 

蓄圧注入系作動 

ブローダウン終了 

炉心水位上昇 

炉心再冠水終了 

原子炉格納容器内圧減少 

再循環による原子炉 

格納容器内長期冷却 

原子炉格納容器内圧≦最高使用圧力（＝0.283MPa[gage]） 

原子炉格納容器内温度≦最高使用温度（＝132℃) 

原子炉格納容器圧力高 

非常用炉心冷却設備作動 原子炉格納容器スプレイ作動 



添付2-37 

 
表７ 「原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）」の 

        主要事象クロノロジ 

 

時刻（秒） 事  象 

０ 

約５ 
 

約１５ 

約１９ 

約１０９ 

約２４１ 

 

１００，０００ 

蒸気発生器出口側配管両端破断発生 

「原子炉格納容器圧力異常高」信号 
原子炉格納容器スプレイ作動限界値到達 

第１ピーク圧力 

炉心再冠水開始 

原子炉格納容器スプレイ開始 

炉心再冠水終了 

原子炉格納容器圧力最高 

計算終了 
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表８ ｢原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）｣の解析条件及び解析結果 

解析件名 
項  目 

原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価） 
使用値等 選 定 理 由 

解 
 
析 
 
条 
 
件 

事 故 条 件 
蒸気発生器出口側配管の

両端破断 
流出係数= 1.0 

原子炉格納容器内圧上昇の観点から

最も厳しい 

原 子 炉 出 力 ％ 102 定常誤差を考慮した上限値 

単 一 故 障 
原子炉格納容器スプレイ

設備１系列 
原子炉格納容器内圧上昇の観点から

最も厳しい 

崩 壊 熱 ANS-5.1に基づく曲線 ＥＣＣＳ性能評価指針にて使用が認

められている 

蓄 圧

注 入          

系 

保 持 圧 力     

  MPa[gage] 4.04 
最小値 

保 有 水 量        

     m3/基 29.0 

 再冠水を早めるため、ダウンカマ部及び下部プレナムに直接注入 

安 全 注 入 開 始 時 刻 ブローダウン終了と同時 
再冠水期間を早め、破断口からの質量

流量及びエネルギ放出量を増大させ

る 

１ 次 冷 却 材 ポ ン プ ポンプ特性に従って動く 
原子炉格納容器への放出量が大きい

ほど厳しい 

外 部 電 源 無 
格納容器スプレイの作動遅れを伴う

ため厳しい 

格 納 容 器 

ス プ レ イ 開 始  秒 
109注1 

ディーゼル発電機起動時間など考慮

した最大値 

原 子 炉 格 納 容 器 

自 由 体 積     m3 
67,400 

原子炉格納容器内圧上昇の観点から

厳しくなる少なめの値 
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表８ ｢原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価）｣の解析条件及び解析結果 
（つづき） 

解析件名 
項  目 

原子炉冷却材喪失（原子炉格納容器健全性評価） 

解 析 コ ー ド 
SATAN-Ⅵ（ブローダウン時熱水力挙動解析） 

WREFLOOD（再冠水時熱水力挙動解析） 
COCO（原子炉格納容器内圧解析） 

原子炉格納容器スプレイ 
作 動 信 号 原 子 炉 格 納 容 器 圧 力 異 常 高 

解 
析 
結 
果 

 結果 判     定 
原 子 炉 格 納 容 器 内 
最 高 圧 力 
            MPa[gage] 

約0.252 
≦ 0.283MPa[gage]  
（最高使用圧力） 

原 子 炉 格 納 容 器 内 
最 高 温 度  ℃ 

約125 ≦ 132℃ （最高使用温度） 

（注1） ECCS作動限界値到達1秒＋DG起動時間10秒＋シーケンスタイム16秒＋ポ
ンプ定速達成、配管遅れ及び余裕82秒=109秒 
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図２０ 原子炉冷却材喪失－原子炉格納容器健全性評価用内圧解析 
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(2) 可燃性ガスの発生 
a.  事故の原因 

この事故は、原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配

管あるいはこれに付随する機器等の破損等により、原子炉冷却材喪失が発生した

際、可燃性ガスが発生する事象を想定するものである。 

 
b.  判断基準 

この事故には、以下の判断基準を用いる。 
原子炉格納容器内の水素及び酸素の濃度は、事故発生後少なくとも 30 日間は

いずれかが次の値以下であること。 
水 素     ４％ 
酸 素     ５％ 

 
c.  解析方法 

事故後、原子炉格納容器内に蓄積される水素の量は、d.の条件により解析し、

原子炉格納容器内に均一分布するものとして、原子炉格納容器内の水素濃度の変

化を求める。 

 
d.  解析条件及び解析結果 

事象の過程を図２１に示す。 
主要事象クロノロジを表９に示す。 
解析条件及び解析結果を表１０及び図２２に示す。 
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図２１ 「可燃性ガスの発生」の事象過程 

原子炉冷却材喪失発生 

ジルコニウム－

水反応により原

子炉格納容器内

に水素発生 

核分裂生成物による炉心

水及びサンプ水の放射線

分解により原子炉格納容

器内に水素発生 

その他の金属の腐

食反応により原子

炉格納容器内に水

素発生 

原子炉格納容器内の水素蓄積により水素濃度上昇 

原子炉格納容器内の水素濃度（事故発生後30日間）≦４％ 

原子炉格納容器内の水素混合により水素均一分布 
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表９ 「可燃性ガスの発生」の主要事象クロノロジ 

 

時刻（日） 事 象 

０ 
配管破断発生 

３０ 
原子炉格納容器内水素濃度最大（約3.0％） 

計算終了 
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表１０ 「可燃性ガスの発生」の解析条件及び解析結果 

解析件名 

 

項 目 

可 燃 性 ガ ス の 発 生 

使用値等 選 定 理 由 

解

析

条

件 

原 子 炉 出 力 ％ 102 定常誤差を考慮した上限値 

単 一 故 障 
低圧注入系１系列 

故障 
ECCS性能評価指針に同じ 

そ

の

他 

ジルコニウム－水 

反応量％ 

1.5 

（ＥＣＣＳ性能評価の 

解析結果の5倍） 

「安全評価指針」に従い、燃料被覆

管の表面から5.8μｍの厚さが反応

した場合に相当する量より大きい

ECCS性能評価の解析結果の5倍を仮

定している。 

ジルコニウム重量 18,800kg 
炉心内の使用量に対して余裕を見込

んだもの 

アルミニウム重量 1,000kg 原子炉格納容器内の使用量に対して

余裕を見込んだもの 亜鉛重量 7,000kg 

原子炉格納容器内の

液相中に存在する核

分裂生成物の量％ 

炉心内蓄積量のうち 

ハロゲン：50 

希ガス及びハロゲンを除

く他の核分裂生成物：1 

（希ガスを除く他の核分

裂生成物はすべて炉心部

に存在するものとする。） 

指針どおり 

放射線分解により発

生する水素ガスの発

生 割 合 （ Ｇ 値 ） 

分子/100eV 

0.5 Regulatory Guide 1.7に基づく 

解 析 コ ー ド ― ― 

原 子 炉 ト リ ッ プ 信 号 ― 

解

析

結

果 

 結果 判     定 

原子炉格納容器内 

水素濃度 ％ 

約3.0 

（事故発生後 

30日時点） 

事故発生後少なくとも30日間は水素

濃度4%以下 
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図２２ 可燃性ガスの発生－原子炉格納容器内の水素濃度評価 
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2. 解析結果 
ここでは、「設計基準事故」の解析結果をまとめる。 

 
2.1 原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

事 象 解析結果 判断基準 
原子炉冷却材喪失(大破断)  

(a) 炉心冷却能力 炉心は著しい損傷に至ることはなく、炉心冷却能力が失われることは

ない。 
（被覆管温度の最高値） 約1,035℃ ≦1,200℃ 
  局所的最大ジルコニウム- 
  水反応量 約3.6% ≦15％ 

(b)全炉心平均ジルコニウム-
水反応量 0.3％以下 原子炉格納容器健全性の見地から十分小さい

こと。（≦１％以下） 

(c)長期間の崩壊熱除去 再循環モードにより 
維持注1 

燃料棒の形状の変化を考慮しても、崩壊熱の除

去が長期間にわたって可能であること。 
主給水管破断  
(a)炉心冷却能力 炉心は損傷に至ることはなく、炉心冷却能力が失われることはない。 
（最小ＤＮＢＲ） 約1.58 ≧1.17 

（崩壊熱除去） 補助給水系が作動して、原子炉の崩壊熱及びその他の残留熱を除去す

ることにより、炉心は十分に冷却できる。 

(b)原子炉圧力 

 
約17.7MPa[gage]  
 
原子炉冷却材圧力バウン

ダリにかかる圧力 
約18.2MPa[gage] 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 
≦20.59MPa[gage]（最高使用圧力の1.2倍） 

（注1）格納容器再循環サンプにたまった流出水等を余熱除去ポンプ、余熱除去冷却器及び充てん

／高圧注入ポンプを通して炉心に注入する再循環に切り替え、長期にわたる冷却を行う。 
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2.2 原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化 
事 象 解析結果 判断基準 

原子炉冷却材喪失   
(a)原子炉格納容器内最高圧力 約0.252MPa[gage] ≦0.283MPa[gage] 
(b)原子炉格納容器内最高温度 約125℃ ≦132℃ 
可燃性ガスの発生   
(a)原子炉格納容器内水素濃度 約3.0％ 

（事故発生後30日時点） 
事故発生後少なくとも30日
間は水素濃度4%以下 
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１．設計基準事故時の被ばく評価の概要 
(1) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

a.  事故の原因 
この事故は、放射性気体廃棄物処理設備の一部が破損し、ここに貯留さ

れていた気体状の放射性物質が環境に放出される事象を想定する。 
具体的には、放射性気体廃棄物処理設備の配管、水素再結合ガス減衰タ

ンク、ガス減衰タンク等が、何らかの理由で破損又は漏えいを起こし、内

蔵された放射性物質が施設外に放出される事象である。 
評価では、放射性気体廃棄物の放出量が最大となる水素再結合ガス減衰

タンク１基が破損し、放射性ガスが原子炉補助建屋内に放出される事象と

して考える。 

 
b.  核分裂生成物の放出量並びに線量の評価条件及び評価結果 

希ガスの大気放出過程図を図１に示す。 
放射能放出経路図を図２に示す。 
評価条件及び評価結果を表１に示す。 
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図１ 放射性気体廃棄物処理施設の破損時の希ガスの大気放出過程  

全希ガス放出量  
約2.9×1014Bq 

大 気 へ 

原子炉補助建屋内  
の希ガス  

単位：Bq γ線エネルギー 
0.5MeV換算  

 

水素再結合ガス減衰タンク内  
希ガス全量  

約2.9×1014Bq 

（地上放出）  
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表１ 「放射性気体廃棄物処理施設の破損」の評価条件及び評価結果 

 

評 価 条 件 使   用   値 選  定  理  由 

炉心熱出力 2,705MWt 定格熱出力（2,652MWt）の102% 

燃料被覆管欠陥率 1% 設計上想定された燃料被覆管欠陥率

1% 

破損箇所 水素再結合ガス減衰タンク 放出量が最大となる箇所を破損箇所

として選定している。 

水素再結合ガス減衰タンクへの放射

能放出源 

体積制御タンク 体積制御タンク連続パージ時に生じ

る水素再結合ガスを考える 

体積制御タンク脱ガス係数 全ての希ガスに対し1.0 全量が気相部に移行するものとす

る。 

化学体積制御系浄化流量 13.6 m3/h 

設計値 体積制御タンク気相部体積 5.1 m3 

体積制御タンク気相部パ－ジ流量 1.2 Nm3/h 

体積制御タンクパ－ジ運転時間 連続24年 30年×稼働率80% 

水素再結合ガス減衰タンク基数 8基 設計値 

放出される希ガスの量 
1基のタンクに蓄積した 

最大の希ガス放射能量 

指針の考え方どおり 

 

環境への放射性物質の放出 地上放出で評価 
原子炉補助建屋換気設備にはクレジ

ットをとらない。 

環境に放出された放射性物質の 

大気中の拡散条件 

「発電用原子炉施設の安全解析に関

する気象指針」に従い評価した相対

線量（D/Q） 

 D/Q : 約5.2×10-18 Gy/Bq 
（着目方位：４号炉 ＳＷ） 

指針どおり 

（2019年の気象資料を使用） 

評  価  項  目 結      果 判      定 

環境に放出される希ガス量 
（γ線ｴﾈﾙｷﾞｰ0.5 MeV換算） 約2.9×1014 Bq 

核分裂生成物の放出量は少なく、周

辺の公衆に対し著しい放射線被ばく

のリスクを与えることはない。 

≦ 5 mSv 実効線量 約1.5 mSv 
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(2) 蒸気発生器伝熱管破損 
a.  事故の原因 

この事故は、原子炉の出力運転中に、蒸気発生器の伝熱管が破損し、２次冷

却系を介して１次冷却材が原子炉格納容器外に放出される事象を想定する。こ

の場合、１次冷却材に放射性物質が含まれていると仮定すると、蒸気発生器２

次側で放射性物質による汚染を生じる。この汚染された２次側の蒸気は、ター

ビン又はタービンバイパス系を通り復水器へ導かれるが、もし同時に外部電源

が喪失していること等によりタービンバイパス系が不作動であると、放射性物

質は主蒸気逃がし弁、主蒸気安全弁等を通って大気へ放出される。 

 
b.  核分裂生成物の放出量及び線量の評価条件及び評価結果 

よう素、希ガスの大気放出過程図を図３、４に示す。 
放射能放出経路図を図５に示す。 
評価条件及び評価結果を表２に示す。 
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図３ 蒸気発生器伝熱管破損（事故）時のよう素の大気放出過程 

全よう素放出量： 
約4.9×1011Bq（約1.2×1011Bq＊1） 

大 気 へ 

２次冷却系へ流出するよう素 

１次冷却材中のよう素量： 
約7.0×1013Bq 

(約2.5×1013Bq＊１) 
 

単位：Bq 
＊１ Ｉ－１３１等価量－ 

小児実効線量係数換算            
 

有機：0 Bq  （0 Bq＊１） 
無機：約4.9×1011Bq（約1.2×1011Bq＊1） 

破損側蒸気発生器隔離後の 
主蒸気逃がし弁等からの 
無機よう素の漏えいを考慮 

漏えい時間：１日 

無機よう素の気液分配係数 
102を考慮 

破損側蒸気発生器隔離までに 

大気中に放出される蒸気量 30t 

有機よう素   0% 
無機よう素 100% 

通常運転中、燃料被覆管の一部
に損傷があると仮定した場合の
よう素の平衡濃度 

約3.7×105Bq/g 
(約1.3×105Bq/g＊１) 

１次冷却材中に放出される 
よう素量：１次冷却系の圧力 
低下に比例 

事故後、既損傷の燃料棒から新
たに追加放出に寄与すると仮定

したよう素量 

約1.2×1015Bq 
(約2.2×1014Bq＊１) 

（２次冷却系への冷却材流出量 90t） 

（地上放出） 
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図４ 蒸気発生器伝熱管破損（事故）時の希ガスの大気放出過程 

全希ガス放出量：約4.7×1014Bq 

大 気 へ 

２次冷却系へ流出する希ガス 

１次冷却材中の希ガス量： 
約3.4×1014Bq 

全量が破損側蒸気発生
器隔離までに放出 

通常運転中、燃料被覆管の一部に

損傷があると仮定した場合の希

ガスの平衡濃度 

約1.8×106Bq/g 

１次冷却材中に放出される 
希ガス量：１次冷却系の圧力 
低下に比例 

事故後、既損傷の燃料棒から新た
に追加放出に寄与すると仮定した
希ガス量 

約3.3×1015Bq 

（２次冷却系への冷却材流出量 90t） 

単位：Bq 
γ線エネルギー  
0.5MeV換算  

 

（地上放出） 
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表２ 「蒸気発生器伝熱管破損」の核分裂生成物の放出量及び線量の 

評価条件及び評価結果 

 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

炉心熱出力 2,705MWt 定格熱出力（2,652MWt）の102% 
原子炉運転時間 最高30,000時間 平衡炉心の最高運転時間を下回らない値 

通常運転中に１次冷却材中に 
存在する希ガス・よう素の量 

燃料被覆管欠陥率を1%とした場合の 
１次冷却材中の希ガス・よう素の濃度 

設計上想定された燃料被覆管欠陥率

1% 

既損傷の燃料棒から新たに 
１次冷却材中に追加放出される 

希ガス・よう素の量 

追加放出に寄与する放射能量の炉心内

蓄積量に対する割合 
 希ガス：0.01% 
 よう素：0.005% 

ギャップ放射能量（炉心内蓄積量の1％）

に燃料被覆管欠陥率を考慮した値 

 １次冷却系の圧力低下割合に比例して

放出 
次式により求めた値を下回らない値 
追加放出率：1.40×10-2min-1 

𝜈 =  𝑃 − 𝑃 𝑃  ∙ 1𝑡 × 1.2 

ν:追加放出率 
P0:事故発生前のRCS圧力 
Pt:２次側圧力を下回る際のRCS圧力 
t:破損側SG隔離までの時間 

指針どおり 
 
事故経過の解析に基づく値に20％の

余裕をみた値 

１次冷却系から２次冷却系へ 
流出する放射能量 １次冷却材中の濃度に依存 指針どおり 

１次冷却系から２次冷却系に 
漏えいする冷却材量 90 t 

事故経過の解析に基づく値（約73t）
に20％の余裕を考慮し、5t単位で丸

めた値。 
大気中へ放出される希ガス量 ２次冷却系に流出してきた希ガス全量 指針どおり 
２次冷却系に流出してきた 

よう素の形態 無機よう素 100% 有機よう素の加水分解を考慮し、有

機よう素割合は0%とする。 
２次冷却系に流出してきた 
無機よう素の気液分配係数 100 指針どおり 

破損側蒸気発生器隔離までの 
蒸気の大気放出量 30 t 

事故経過の解析に基づく値（約25t）
に20％の余裕を考慮し、5t単位で丸

めた値。 

破損側蒸気発生器隔離時間 事故発生後48分 事故経過の解析に基づく値 

破損側蒸気発生器隔離後 
２次冷却系の弁からの 

蒸気漏えい率 

5 m3/d 
隔離後24時間で直線的に大気圧まで減

圧する２次冷却系圧力に対応する漏え

い 

設計値 
指針どおり 
（流出量の算出は、２次冷却系圧力

の平方根に比例する式を用いる。） 
環境への放射性物質の放出 地上放出で評価 主蒸気逃がし弁等から放出される 
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表２ 「蒸気発生器伝熱管破損」の核分裂生成物の放出量及び線量の 

評価条件及び評価結果（つづき） 

 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

環境に放出された放射性物質の     

大気中の拡散条件 
「発電用原子炉施設の安全解析に関す

る気象指針」に従って評価された相対濃

度（ /Q）及び相対線量（D/Q） 
 /Q : 約3.1×10-4s/m3 
D/Q : 約5.2×10-18Gy/Bq 
（着目方位：４号炉 ＳＷ） 

指針どおり 
（2019年の気象資料を使用） 

評  価  項  目 結      果 判      定 

環境に放出されるよう素量 
(I-131等価量－小児実効線量係数

換算) 
約1.2×1011 Bq 

核分裂生成物の放出量は少なく、周

辺の公衆に対し著しい放射線被ばく

のリスクを与えることはない。 
 
 
≦ 5 mSv 

環境に放出される希ガス量 
（γ線エネルギー0.5 MeV換算） 

約4.7×1014 Bq 

実効線量 約 3.0mSv（注１） 

（注１）方位毎によう素の吸入摂取による線量と希ガスからのγ線による線量を合算した値の最大値 
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(3) 燃料集合体の落下 

a.  事故の原因 
この事故は、原子炉の燃料交換時に、何らかの理由によって燃料集合体が落

下して破損し、放射性物質が環境に放出される事象を想定する。 
具体的には、燃料取扱作業中、燃料取扱装置の機械的故障によって、取扱い

中の燃料集合体が使用済燃料ピットに落下し、燃料被覆管の機械的破損を生じ

るような事象として考える。 

 
b.  核分裂生成物の放出量及び線量の評価条件及び評価結果 

よう素、希ガスの大気放出過程図を図６、７に示す。 
放射能放出経路図を図８に示す。 
評価条件及び評価結果を表３に示す。 
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図６ 燃料集合体の落下時のよう素の大気放出過程 

＊1 Ｉ－１３１等価量 
－小児実効線量係数換算 単位：Bq 

大 気 へ 

水中での除染係数 

500を考慮 

破損した燃料集合体から 

放出されるよう素量： 

約2.7×1014Bq 

（約2.7×1014Bq＊１） 

＊1 Ｉ－１３１等価量 
－小児実効線量係数換算 単位：Bq 

燃料取扱室に流出 

全よう素放出量： 

約2.7×1010Bq（約2.7×1010Bq＊1） 

アニュラス空気浄化設備 

よう素フィルタ 

（フィルタ効率：95%） 

（排気筒放出） 
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図７ 燃料集合体の落下時の希ガスの大気放出過程 

γ線エネルギー 
0.5MeV換算 単位：Bq 

大 気 へ 

破損した燃料集合体から 

放出される希ガス量： 

約3.9×1013Bq 

燃料取扱室に流出 

全希ガス放出量：約3.9×1013Bq 

水中での溶解無視 

アニュラス空気浄化設備 

（排気筒放出） 
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表３ 「燃料集合体の落下」の評価条件及び評価結果 

 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

炉心熱出力 2,705MWt 定格熱出力（2,652MWt）の102% 

燃料集合体破損割合 燃料集合体1体 国内燃料の10%破損に対して保守的

に全数破損を仮定。 

燃料集合体熱出力 26.4 MWt 最高出力の燃料集合体 

燃料集合体運転時間 30,000時間 平衡炉心の最高運転時間を下回らない値 

燃料ギャップ放射能量計算法 等価球拡散モデル 
ギャップ放射能量の計算に広く使用

されている。 

事故の発生時期 原子炉停止100時間後 
燃料搬出は早くても原子炉停止後

100時間以上経て行う。 

破損燃料棒から使用済燃料ピット

水中に放出される放射能量 
燃料ギャップに蓄積した 

放射能量全量 
指針どおり 

ピット水中外へ放出される 
希ガス量 

ピット水中へ放出された 
希ガス全量 

指針どおり 

よう素の水中での除染係数 500 指針どおり 

アニュラス空気浄化装置の 
よう素フィルタのよう素除去効率 95% 設計上は95%以上の効率を期待でき

る。 

環境への放射性物質の放出 排気筒放出で評価 
燃料取扱室内に放出された放射性物

質は格納容器排気筒から大気中に放

出される。 

環境に放出された放射性物質の 

大気中の拡散条件 

「発電用原子炉施設の安全解析に関す

る気象指針」に従って評価された相対

濃度（ /Q）及び相対線量（D/Q） 
  /Q :  約2.6×10-5 s/m3 
 D/Q :  約7.2×10-19 Gy/Bq 

（着目方位：３号炉 ＳＥ） 

指針どおり 

（2019年の気象資料を使用） 

評  価  項  目 結      果 判      定 

環境に放出されるよう素量 
(I-131等価量－小児実効線量係数換

算) 
約2.7×1010 Bq 

核分裂生成物の放出量は少なく、周

辺の公衆に対し著しい放射線被ばく

のリスクを与えることはない。 
 

 

≦ 5 mSv 

環境に放出される希ガス量 
（γ線エネルギー0.5 MeV換算） 約3.9×1013 Bq 

実効線量 約 0.038 mSv（注１） 

（注１）方位毎によう素の吸入摂取による線量と希ガスからのγ線による線量を合算した値の最大値 
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(4) 原子炉冷却材喪失 
a.  事故の原因 

この事故は、原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する

配管又はこれに付随する機器等の破損等により、原子炉冷却材喪失が発生した

際に、放射性物質が環境に放出される事象を想定する。 

 
b.  核分裂生成物の放出量及び線量の評価条件及び評価結果 

よう素、希ガスの大気放出過程図を図９、１０に示す。 
放射能放出経路及び被ばく経路図を図１１に示す。 
評価条件及び評価結果を表４、５及び図１２に示す。 
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図９ 原子炉冷却材喪失（事故）時のよう素の大気放出過程 

（排気筒放出） 

全よう素放出量： 
約6.0×1011Bq（約2.3×1011Bq＊1） 

有機：約2.4×1011Bq（約1.4×1011Bq＊1） 
無機：約3.6×1011Bq（約8.7×1010Bq＊1） 

アニュラス空気浄化 
設備よう素フィルタ 

(フィルタ効率：95%) 

安全補機室空気浄化 
設備よう素フィルタ 

(フィルタ効率：95%) 

アニュラス 
(安全補機室内での沈着による低減：50%) 

(空気中への移行率：5%) 

再循環水の漏えい： 
漏えい率20分～30日：4×10-3m3/h 

原子炉格納容器からの漏えい： 
漏えい率は事故時の原子炉格納容器

内圧変化に応じて変化させる。 

再循環水中のよう素 原子炉格納容器内のよう素 

原子炉格納容内 
での低減効果無視 

・原子炉格納容器スプレイ水による低減： 
 等価半減期50秒、事故後5分で有効になる。 
・原子炉格納容器内での沈着による低減：50% 

無機よう素 有機よう素 

96% 

(炉心からのよう素放出割合：0.5%) (炉心からのよう素放出割合：0.5%) 

長時間運転した場合の 
よう素の炉心内蓄積量： 

約2.4×1019Bq 
(約4.3×1018Bq＊１) 

大 気 へ 

97% 

アニュラス部 
以外 

3% 

＊1 Ｉ－１３１等価量 
－小児実効線量係数換算 

4% 

単位：Bq 
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図１０ 原子炉冷却材喪失（事故）時の希ガスの大気放出過程 

（排気筒放出） 

γ線エネルギー 
0.5MeV換算 単位：Bq 

全希ガス放出量：約5.2×1013Bq 

アニュラス 
空気浄化設備 

アニュラス 

漏えい率は事故時の原子炉格納容器 
内圧変化に応じて変化させる。 

原子炉格納容器内の希ガス 

・原子炉格納容器内での低減効果無視 
・放射性崩壊を考慮 

(炉心からの希ガス放出割合：1%) 

長時間運転した場合の 
希ガスの炉心内蓄積量： 

約3.3×1019Bq 

大 気 へ 

97% 

アニュラス部 
以外 

3% 

原子炉格納容器からの漏えい： 
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表４ 「原子炉冷却材喪失」の評価条件及び評価結果 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

炉心熱出力 2,705MWt 定格熱出力（2,652MWt）の102% 
原子炉運転時間 最高30,000時間 平衡炉心の最高運転時間を下回らない値 

事故後、原子炉格納容器内に 
放出される核分裂生成物の量 

炉心内蓄積量の内 
 希ガス 1% 
 よう素 0.5% 

指針の考え方どおり 
（燃料棒の破損率を100%と仮定） 

原子炉格納容器内に放出される 
よう素の形態 

 有機よう素  4% 
 無機よう素 96% 指針どおり 

原子炉格納容器内に放出される 
核分裂生成物の内、原子炉格納 

容器内部に沈着する割合 

 希ガス  0% 
 有機よう素  0% 
 無機よう素 50% 

指針どおり 

原子炉格納容器スプレイ水による 
無機よう素除去効率 

スプレイによるよう素除去に対する

等価半減期 

無機よう素   50秒 

ただし、有機よう素・希ガスについて

は考慮しない。 

設計に基づく無機よう素の等価半減

期は50秒以下である。 

 

指針どおり 

原子炉格納容器スプレイによる 
除去効果が有効になる時間 事故後5分 設計値を上回る値 

原子炉格納容器からの漏えい率 
次式により求めた値を下回らない値 
（表5） 

𝐿 = 𝐶𝑉  Δ𝑃𝜌  

L  : 漏えい率 
C : 定数 
V : 原子炉格納容器内気相部 
  体積 
ΔP : 差圧 
  : 原子炉格納容器内気体密度 

指針の考え方どおり、事故後の原子

炉格納容器内圧に対応した漏えい率

とする。 

 

原子炉格納容器からの漏えい割合  アニュラス部 97% 
 アニュラス部以外  3% 

指針どおり 

 
アニュラス空気浄化設備及び 
安全補機室空気浄化設備の 

よう素フィルタのよう素除去効率 

95% 

ただし、希ガスについては考慮しな

い。 

設計上は95%以上の効率を期待でき

る。 

アニュラス部の負圧達成までの 
よう素フィルタのよう素除去効率 

 

負圧達成後のアニュラス排気風量 

0～10分：アニュラス空気浄化設備を

通じて全量放出（フィルタの

効果は考慮しない） 
10～30分：アニュラス空気浄化設備

を通じて全量放出（フィルタ

の効果を考慮する） 
30分～30日：アニュラス空気浄化設

備を通じてファン容量の約

20%放出（フィルタの効果を考

慮する） 

負圧達成時間は10分以内であり、評

価上は10分とする。 

 

事故後30分までの排気風量は、アニ

ュラス空気浄化設備の風量である

250m3/min。事故後30分からの排気

風量は50m3/min。 
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表４ 「原子炉冷却材喪失」の評価条件及び評価結果（つづき） 

 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

再循環系から安全補機室内への漏えい率 4×10-3 m3/h 設計値は4×10-3m3/h以下である。 

再循環開始時間 事故後20分 最短評価としている。 

再循環水中の放射能量 炉心内よう素蓄積量の0.5% 
指針の考え方どおり 

格納容器内に放出されたよう

素と同量とする。 

再循環水体積 1,400m3 設計値は1,400m3以上である。 
再循環系から安全補機室内に漏えいした 

再循環水中のよう素の気相への移行率 5% 指針どおり 

安全補機室内でのよう素沈着率 50% 指針どおり 
原子炉格納容器内核分裂生成物に 
よる直接線量及びスカイシャイン 

線量の線源 

原子炉格納容器内に放出される核分

裂生成物の量の炉心内蓄積量に対する

割合 

 希ガス 1% 
 ハロゲン 0.5% 
 その他 0.01% 

原子炉格納容器内に放出される核分

裂生成物の量を下回らない値 

事故の評価期間 30日 
指針の考え方どおり 

原子炉格納容器からの漏えい

が無視できる程度に低下する

までの期間 

環境への放射性物質の放出 排気筒放出で評価 排気筒より放出される。 

単一故障 ディーゼル発電機1台 原子炉格納容器からの漏えい率を大

きくする。 

環境に放出された放射性物質の 
大気中の拡散条件 

「発電用原子炉施設の安全解析に

関する気象指針」に従って評価され

た相対濃度（ /Q）及び相対線量（D/Q） 
 /Q : 約3.4×10-5 s/m3 

D/Q :約3.5×10-19 Gy/Bq 
（着目方位：４号炉 ＷＳＷ） 

指針どおり 

（2019年の気象資料を使用） 

評  価  項  目 結      果 判      定 
環境に放出されるよう素量         

(I-131等価量－小児実効線量係数換

算) 
約2.3×1011 Bq 

核分裂生成物の放出量は少なく、周

辺の公衆に対し著しい放射線被ばく

のリスクを与えることはない。 
 

≦ 5 mSv 

環境に放出される希ガス量        

（γ線エネルギー0.5 MeV換算） 約5.2×1013 Bq 

実効線量 約0.28 mSv（注１）（注２） 

（注１）方位毎によう素の吸入摂取による線量、希ガスからのγ線による線量及び直接・スカイシャイン線量を合算し

た値の最大値 
（注２）直接・スカイシャイン線量：約0.18mSvを含む。 
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表５ 「原子炉冷却材喪失」の事故の線量評価に使用する 
原子炉格納容器からの漏えい率 

 

漏えい率 

（%/d） 

時間区分 

（s） 

0.13 0 ～ 1,000 

0.12 1,000 ～ 2,200 

0.11 2,200 ～ 16,000 

0.10 16,000 ～ 32,000 

0.09 32,000 ～ 58,000 

0.08 58,000 ～ 110,000 

0.07 110,000 ～ 220,000 

0.06 220,000 ～ 520,000 

0.05 520,000 ～ 2,592,000 
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(5) 制御棒飛び出し 
a.  事故の原因 

この事故は原子炉が臨界又は臨界近傍にあるときに、制御棒駆動系あるいは

圧力ハウジングの破損等により制御棒クラスタ 1 本が炉心外に飛び出し、急激

な反応度の添加と出力分布変化が生じた際に、放射性物質が環境に放出される

事象を想定する。 

 
b.  核分裂生成物の放出量及び線量の評価条件及び評価結果 

よう素、希ガスの大気放出過程図を図１３、１４に示す。 
放射能放出経路及び被ばく経路図を図１５に示す。 
評価条件及び評価結果を表６に示す。 
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図１３ 制御棒飛び出し時のよう素の大気放出過程 

（排気筒放出） 

全よう素放出量： 
約2.1×1011Bq（約7.5×1010Bq＊1） 

有機：約6.7×1010Bq（約4.1×1010Bq＊1） 
無機：約1.5×1011Bq（約3.3×1010Bq＊1） 

アニュラス空気浄化 
設備よう素フィルタ 

(フィルタ効率：95%) 

安全補機室空気浄化 
設備よう素フィルタ 

(フィルタ効率：95%) 

アニュラス 
(安全補機室内での沈着による低減：50%) 

(空気中への移行率：5%) 

再循環水の漏えい： 
漏えい率50分～30日：4×10-3m3/h 

原子炉格納容器からの漏えい： 
漏えい率 0～1日 ：0.111%/d 
 1～30日 ：0.0555%/d 

再循環水中のよう素 原子炉格納容器内のよう素 

原子炉格納容器内 
での低減効果無視 

・原子炉格納容器スプレイ水による低減： 
等価半減期50秒、原子炉格納容器スプレイ 
設備の起動は事故後30分とする。 

・原子炉格納容器内での沈着による低減：50% 

無機よう素 有機よう素 

96% 

(炉心からのよう素放出割合：0.14%) (炉心からのよう素放出割合：0.14%) 

長時間運転した場合の 
よう素の炉心内蓄積量： 

約2.4×1019Bq 
(約4.3×1018Bq＊１) 

大 気 へ 

97% 

アニュラス部 
以外 

3% 

＊1 Ｉ－１３１等価量 
－小児実効線量係数換算 

4% 

単位：Bq 
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図１４ 制御棒飛び出し時の希ガスの大気放出過程 

（排気筒放出） 

γ線エネルギー 
0.5MeV換算 単位：Bq 

全希ガス放出量：約1.5×1013Bq 

アニュラス 
空気浄化設備 

アニュラス 

漏えい率 0～1日 ：0.111%/d 
 1～30日：0.0555%/d 

原子炉格納容器内の希ガス 

・原子炉格納容器内での低減効果無視 
・放射性崩壊を考慮 

(炉心からの希ガス放出割合：0.28%) 

長時間運転した場合の 
希ガスの炉心内蓄積量： 

約3.3×1019Bq 

大 気 へ 

97% 

アニュラス部 
以外 

3% 

原子炉格納容器からの漏えい： 
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表６ 「制御棒飛び出し」の評価条件及び評価結果 

 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

炉心熱出力 2,705MWt 定格熱出力（2,652MWt）の102% 
原子炉運転時間 最高30,000時間 平衡炉心の最高運転時間を下回らない値 

事故後，原子炉格納容器内に 
放出される核分裂生成物の量 

炉心内蓄積量の内 
 希ガス 0.28% 
 よう素 0.14% 

指針の考え方どおり 
運転中の設計燃料被覆管欠陥

率（1%）に相当する放射能（炉

心内蓄積量の0.01%）と事故時

の破損燃料棒（炉心全体の

12%）中のギャップ放射能（炉

心内蓄積量の0.264%）の和（炉

心内蓄積量の0.28%）に対し，

希ガス100%，よう素50%が原

子炉格納容器内に放出される

とする。 
原子炉格納容器内に放出される      

よう素の形態 
 有機よう素  4% 
 無機よう素 96% 指針どおり 

原子炉格納容器内に放出される 
核分裂生成物の内、原子炉格納 

容器内部に沈着する割合 

 希ガス  0% 
 有機よう素  0% 
 無機よう素 50% 

指針どおり 

原子炉格納容器スプレイ水による 
無機よう素除去効率 

スプレイによるよう素除去に対する

等価半減期 

無機よう素   50秒 

ただし、有機よう素・希ガスについて

は考慮しない。 

設計に基づく無機よう素の等価半減

期は50秒以下である。 

 

指針どおり 

原子炉格納容器スプレイによる 
除去効果が有効になる時間 

事故後35分 原子炉格納容器スプレイ手動操作時

間は、評価上事故後30分とする。 

原子炉格納容器からの漏えい率 0～ 1日：0.111%/d 
1～30日：0.0555%/d 

１日間は、スプレイ設定圧に対応す

る値0.111%/dとする。１日以後はそ

の半分の漏えい率とする。 

原子炉格納容器からの漏えい割合  アニュラス部 97% 
 アニュラス部以外  3% 

指針どおり 

アニュラス空気浄化設備及び 
安全補機室空気浄化設備の 

よう素フィルタのよう素除去効率 

95% 

ただし、希ガスについては考慮しな

い。 

設計上は95%以上の効率を期待でき

る。 

アニュラス部の負圧達成までの 
よう素フィルタのよう素除去効率 

 

負圧達成後のアニュラス排気風量 

0～10分：アニュラス空気浄化設備を

通じて全量放出（フィルタの

効果は考慮しない） 
10～30分：アニュラス空気浄化設備

を通じて全量放出（フィルタ

の効果を考慮する） 
30分～30日：アニュラス空気浄化設

備を通じてファン容量の約

20%放出（フィルタの効果を

考慮する） 

負圧達成時間は10分以内であり、評

価上は10分とする。 

 

事故後30分までの排気風量は、アニ

ュラス空気浄化設備の風量である

250m3/min。事故後30分からの排気

風量は50m3/min。 
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表６ 「制御棒飛び出し」の評価条件及び評価結果（つづき） 

評  価  条  件 使   用   値 選  定  理  由 

再循環系から安全補機室内への漏えい率 4×10-3 m3/h 設計値は4×10-3 m3/h以下である。 

再循環開始時間 事故後50分 評価上安全側に事故発生後50分とする。 

再循環水中の放射能量 炉心内よう素蓄積量の0.14% 
指針の考え方どおり 

格納容器内に放出されたよう

素と同量とする。 

再循環水体積 1,400m3 設計値は1,400m3以上である。 
再循環系から安全補機室内に漏えいした

再循環水中のよう素の気相への移行率 5% 指針どおり 

安全補機室内でのよう素沈着率 50% 指針どおり 
原子炉格納容器内核分裂生成物に 
よる直接線量及びスカイシャイン 

線量の線源 

原子炉格納容器内に放出される核分

裂生成物の量の炉心内蓄積量に対する

割合 

 希ガス 0.28% 
 ハロゲン 0.14% 
 その他 0.0028% 

原子炉格納容器内に放出される核分

裂生成物の量を下回らない値 

事故の評価期間 30日 
指針の考え方どおり 

原子炉格納容器からの漏えい

が無視できる程度に低下する

までの期間 

環境への放射性物質の放出 排気筒放出で評価 排気筒より放出される。 

単一故障 ディーゼル発電機1台 アニュラス負圧達成時間を長くす

る。 

環境に放出された放射性物質の     

大気中の拡散条件 

「発電用原子炉施設の安全解析に関

する気象指針」に従って評価された

相対濃度（ /Q）及び相対線量（D/Q） 
 /Q : 約3.7×10-5 s/m3 
D/Q :約3.4×10-19 Gy/Bq 
（着目方位：４号炉 ＷＳＷ） 

指針どおり 

（2019年の気象資料を使用） 

評  価  項  目 結      果 判      定 
環境に放出されるよう素量      

(I-131等価量－小児実効線量係数換

算) 
約7.5×1010 Bq 

核分裂生成物の放出量は少なく，周

辺の公衆に対し著しい放射線被ばく

のリスクを与えることはない。 
 

≦ 5 mSv 

環境に放出される希ガス量       

（γ線エネルギー0.5 MeV換算） 約1.5×1013 Bq 

実効線量 約0.084mSv（注１）（注２） 
（注１） 方位毎によう素の吸入摂取による線量、希ガスからのγ線による線量及び直接・スカイシャイン線量を合算し

た値の最大値 
（注２）直接・スカイシャイン線量：約0.052mSvを含む。 
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約
34

m
3 （

加
圧

器
容
積

の
約

82
%
）

起
因

事
象

1
.
主

給
水

ポ
ン

プ
、

給
水

制
御

系
の

故
障

等
に

よ
る

主
給

水
停

止

2
.
蒸

気
発
生

器
水
位
低

下

解
析

条
件

原
子

炉
出
力

：
10

2%
Ta

vg
：

30
4.

5 ℃
（

30
0.

1 ℃
）

原
子

炉
圧
力

：
15

.2
0M

Pa
[g

ag
e]
（

15
.6

2M
Pa

[g
ag

e]
）

原
子

炉
圧
力

評
価

に
使

用
（

括
弧

内
は

加
圧

器
水

位
評

価
に

使
用
）

3
.
除

熱
悪

化
に

よ
る

１
次

冷
却

材
温

度
・

圧
力

上
昇

4
.
「

原
子
炉

圧
力
高
」

又
は

「
蒸

気
発

生
器

水
位

異
常

低
」

に
よ

る
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

（
ト

リ
ッ

プ
と

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
を

仮
定
）

7
.
主

蒸
気

安
全

弁
作

動
、

崩
壊

熱
低

下
及

び
補

助
給

水
に

よ
り

１
次

冷
却

材
温

度
・
圧
力

低
下

5
.
外

部
電

源
喪

失
に

よ
る

１
次

冷
却
材

ポ
ン

プ
停

止
6
.
補

助
給

水
開

始
（

３
台

の
補

助
給

水
ポ

ン
プ

の
う

ち
、

電
動
ポ
ン

プ
１

台
が

作
動

）

1
.
2

主
給

水
流

量
喪
失
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1
5

1
0 5 0

6
00

0
5
00

0
40

00
3
00

0
2
00

0
1
00

0
0

時
　

間
　
(秒

)

蒸 気 発 生 器 水 位 　 　(
m)

2
0

1
5

1
0 5 0

6
00

0
5
00

0
40

00
3
00

0
2
00

0
1
00

0
0

時
　

間
　
(秒

)

原 子 炉 圧 力 　 　
(
MP
a[
ga
ge
]) 35

0

30
0

25
0

20
0

6
00

0
5
00

0
40

00
3
00

0
2
00

0
1
00

0
0

時
　

間
　
(秒

)

１ 次 冷 却 材 平 均 温 度 　 　(
℃
)

約
17
.4
MP
a[
ga

ge
] 

(約
33
秒
) 

①
 

 

⑥
 

⑧
 

①
  

②
 

⑨
 

④
 

③
 

⑪
 

⑫
 

約
4.
6m
 

(約
19
22
秒
) 

⑤
 

15
.2
0M
Pa
[g
ag

e]
 

(0
秒
) 

30
4.
5℃

 

(0
秒
) 

約
31
1℃

 

(約
34
秒
) 

⑩
 ⑦
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
原

子
炉

圧
力

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①

 
主

給
水

喪
失

に
よ

り
２

次
側

の
除

熱
が

十
分

で
な

く
 な

る
こ

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

と
に

伴
う

１
次

系
温

度
上

昇
に

よ
る

圧
力

上
昇

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
②

 
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

に
よ

る
圧

力
低

下
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
③

 
崩

壊
熱

お
よ

び
１

次
系

冷
却

材
流

量
減

少
に

よ
る

圧
力

上
昇

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
④

 
自

然
循

環
移

行
に

よ
る

除
熱

が
有

効
と

な
り

圧
力

低
下

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑤

 
補

助
給

水
お

よ
び

自
然

循
環

に
よ

る
冷

却
が

有
効

と
な

り
圧

力

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

低
下

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
１

次
冷

却
材

平
均

温
度

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①

 
主

給
水

喪
失

に
よ

り
２

次
側

の
除

熱
が

十
分

で
な

く
な

る
こ

と

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
よ

る
温

度
上

昇
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑥

 
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

に
よ

る
温

度
低

下
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑦

 
崩

壊
熱

お
よ

び
１

次
系

冷
却

材
流

量
減

少
に

よ
る

温
度

上
昇

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑧

 
自

然
循

環
移

行
に

よ
る

除
熱

が
有

効
と

な
り

温
度

低
下

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑨

 
補

助
給

水
お

よ
び

自
然

循
環

に
よ

る
冷

却
が

有
効

と
な

り
温

度

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

低
下

 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
蒸

気
発

生
器

水
位

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑩

 
主

給
水

流
量

喪
失

に
よ

る
水

位
低

下
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑪

 
補

助
給

水
開

始
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑫

 
主

給
水

配
管

内
の

高
温

水
が

一
掃

さ
れ

Ｓ
Ｇ

２
次

側
に

冷
た

い

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

補
助

給
水

が
注

入
さ

れ
る

こ
と

に
よ

り
除

熱
が

有
効

に
な

り
水

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

位
が

回
復

 

 

主
給

水
流

量
喪

失
(1

) 
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4
0

2
0 0

6
00

0
50

0
0

40
0
0

3
00

0
20

0
0

1
0
00

0

時
　
間

　
(
秒
)

加 圧 器 保 有 水 量 　 　 (m
3
)

①
 

②
 

約
25
m3
 

(
0秒

) 

③
 

④
 

約
34
m3
 

(約
60
秒
) 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

       
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
・

加
圧

器
保

有
水

量
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①

 
主

給
水

喪
失

に
よ

り
２

次
側

の
除

熱
が

十
分

で
な

く
な

る
こ

と

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
よ

る
１

次
系

温
度

上
昇

に
伴

う
保

有
水

量
増

加
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
②

 
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

に
よ

り
保

有
水

量
減

少
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
③

 
崩

壊
熱

に
よ

る
１

次
系

温
度

上
昇

に
伴

う
保

有
水

量
増

加
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
④

 
補

助
給

水
お

よ
び

自
然

循
環

に
よ

る
除

熱
が

有
効

と
な

り
保

有

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

水
量

減
少

 
          

主
給

水
流

量
喪

失
(2

) 
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2．
設

計
基

準
事

故
 

2.
1 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

（
E

C
C

S
性

能
評

価
）

 
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

（
大

破
断

）

原
子

炉
出

力
：

10
2％

破
断

条
件

：
低
温

側
配

管
両

端
破

断
（

流
出

係
数

0.
4）

蒸
気

発
生

器
伝
熱

管
施

栓
率

：
10

％

単
一
故

障
：

低
圧

注
入

系
１
系

列

外
部
電

源
：

無

高
圧

注
入

系
及
び

低
圧

注
入

系
の

作
動

遅
れ

：
30

秒

解
析

結
果

・
燃

料
被

覆
管

最
高
温

度
：

約
10

35
℃

≦
12

00
℃

・
局

所
的

最
大

Ｚ
ｒ
-水

反
応
量

：
約

3.
6％

≦
15

％

・
全

炉
心

平
均

Ｚ
ｒ
-水

反
応
量

：
0.

3％
以

下

⑧ ブ ロ ー ダ ウ ン 終 了

⑭
再

循
環

モ
ー

ド
に
よ

る
長

期
冷

却

②
原

子
炉

圧
力

、
保

有
水

量
が

減
少

③
炉

心
流

停
滞

に
よ

り
燃

料
被

覆
管

温
度

上
昇

④
｢原

子
炉
圧

力
低

｣に
よ

る
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

信
号

発
信

⑥
炉

心
下

降
流

増
加

に
よ

り
燃

料
被

覆
管

温
度

が
い

っ
た
ん

低
下

⑦
蓄

圧
注

入
系

注
入

開
始

①
低

温
側

配
管

(内
径

約
0
.7
m)

で
両

端
破

断
発

生
、

1
次
冷

却
材
の

系
外

へ
の

放
出

⑨
高

圧
注

入
系

、
低

圧
注

入
系

注
入

開
始

⑤
｢原

子
炉
格

納
容

器
圧

力
高

｣に
よ

る
EC
CS
作

動
信

号
発

信

[ブ
ロ
ー
ダ
ウ
ン
期

間
]

蒸
気

発
生

器

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備

原
子

炉
容

器

加
圧

器

蒸
気

発
生

器

破
断

流

(
健

全
側

ル
ー

プ
)

(
破

断
側

ル
ー

プ
)

1次
冷

却
材

ポ
ン

プ
1次

冷
却

材
ポ

ン
プ

(
健

全
側

ル
ー

プ
)

(
破

断
側

ル
ー

プ
)

1次
冷

却
材

ポ
ン

プ

1
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

[リ
フ
ィ
ル
／

再
冠

水
期

間
]

蒸
気

発
生

器

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備

原
子

炉
容

器

加
圧

器

蒸
気

発
生

器

破
断

流

⑩
高

温
燃

料
棒

で
バ
ー

ス
ト

発
生

⑪
炉

心
再

冠
水

開
始
、

水
位

上
昇

⑫
燃

料
被

覆
管

温
度
低

下
⑬

炉
心

再
冠

水
終

了
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蒸
気

発
生

器

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備

原
子

炉
容

器

加
圧

器

蒸
気

発
生

器
破

断
流

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備

1
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

1
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

(気
相
部
破
断

：
加
圧
器
気

相
部

約
0
.
13
m径

破
断
)

(
健

全
側
ル

ー
プ

)
(
破

断
側
ル

ー
プ

)

蒸
気

発
生

器

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備

原
子

炉
容

器

加
圧

器

蒸
気

発
生

器

破
断

流

1
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

1
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

(
液
相
部

破
断
：
低

温
側
配
管

約
0
.2
5
m径

ス
プ
リ
ッ

ト
破
断
)

(
健
全

側
ル

ー
プ
)

(
破
断

側
ル

ー
プ
)

原
子
炉

冷
却
材
喪

失
（
小
破

断
）

原
子
炉

出
力
：

10
2％

蒸
気
発

生
器
伝

熱
管
施
栓

率
：

10
％

単
一
故
障
：

デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機

１
台

外
部
電
源
：

無

高
圧
注

入
系
の

作
動
遅
れ

：
25

秒

解
析
結

果

液
相
部

破
断

・
燃

料
被

覆
管

最
高
温
度

：
約

75
2℃

≦
12

00
℃

・
局

所
的

最
大

Ｚ
ｒ
-
水
反
応
量
：
約

0.
1％

≦
15

％

・
全

炉
心

平
均

Ｚ
ｒ
-
水
反
応
量
：

0.
1％

以
下

気
相
部

破
断

・
炉
心

は
露
出
し
な
い

①
破
断

発
生

②
｢原

子
炉
圧
力

低
｣に

よ
る
原

子
炉
ト
リ
ッ

プ
信

号
発
信

③
｢
原
子

炉
圧
力

異
常
低
｣
に
よ

る
EC
CS
作
動

信
号

発
信

④
高
圧

注
入
系
注

入
開
始

⑥
蓄
圧

注
入
系
注

入
開
始

④
高
圧
注
入

系
注
入
開

始
⑤

蓄
圧
注
入

系
注
入
開

始

⑤
炉
心
露
出

開
始
、

燃
料
被
覆

管
温
度
上

昇
⑦

炉
心
水
位

上
昇

⑧
燃
料
被
覆

管
温
度
低

下
⑨

炉
心
上
部

再
冠
水

⑩
再
循
環
モ

ー
ド
に
よ

る
長
期
冷

却

①
破
断

発
生

⑥
再
循
環
モ
ー
ド
に

よ
る
長
期
冷

却

②
｢原

子
炉
圧

力
低
｣に

よ
る

原
子
炉

ト
リ
ッ
プ

信
号
発
信

③
｢
原
子
炉
圧

力
異
常

低
｣

に
よ
る

E
C
CS
作
動

信
号
発
信
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    ・
炉

心
圧

力
 

 
 

②
 

炉
心

で
減

圧
沸

騰
が

発
生

す
る

（
炉

心
フ

ラ
ッ

シ
ン

グ
）
。

 

 
 

④
 

低
温

領
域

も
減

圧
沸

騰
に

よ
り

順
次

２
相

と
な

る
。

 

 
 

⑥
 

蓄
圧

注
入

系
注

入
開

始
（

約
16

秒
）
。

 

 
 

⑨
 

ブ
ロ

ー
ダ

ウ
ン

終
了

（
約

29
秒

）
。

 

 ・
炉

心
流

量
 

 
 

①
 

破
断

に
伴

う
下

降
流

。
 

 
 

③
 

破
断

流
の

減
少

に
伴

っ
て

下
降

流
が

減
少

す
る

。
 

 
 

⑤
 

健
全

ル
ー

プ
の

流
量

低
下

に
伴

い
下

降
流

へ
移

行
す

る
。

 

 
 

⑦
 

蓄
圧

注
入

に
よ

っ
て

低
温

側
配

管
内

の
蒸

気
が

凝
縮

す
る

こ
と

に
よ

り
一

 

  
  

  
  

時
的

に
炉

心
下

降
流

が
増

加
す

る
。

 

 
 

⑧
 

上
部

プ
レ

ナ
ム

ボ
イ

ド
率

上
昇

に
よ

り
炉

心
下

降
流

が
減

少
す

る
。

 

 
 

⑨
 

ブ
ロ

ー
ダ

ウ
ン

終
了

（
約

29
秒

）
。

 

        
-
5

-
4

-
3

-
2

-
1012345

3
0

2
0

1
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

炉 心 流 量

(
t
/
s
)

 
炉

心
頂

部

 
炉

心
底

部

1
6

1
2 8 4 0

3
0

2
0

1
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

1
.
2

1
.
0

0
.
8

0
.
6

0
.
4

0
.
2

0
.
0

炉 心 圧 力

(
M
P
a
[
g
a
g
e
]
)

高 温 流 路 ク ォ リ テ ィ

炉
心

圧
力

高
温

流
路

ク
ォ

リ
テ

ィ
{

 
最

高
温

度
位

置

 
バ

ー
ス

ト
位

置

高
温

流
路

ク
ォ

リ
テ

ィ

    

②
 

④
 

⑥
 

⑨
 

①
 

③
 

⑤
 

⑧
 

⑨
 

15
.6
2M
Pa
[g
ag
e]
 

（
初
期
値
）
 

⑦
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

－
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
性

能
評

価
解

析
－

大
破

断
(1

) 
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     ・
ダ

ウ
ン

カ
マ

水
位

 

 
 

①
 

高
圧

注
入

系
及

び
低

圧
注

入
系

注
入

開
始

（
約

31
秒

）
。

 

 
 

②
 

炉
心

再
冠

水
開

始
（

約
39

秒
）
。

 

 
 

③
 

蓄
圧

注
入

系
注

入
終

了
（

約
47

秒
）
。

 

 
 

④
 

蓄
圧

注
入

系
注

入
終

了
に

伴
う

水
位

の
一

時
的

減
少

。
 

 
 

⑥
 

高
圧

注
入

系
及

び
低

圧
注

入
系

か
ら

の
注

入
に

よ
り

、
ダ

ウ
ン

 

  
  

  
  

カ
マ

部
は

満
水

に
維

持
さ

れ
る

。
 

 ・
炉

心
再

冠
水

速
度

積
分

値
 

 
 

①
 

高
圧

注
入

系
及

び
低

圧
注

入
系

注
入

開
始

（
約

31
秒

）
。

 

 
 

②
 

炉
心

再
冠

水
開

始
（

約
39

秒
）
。

 

 
 

⑤
 

炉
心

発
生

蒸
気

に
巻

き
込

ま
れ

た
水

滴
の

炉
心

か
ら

の
流

出
開

 

  
  

  
  

始
に

よ
り

ル
ー

プ
抵

抗
が

急
激

に
増

大
す

る
こ

と
で

一
時

的
 

  
  

  
  

に
減

少
す

る
。

 

   

     

7 6 5 4 3 2 1 0
2
5
0

2
0
0

1
5
0

1
0
0

5
0

0

時
　

間
　
(
秒

)

ダ ウ ン カ マ 水 位 ・ 炉 心 再 冠 水 速 度 積 分 値 (
m
)

ダ
ウ

ン
カ

マ
水

位

炉
心

再
冠

水
速

度
積

分
値

   

①
 

②
 

⑤
 

③
 

⑥
 

④
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

－
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
性

能
評

価
解

析
－

大
破

断
(2

) 



 

 
  

別添 1-10 

       ・
原

子
炉

格
納

容
器

圧
力

 

 
 

①
 

「
原

子
炉

格
納

容
器

圧
力

高
」

信
号

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

作
動

限
界

値
到

達
（

約
1 

  
  

  
  

秒
）
。

 

 
 

②
 

破
断

流
減

少
及

び
原

子
炉

格
納

容
器

内
の

ヒ
ー

ト
シ

ン
ク

効
果

に
よ

り
圧

 

  
  

  
  

力
が

低
下

す
る

。
 

 
 

③
 

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
開

始
（

約
35

秒
）
。

 

 
 

④
 

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
及

び
ヒ

ー
ト

シ
ン

ク
効

果
に

よ
り

減
圧

が
継

 

  
  

  
  

続
す

る
。

 

      
 

   

0
.
2
0

0
.
1
6

0
.
1
2

0
.
0
8

0
.
0
4

0
.
0
0

2
5
0

2
0
0

1
5
0

1
0
0

5
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

原 子 炉 格 納 容 器 圧 力

(
M
P
a
[
g
a
g
e
]
)

0.
12

5M
Pa

[g
ag

e]
 

(約
18

秒
) 

 

②
 ③

 

④
 

①
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

－
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
性

能
評

価
解

析
－

大
破

断
(3

) 



 

 
  

別添 1-11 

  ・
燃

料
被

覆
管

温
度

 

 
 

①
 

炉
心

部
の

ク
ォ

リ
テ

ィ
上

昇
及

び
そ

れ
に

続
く

炉
心

流
量

停
滞

に
よ

り
除

 

  
  

  
  

熱
量

が
減

少
し

温
度

が
上

昇
す

る
。

 

 
 

②
 

炉
心

下
降

流
に

よ
り

冷
却

さ
れ

る
。

 

 
 

③
 

炉
心

流
量

減
少

に
よ

り
温

度
が

上
昇

す
る

。
 

 
 

④
 

ブ
ロ

ー
ダ

ウ
ン

終
了

（
約

29
秒

）
。

 

 
 

⑤
 

バ
ー

ス
ト

発
生

（
約

35
秒

）
。

 

 
 

⑥
 

炉
心

再
冠

水
開

始
（

約
39

秒
）
。

 

 
 

⑦
 

再
冠

水
開

始
直

後
に

大
量

の
蒸

気
及

び
水

滴
が

発
生

す
る

こ
と

に
よ

り
、

 

  
  

  
  

一
時

的
に

被
覆

管
温

度
は

低
下

す
る

。
 

 
 

⑧
 

非
常

用
炉

心
冷

却
設

備
か

ら
の

冷
却

水
の

注
入

に
よ

り
炉

心
の

冷
却

は
順

 

  
  

  
  

調
に

行
わ

れ
る

。
 

  ・
燃

料
被

覆
管

表
面

の
熱

伝
達

係
数

 

 
 

②
 

炉
心

下
降

流
に

よ
り

冷
却

さ
れ

る
。

 

 
 

④
 

ブ
ロ

ー
ダ

ウ
ン

終
了

（
約

29
秒

）
。

 

 
 

⑥
 

炉
心

再
冠

水
開

始
（

約
39

秒
）
。

 

       
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
－

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

性
能

評
価

解
析

－
大

破
断

(4
) 

枠
囲

み
の

範
囲

は
機

密
に

係
る

事
項

で
す

の
で

公
開

す
る

こ
と

は
で

き
ま

せ
ん

。
 

約
   

   
   

   
W

/m
2 ・

℃
 

（
初

期
値

）
 

 

バ
ー

ス
ト

位
置

（
1.

83
m
）

 
初

期
値

約
   

   
℃

 
最

高
温

度
位

置
（

2.
13

m
）

 
初

期
値

約
   

   
℃

 

約
   

   
   

 W
/m

2 ・
℃

（
初

期
値

）
 



 

 
  

別添 1-12 

・
炉

心
圧

力
 

①
 

炉
心

で
の

減
圧

沸
騰

が
発

生
す

る
。

 

⑤
 

蒸
気

発
生

器
２

次
側

と
の

熱
平

衡
。

 

⑥
 

高
圧

注
入

系
注

入
開

始
（

約
32

秒
）
。

 

⑪
 

蓄
圧

注
入

系
注

入
開

始
（

約
89

秒
）
。

 

  ・
気

泡
炉

心
水

位
 

③
 

高
温

側
配

管
上

端
ま

で
水

位
が

低
下

す
る

。
 

⑧
 

炉
心

上
部

露
出

（
約

45
秒

）
。

 

⑩
 

ル
ー

プ
シ

ー
ル

現
象

の
解

消
に

よ
り

一
時

的
に

水
位

が
回

復
す

る
。

 

⑫
 

蓄
圧

注
入

開
始

後
の

凝
縮

効
果

に
よ

り
一

時
的

に
水

位
が

低
下

す
る

。
 

⑬
 

ダ
ウ

ン
カ

マ
水

頭
の

増
加

に
よ

り
水

位
が

回
復

す
る

。
 

⑭
 

炉
心

上
部

再
冠

水
（

約
16

5秒
）
。

 

  ・
原

子
炉

出
力

 

②
 

制
御

棒
挿

入
開

始
（

約
7秒

）
。

 

④
 

制
御

棒
挿

入
完

了
。

 

  ・
炉

心
出

口
流

量
 

⑦
 

ポ
ン

プ
コ

ー
ス

ト
ダ

ウ
ン

に
よ

り
流

量
が

低
下

す
る

。
 

⑨
 

炉
心

露
出

に
よ

り
炉

心
出

口
の

下
降

流
が

減
少

す
る

。
 

⑮
 

炉
心

水
位

の
上

昇
に

よ
り

蒸
気

流
量

が
増

加
す

る
。

 

  

2
0
0
0

1
5
0
0

1
0
0
0

5
0
0 0

-
5
0
0

-
1
0
0
0

-
1
5
0
0

2
0
0

1
6
0

1
2
0

8
0

4
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

15

1
0

5
0

1
0
0

炉 心 出 口 流 量

(
k
g
/
s
)

原 子 炉 出 力 (
％

)

原
子

炉
出

力

炉
心

出
口

流
量

1
6

1
2 8 4 0

2
0
0

1
6
0

1
2
0

8
0

4
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

6
.
0

5
.
0

4
.
0

3
.
0

2
.
0

1
.
0

0
.
0

炉 心 圧 力

(
M
P
a
[
g
a
g
e
]
)

気 泡 炉 心 水 位 (
m
)

炉
心

圧
力

気
泡

炉
心

水
位

気
泡

炉
心

水
位

   

①
 
 

⑤
 

⑥
 

③
 

⑧
 

⑩
 

⑪
 

⑫
 

15
.62

MP
a[
ga
ge
] 

（
初
期
値
）
 

 

⑬
 

⑭
 

⑦
 

⑨
 

②
 

④
 

⑮
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

－
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
性

能
評

価
解

析
－

小
破

断
(1

)－
液

相
部

破
断

 



 

 
  

別添 1-13 

   ・
燃

料
被

覆
管

温
度

 

①
 

炉
心

上
部

露
出

に
よ

る
温

度
上

昇
開

始
。

 

⑤
 

炉
心

水
位

上
昇

に
よ

る
温

度
低

下
。

 

          ・
燃

料
被

覆
管

表
面

の
熱

伝
達

係
数

 

①
 

炉
心

上
部

露
出

に
よ

る
蒸

気
冷

却
へ

の
移

行
。

 

②
 

炉
心

流
量

に
応

じ
て

変
動

。
 

④
 

炉
心

水
位

上
昇

に
よ

る
増

加
。

 

      
 原

子
炉

冷
却

材
喪

失
－

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

性
能

評
価

解
析

－
小

破
断

(2
)－

液
相

部
破

断
 

枠
囲

み
の

範
囲

は
機

密
に

係
る

事
項

で
す

の
で

公
開

す
る

こ
と

は
で

き
ま

せ
ん

。
 

約
   

   
   

   
W

/m
2 ・

℃
 



 

 
  

別添 1-14 

   ・
気

泡
炉

心
水

位
 

③
 

高
温

側
配

管
上

端
ま

で
水

位
が

低
下

す
る

。
 

   ・
炉

心
圧

力
 

②
 

高
圧

注
入

系
注

入
開

始
（

約
41

秒
）
。

 

④
 

蒸
気

発
生

器
２

次
側

と
の

熱
平

衡
。

 

⑤
 

蓄
圧

注
入

系
注

入
開

始
（

約
66

8秒
）
。

 

   ・
炉

心
入

口
流

量
 

①
 

ポ
ン

プ
コ

ー
ス

ト
ダ

ウ
ン

に
よ

り
流

量
が

低
下

す
る

。
 

          

1
6

1
2 8 4 0

1
0
0
0

8
0
0

6
0
0

4
0
0

2
0
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

6
.
0

5
.
0

4
.
0

3
.
0

2
.
0

1
.
0

0
.
0

炉 心 圧 力

(
M
P
a
[
g
a
g
e
]
)

気 泡 炉 心 水 位 (
m
)

炉
心

圧
力

気
泡

炉
心

水
位

炉
心

上
端

1
4

1
2

1
0 8 6 4 2 0

-
2

1
0
0
0

8
0
0

6
0
0

4
0
0

2
0
0

0

時
　

間
　

(
秒

)

炉 心 入 口 流 量

(
t
/
s
)

    

④
 

②
 

⑤
 

15
.62

MP
a[
ga
ge
] 

（
初
期
値
）
 

 

①
 

12
.6
t/
s(
初
期
値
) 

③
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

－
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
性

能
評

価
解

析
－

小
破

断
(3

)－
液

相
部

破
断
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復
水

器

発
電

機
タ
ー

ビ
ン

蒸
気

発
生

器

蒸
気

加
減

弁

タ
ー

ビ
ン

バ
イ

パ
ス

弁

主
蒸

気
隔

離
弁

原
子

炉
容

器

加
圧

器

主
給

水
ポ

ン
プ

１
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

主
給
水

制
御
弁

電
動

補
助

給
水

ポ
ン

プ

電
動

補
助

給
水

ポ
ン

プ

タ
ー

ビ
ン

動
補

助
給

水
ポ

ン
プ

復
水

タ
ン

ク

健
全

側
ル

ー
プ

よ
り

（
破

断
側

ル
ー

プ
）

（
健

全
側

ル
ー

プ
）

主
蒸

気
安

全
弁

加
圧

器
安

全
弁

解
析

結
果

・
最

小
Ｄ

Ｎ
Ｂ

Ｒ
約

1.
58

≧
1.

17
・

原
子

炉
冷

却
材

圧
力
バ

ウ
ン

ダ
リ

に
か

か
る

圧
力

の
最

大
値

約
18

.2
M

Pa
[g

ag
e]

≦
20

.5
9M

Pa
[g

ag
e]

2
.
蒸

気
発

生
器

水
位
低

下
3
.
「

蒸
気

発
生

器
水
位

異
常

低
」

に
よ

る
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

4
.
除

熱
悪

化
に

よ
る

温
度

・
圧

力
上

昇
5
.
加

圧
器

安
全

弁
及

び
主

蒸
気

安
全

弁
作

動
に

よ
り

温
度

・
圧

力
抑

制

7
.崩

壊
熱

の
低

下
と
と

も
に

温
度

・
圧

力
低

下

起
因

事
象

1
.
主

給
水

管
の

破
断

に
よ

る
Ｓ

Ｇ
保

有
水

の
放

出
（

破
断

と
同

時
に

主
給

水
停

止
を
仮

定
）

6
.
破

断
Ｓ

Ｇ
へ

の
補

助
給

水
隔

離
に

よ
り

健
全

Ｓ
Ｇ

へ
補

助
給

水
開

始
（

事
象

検
知

よ
り

１
０

分
後

に
操

作
開

始
、

３
台

の
補

助
給

水
ポ

ン
プ

の
う

ち
、

電
動

ポ
ン

プ
２

台
が

作
動
）

解
析

条
件

原
子

炉
出
力

：
10

0%
（

10
2％

）
T
a
v
g

：
30

2.
3℃

（
30

4.
5℃

）
原

子
炉

圧
力

：
15

.4
1M

Pa
[g

ag
e]

(1
5.

62
M

Pa
[g

ag
e]

)
減

速
材

密
度
係

数
：

0(
Δk

/k
)/(

g/
cm

3 )
主

給
水

管
両

端
破
断

外
部

電
源

喪
失

を
仮
定

最
小

Ｄ
Ｎ
Ｂ

Ｒ
評
価

に
使

用
（

括
弧

内
は

原
子
炉

圧
力

評
価
に

使
用
）

2
.2

主
給

水
管

破
断
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3
5
0

3
0
0

2
5
0

2
0
0

2
00
0

1
6
00

1
20
0

8
0
0

4
00

0

時
　

間
　
(
秒
)

１ 次 冷 却 材 平 均 温 度 　 　(
℃
)

4
0

2
0 0

2
00
0

1
6
00

1
20
0

8
0
0

4
00

0

時
　

間
　
(
秒
)

加 圧 器 保 有 水 量 　 　 (m
3 )

2
0

1
5

1
0 5 0

2
00
0

1
6
00

1
20
0

8
0
0

4
00

0

時
　

間
　
(
秒
)

原 子 炉 圧 力 　 　
(
M
Pa
[g

a
ge

]
)

約
1
7
.
7
M
P
a
[
g
a
g
e
]
 

(
約

2
0
秒

)
 

②
 

⑤
 

約
3
3
9
℃

 

(
約

4
5
2
秒

)
 

⑧
 

3
0
4
.
5
℃

 

(
0
秒

)
 

⑪
 ③
 

⑦
 

④
 

⑩
 

⑨
 

⑥
 

①
 

⑤
 

約
3
6
m
3
 

(
約

1
1
8
0
秒

)
 

⑫
 

⑥
 

⑥
 

1
5
.
6
2
M
P
a
[
g
a
g
e
]
 

(
0
秒

)
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
・

１
次

冷
却

材
平

均
温

度
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①

 
主

給
水

管
破

断
に

伴
う

給
水

お
よ

び
Ｓ

Ｇ
２

次
側

保
有

水
の

喪
失

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
よ

る
２

次
側

へ
の

除
熱

が
十

分
で

な
く

な
る

こ
と

に
伴

う
１

次

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

系
の

温
度

上
昇

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
②

 
「

蒸
気

発
生

器
水

位
異

常
低

」
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

（
約

17
秒

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
③

 
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

に
よ

り
出

力
低

下
し

た
こ

と
に

よ
る

一
時

的
な

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

温
度

低
下

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
④

 
崩

壊
熱

お
よ

び
１

次
冷

却
材

流
量

減
少

に
よ

る
温

度
上

昇
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑤

 
自

然
循

環
移

行
に

よ
る

除
熱

が
有

効
と

な
り

一
時

的
な

温
度

上
昇

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

緩
和

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑥

 
補

助
給

水
に

よ
る

健
全

側
Ｓ

Ｇ
の

除
熱

能
力

の
回

復
に

伴
う

温
度

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

低
下

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
加

圧
器

保
有

水
量

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑦

 
１

次
冷

却
材

温
度

上
昇

に
よ

る
加

圧
器

へ
の

イ
ン

サ
ー

ジ
増

加
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑧

 
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

に
よ

る
保

有
水

量
増

加
の

鈍
化

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑨

 
崩

壊
熱

お
よ

び
１

次
冷

却
材

流
量

減
少

に
よ

る
保

有
水

量
増

加
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑤

 
自

然
循

環
移

行
に

よ
る

除
熱

が
有

効
と

な
り

一
時

的
な

保
有

水
量

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

増
加

の
緩

和
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑥

 
補

助
給

水
に

よ
る

健
全

側
Ｓ

Ｇ
の

除
熱

能
力

の
回

復
に

伴
う

保
有

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

水
量

減
少

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
原

子
炉

圧
力

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑩

 
主

給
水

管
破

断
に

伴
う

給
水

お
よ

び
Ｓ

Ｇ
２

次
側

保
有

水
の

喪
失

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
よ

る
２

次
側

へ
の

除
熱

が
十

分
で

な
く

な
る

こ
と

に
伴

う
１

次

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

系
の

圧
力

上
昇

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑪

 
加

圧
器

安
全

弁
作

動
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑫

 
健

全
側

Ｓ
Ｇ

へ
の

補
助

給
水

の
開

始
（

約
66

2
秒

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
⑥

 
補

助
給

水
に

よ
る

健
全

側
Ｓ

Ｇ
の

除
熱

能
力

の
回

復
に

伴
う

圧
力

低
下

 

主
給

水
管

破
断

(1
) 
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2
.
5

2
.
0

1
.
5

1
.
0

2
5

2
0

1
5

時
　

間
　

(
秒

)

最 小 Ｄ Ｎ Ｂ Ｒ
①
 

②
 

③
 

約
1.
58
 

(約
18
.6
秒
) 

           
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
最

小
Ｄ

Ｎ
Ｂ

Ｒ
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①

 
主

給
水

管
破

断
に

伴
う

給
水

お
よ

び
Ｓ

Ｇ
２

次
側

保
有

水
の

喪

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

失
に

よ
る

１
次

冷
却

材
平

均
温

度
上

昇
に

よ
り

Ｄ
Ｎ

Ｂ
Ｒ

は
低

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

下
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
 

原
子

炉
ト

リ
ッ

プ
と

同
時

に
外

部
電

源
喪

失
を

仮
定

す
る

こ
と

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
よ

る
１

次
冷

却
材

流
量

減
少

に
伴

う
Ｄ

Ｎ
Ｂ

Ｒ
低

下
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
③

 
原

子
炉

ト
リ

ッ
プ

に
よ

る
出

力
低

下
に

伴
う

Ｄ
Ｎ

Ｂ
Ｒ

回
復

 
         

主
給

水
管

破
断

(2
) 
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3
.
5
.
1

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

（
原

子
炉

格
納

容
器

健
全

性
評

価
）

原
子

炉
出

力
：

10
2％

破
断

条
件

：
蒸

気
発

生
器

出
口

側
配

管
両

端
破

断

単
一

故
障

：
原

子
炉

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

設
備

１
系

列

外
部

電
源

：
無

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
開

始
：

10
9秒

解
析

結
果

・
原

子
炉

格
納

容
器

内
最

高
圧

力
：

約
0.

25
2M

Pa
[g

ag
e]
≦

0.
28

3M
Pa

[g
ag

e]
・

原
子

炉
格

納
容

器
内

最
高

温
度

：

約
12

5℃
≦

13
2℃

①
両

端
破

断
発

生
②

１
次

冷
却

材
放

出

③
｢
原

子
炉

圧
力

低
｣
に

よ
る

原
子

炉
ト

リ
ッ

プ
信

号
発

信

④
原

子
炉

格
納

容
器

内
圧

力
、

温
度

上
昇

⑤
｢
原

子
炉

格
納

容
器

圧
力

異
常

高
｣
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
開

始

⑥
(
炉

心
再

冠
水

完
了

後
)

原
子

炉
格

納
容

器
内

圧
力

、
温

度
低

下

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ
イ

ポ
ン

プ

原
子

炉
格

納
容

器
ス
プ

レ
イ

冷
却

器

原
子

炉
補

機
冷

却
水

燃
料

取
替

用
水

タ
ン

ク
ス
プ

レ
イ

リ
ン

グ

原
子

炉
容

器

加
圧

器

蒸
気

発
生

器
蒸

気
発

生
器

１
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

１
次

冷
却

材
ポ

ン
プ 原
子

炉
格

納
容

器
再

循
環

サ
ン

プ

破
断

流

（
破

断
側

ル
ー

プ
）

（
健

全
側

ル
ー

プ
）

2
.
3

原
子

炉
冷

却
材
喪

失
（

原
子

炉
格
納
容

器
健

全
性

評
価
）
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     ・
原

子
炉

格
納

容
器

圧
力

 

①
 

破
断

流
の

原
子

炉
格

納
容

器
内

へ
の

放
出

に
伴

っ
て

圧
力

が
上

昇
す

る
。

 

②
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
ヒ

ー
ト

シ
ン

ク
除

熱
効

果
が

破
断

エ
ネ

ル
ギ

量
を

 

 
 

上
ま

わ
り

、
圧

力
低

下
に

転
ず

る
。

 

③
 

再
冠

水
開

始
（

約
19

秒
）
。

 

④
 

再
冠

水
に

よ
り

破
断

口
か

ら
の

蒸
気

放
出

が
増

加
す

る
た

め
、

再
び

圧
力

 

  
  

が
上

昇
す

る
。

 

⑤
 

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
開

始
（

約
10

9秒
）
。

 

⑥
 

再
冠

水
終

了
に

よ
り

破
断

流
が

急
減

し
、

圧
力

低
下

に
転

ず
る

。
 

⑦
 

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
及

び
ヒ

ー
ト

シ
ン

ク
に

よ
り

、
圧

力
が

低
下

 

  
  

す
る

。
 

⑧
 

再
循

環
開

始
（

約
19

98
秒

）
に

よ
り

ス
プ

レ
イ

水
温

が
上

昇
し

、
減

圧
 

  
  

が
緩

や
か

に
な

る
。

 

⑨
 

再
循

環
冷

却
に

よ
り

減
圧

が
継

続
す

る
。

 

      

0
.
4

0
.
3

0
.
2

0
.
1

0
.
0 1
0
0

1
0
1

1
0
2

1
0
3

1
0
4

1
0
5

時
　

間
　

(
秒

)

原 子 炉 格 納 容 器 圧 力

(
M
P
a
[
g
a
g
e
]
)

最
高

使
用

圧
力

（
0
.
2
8
3
M
P
a
[
g
a
g
e
]
）

    

                 

①
 

②
 

③
 

④
 

⑤
 

⑥
 

⑦
 

⑧
 

⑨
 

約
0.
22
5M
Pa
[g
ag
e]
 

（
約
15
秒
）
 

約
0.
25
2M
Pa
[g
ag
e]
 

（
約
24
1秒

）
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

－
原

子
炉

格
納

容
器

健
全

性
評

価
用

内
圧

解
析
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＜目  次＞  
 

1．判断基準について  
2．「原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈」の計算方法について  
3．「主給水流量喪失」解析の解析コード及び解析条件の変更について  
4． LOCA 事象における蒸気発生器取替えの影響について  
5．「主給水管破断」解析に用いる破断面積の変更について  
6．蒸気発生器取替えに伴うその他安全評価事象の影響について  
7．設計基準事故時の敷地境界被ばく評価結果について  
8．保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの確認結果について  
9．被ばく評価に用いた気象資料の代表性について  
10．中央制御室の居住性に係る被ばく評価への影響について  
11．静的機器の単一故障を想定した場合の公衆への被ばく評価への影

響について  
12．可燃性ガスの発生における水素発生量の評価への影響について  

 
 



 

別添 2-1-1 

1 .  判断基準について  
 

「運転時の異常な過渡変化」、「設計基準事故」の安全評価結果が

設置許可基準規則第１３条へ適合していることを示す必要があり、

その判断基準は従前と同じく、以下の「発電用軽水型原子炉施設の

安全評価に関する審査指針」（以下、「安全評価指針」という。）及

び 「 軽 水 型 動 力 炉 の 非 常 用 炉 心 冷 却 系 の 性 能 評 価 指 針 」（ 以 下 、

「 ECCS 性能評価指針」という。）等に基づいている。  
 
 (1)運転時の異常な過渡変化  

【安全評価指針より】  
(イ )  最小限界熱流束比（最小ＤＮＢＲ）が許容限界値以上であ

ること。  
(ロ )  燃料被覆材の機械的破損が生じないよう、燃料中心最高温

度は燃料ペレットの溶融点未満であること。  
(ハ )  燃料エンタルピは許容限界値以下であること。  
(ニ )  原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は、最高使用圧

力（ 17.16MPa[gage]※ ）の 1.1 倍の圧力（ 18.88MPa[gage]
※ ）以下であること。  
※高浜 3,4 号機の値  

 
 (2)設計基準事故  

【安全評価指針より】  
(イ )  炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可

能であること。  
(ロ )  燃料エンタルピは制限値を超えないこと。  
(ハ )  原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は、最高使用圧

力（ 17.16MPa[gage]※ ）の 1.2 倍の圧力（ 20.59MPa[gage]
※ ）以下であること。  

(ニ )  原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力は、最高使用圧力

（ 0.283MPa[gage]※ ）以下であること。  
(ホ )  周辺の公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与えな

いこと。具体的には、周辺公衆の実効線量の評価値が発生

事故当たり 5mSv を超えなければ「リスク」は小さいと判

断する。  
※高浜 3,4 号機の値  

また、可燃性ガスの発生については、安全評価指針にて以下

のように規定される。  
・事象発生後少なくとも 30 日間は、原子炉格納容器内雰囲

気中の酸素又は水素の濃度のいずれかが、それぞれ 5%又

は 4%以下であることとする。  
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【 ECCS 性能評価指針より（「原子炉冷却材喪失」のみに適用）】 
原子炉冷却材喪失時に、炉心の冷却可能な形状を維持しつつ、

事故を収束させる機能及び性能を有しなければならない。  
このことを確認するため、次の基準を満足することを示さな

ければならない。  
(イ ) -1  燃料被覆の温度の計算値の最高値は、 1,200℃以下であ

ること。  
(イ ) -2  燃料被覆の化学量論的酸化量の計算値は、酸化反応が著

しくなる前の被覆管厚さの 15％以下であること。  
(イ ) -3  炉 心で 燃料 被覆 及び 構造 材 が 水と 反応 する に伴 い発 生

する水素の量は、格納容器の健全性確保の見地から、十

分低い値であること。（解析から推定される水素発生量

が、炉心の被覆管のジルカロイの全量の 1％の酸化に相

当する量以下）  
(イ ) -4 燃料の形状の変化を考慮しても、崩壊熱の除去が長期間

にわたって行われることが可能であること。  
 

表１、表２に判断基準に対する評価結果を既許可の結果とともに

一覧表の形で示す。いずれも判断基準を満足しており、第十三条の

要件を満たしている。  
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 表

１
 

各
評

価
項

目
の

評
価

結
果

及
び

判
断

基
準

 
【

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
（

１
／

２
）
】

 

 
 

 

事
象

(イ
) 

最
小

Ｄ
Ｎ

Ｂ
Ｒ

(ロ
) 

燃
料

中
⼼

温
度

(ハ
) 

燃
料

エン
タル

ピ
(ニ

)原
⼦

炉
冷

却
材

圧
⼒

バ
ウン

ダリ
に

か
か

る
圧

⼒
原

⼦
炉

起
動

時
に

お
け

る
制

御
棒

の
異

常
な

引
き抜

き
－

燃
料

エ
ンタ

ル
ピの

最
⼤

値
︓

約
34

6k
J/

kg
ピー

ク出
⼒

部
燃

料
エン

タル
ピ増

分
の

最
⼤

値
︓

約
80

kJ
/k

g
約

17
.9

M
Pa

[g
ag

e]

出
⼒

運
転

中
の

制
御

棒
の

異
常

な
引

き抜
き

速
い

引
き

抜
き

約
1.

62
燃

料
中

⼼
温

度
(U

O
2燃

料
)

:
約

2,
14

0℃
燃

料
中

⼼
温

度
(M

O
X燃

料
)

:
約

2,
13

0℃
約

0.
5M

Pa
上

昇
※

1

遅
い

引
き

抜
き

約
1.

45
燃

料
中

⼼
温

度
(U

O
2燃

料
)

:
約

2,
32

0℃
燃

料
中

⼼
温

度
(M

O
X燃

料
)

:
約

2,
32

0℃
約

0.
7M

Pa
上

昇
※

1

制
御

棒
の

落
下

及
び

不
整

合

落
下

（
自

動
）

約
1.

48

溶
融

点
未

満

約
0.

2M
Pa

上
昇

※
1

落
下

（
手

動
）

初
期

値
よ

り上
昇

初
期

値
よ

り低
下

不
整

合
約

1.
55

初
期

値
か

ら変
化

な
し

原
⼦

炉
冷

却
材

中
の

ほ
う素

の
異

常
な

希
釈

プ
ラン

ト
起

動
時

警
報

発
信

か
ら臨

界
とな

る
まで

の
時

間
は

約
１

２
分

（
現

⾏
約

１
２

分
）

で
あ

り、
運

転
員

が
異

常
状

態
を

検
知

しこ
れ

を
終

結
させ

る
の

に
操

作
時

間
（

約
２

５
秒

）
を

考
慮

して
も

十
分

な
時

間
余

裕
（

１
０

分
以

上
）

が
あ

る
。

出
⼒

運
転

時

【制
御

棒
クラ

ス
タ自

動
運

転
時

】
制

御
棒

クラ
ス

タ自
動

挿
入

後
、挿

入
限

界
到

達
か

ら停
止

余
裕

を
失

うま
で

の
時

間
は

約
２

４
分

（
現

⾏
約

２
４

分
）

で
あ

り、
運

転
員

が
異

常
状

態
を検

知
しこ

れ
を

終
結

させ
る

の
に

操
作

時
間

（
約

２
５

秒
）

を
考

慮
して

も
十

分
な

時
間

余
裕

（
１

０
分

以
上

）
が

あ
る

。

【制
御

棒
クラ

ス
タ手

動
運

転
時

】
「過

⼤
温

度
ΔT

⾼
」信

号
に

よ
り原

⼦
炉

は
自

動
停

止
す

る
。こ

の
時

の
反

応
度

添
加

率
は

約
1.

3×
10

-5
(Δ

k/
k)

/秒
で

あ
り、

「出
⼒

運
転

中
の

制
御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
」事

象
に

て
想

定
して

い
る

反
応

度
添

加
率

の
範

囲
内

とな
る

た
め

、各
評

価
項

⽬
(イ

)(
ロ)

(ニ
)の

値
も

この
事

象
の

範
囲

内
に

収
まり

、判
断

基
準

を超
え

な
い

。

判
断

基
準

≧
1.

17
燃

料
中

⼼
温

度
(U

O
2燃

料
)

:
＜

2,
59

0℃
燃

料
中

⼼
温

度
(M

O
X燃

料
):

＜
2,

52
0℃

燃
料

エ
ン

タル
ピの

最
⼤

値
︓

≦
 7

12
kJ

/k
g

ピー
ク出

⼒
部

燃
料

エ
ン

タル
ピ増

分
︓

＜
20

9k
J/

kg
※

2

原
⼦

炉
冷

却
材

圧
⼒

バ
ウン

ダリ
に

か
か

る
圧

⼒
︓

≦
18

.8
8M

Pa
[g

ag
e]

注
︓

グ
レ

ー
ハ

ッチ
ン

グ
の

事
象

は
影

響
な

しと
整

理
した

事
象

で
既

許
可

で
の

結
果

を
記

載
※

1︓
通

常
運

転
時

の
原

⼦
炉

圧
⼒

は
約

15
.4

M
Pa

[g
ag

e]
※

2︓
ペ

レ
ット

燃
焼

度
40

,0
00

M
W

d/
t以

上
65

, 
00

0M
W

d/
t未

満
ま

で
の

PC
M

I破
損

しき
い

値
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表
１

 
各

評
価

項
目

の
評

価
結

果
及

び
判

断
基

準
 

【
運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

（
２

／
２

）
】

 

 

事
象

(イ
) 

最
小

Ｄ
Ｎ

Ｂ
Ｒ

(ロ
) 

燃
料

中
⼼

温
度

(ニ
)原

⼦
炉

冷
却

材
圧

⼒
バ

ウン
ダリ

に
か

か
る

圧
⼒

原
⼦

炉
冷

却
材

流
量

の
部

分
喪

失
約

1.
80

溶
融

点
未

満
約

0.
4M

Pa
上

昇
※

1

原
⼦

炉
冷

却
材

系
の

停
止

ル
ー

プ
の

誤
起

動
約

1.
35

約
2,

31
0℃

(U
O

2燃
料

) 
約

2,
31

0℃
(M

O
X燃

料
) 

約
0.

8M
Pa

上
昇

※
1

外
部

電
源

喪
失

「原
⼦

炉
冷

却
材

流
量

の
喪

失
」及

び
「主

給
⽔

流
量

喪
失

」で
包

含
され

る
。

主
給

⽔
流

量
喪

失
－

－
約

17
.9

M
Pa

[g
ag

e]
 ※

2

（
現

⾏
約

17
.9

M
Pa

[g
ag

e]
）

※
2

蒸
気

負
荷

の
異

常
な

増
加

約
1.

69
溶

融
点

未
満

約
0.

2M
Pa

上
昇

※
1

2次
冷

却
系

の
異

常
な

減
圧

原
⼦

炉
は

臨
界

とな
る

こと
は

な
く、

過
渡

変
化

は
安

全
に

終
止

す
る

。
過

度
に

上
昇

す
る

こと
は

な
い

。

蒸
気

発
生

器
へ

の
過

剰
給

⽔
約

1.
84

溶
融

点
未

満
約

0.
2M

Pa
上

昇
※

1

負
荷

の
喪

失
約

1.
70

溶
融

点
未

満
約

18
.2

M
Pa

[g
ag

e]

原
⼦

炉
冷

却
材

系
の

異
常

な
減

圧
約

1.
63

－
－

出
⼒

運
転

中
の

⾮
常

⽤
炉

⼼
冷

却
系

の
誤

起
動

D
NB

Rは
初

期
値

よ
り増

加
し、

原
⼦

炉
圧

⼒
は

過
度

に
上

昇
す

る
こと

は
な

い
。

判
断

基
準

≧
1.

17
燃

料
中

⼼
温

度
(U

O
2燃

料
)

:
＜

2,
59

0℃
燃

料
中

⼼
温

度
(M

O
X燃

料
)

:
＜

2,
52

0℃
原

⼦
炉

冷
却

材
圧

⼒
バ

ウン
ダリ

に
か

か
る

圧
⼒

︓
≦

18
.8

8M
Pa

[g
ag

e]

注
︓

グ
レ

ー
ハ

ッチ
ング

の
事

象
は

影
響

な
しと

整
理

した
事

象
の

既
許

可
で

の
結

果
を

記
載

※
1︓

通
常

運
転

時
の

原
⼦

炉
圧

⼒
は

約
15

.4
M

Pa
[g

ag
e]

  
※

2︓
両

⽅
とも

解
析

コー
ドM

AR
VE

Lに
よる

結
果

。B
LK

O
UT

に
よる

現
⾏

の
結

果
は

、約
17

.8
M

Pa
[g

ag
e]
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表
２

 
各

評
価

項
目

の
評

価
結

果
及

び
判

断
基

準
 

【
設

計
基

準
事

故
（

１
／

３
）
】

 

 

事
象

(イ
) 

最
小

D
NB

R
(イ

)-
1 

燃
料

被
覆

管
最

⾼
温

度
(P

CT
)

(イ
)-

2 
化

学
量

論
的

酸
化

量
(E

CR
)

(イ
)-

3 
全

炉
⼼

平
均

ジ
ル

コニ
ウム

ー
⽔

反
応

量

(ハ
) 

原
⼦

炉
冷

却
材

圧
⼒

バ
ウ

ンダ
リに

か
か

る
圧

⼒
の

最
⼤

値
(ホ

) 
実

効
線

量

原
⼦

炉
冷

却
材

喪
失

注
1

⼤
破

断
PC

T
: 

約
1,

03
5℃

（
現

⾏
約

1,
04

4℃
）

EC
R

: 
約

3.
6%

（
現

⾏
約

4.
0%

）
全

炉
⼼

平
均

ジ
ル

コニ
ウ

ム
ー

⽔
反

応
量

: 
0.

3%
以

下
－

約
0.

28
m

Sv
※

3

（
現

⾏
約

0.
27

m
Sv

）

小
破

断
PC

T
: 

約
75

2℃
（

現
⾏

約
74

2℃
）

EC
R

: 
約

0.
1%

（
現

⾏
約

0.
1%

）
全

炉
⼼

平
均

ジ
ル

コニ
ウ

ム
ー

⽔
反

応
量

: 
0.

1%
以

下
－

－

原
⼦

炉
冷

却
材

流
量

の
喪

失
最

小
D

N
BR

︓
約

1.
66

約
0.

6M
Pa

上
昇

※
2

－

原
⼦

炉
冷

却
材

ポ
ン

プ
の

軸
固

着
最

小
D

N
BR

︓
約

1.
24

約
17

.7
M

Pa
[g

ag
e]

－

主
給

⽔
管

破
断

最
小

D
N

BR
︓

約
1.

58
（

現
⾏

約
1.

66
）

約
18

.2
M

Pa
[g

ag
e]

（
現

⾏
約

18
.2

M
Pa

[g
ag

e]
）

－

判
断

基
準

最
小

D
N

BR
: 

≧
1.

17
PC

T
: 

≦
1,

20
0℃

EC
R

: 
≦

15
%

全
炉

⼼
平

均
ジ

ル
コニ

ウ
ム

ー
⽔

反
応

量
: ≦

1%
≦

20
.5

9M
Pa

[g
ag

e]
≦

5m
Sv

注
︓

グ
レ

ー
ハ

ッチ
ン

グ
の

事
象

は
影

響
な

しと
整

理
した

事
象

の
既

許
可

で
の

結
果

を
記

載
※

1︓
事

象
発

生
後

、拡
⼤

防
止

対
策

に
よ

り、
燃

料
棒

の
熱

除
去

が
順

調
に

⾏
わ

れ
、燃

料
被

覆
管

温
度

が
低

い
温

度
に

落
ち

着
い

た
後

は
、再

循
環

モ
ー

ドの
確

⽴
に

よ
って

、⻑
期

に
わ

た
る

炉
⼼

の
冷

却
が

可
能

で
あ

り、
この

低
い

温
度

が
維

持
で

き
る

た
め

、判
断

基
準

(イ
)-

4（
⻑

期
間

に
わ

た
る

崩
壊

熱
除

去
）

に
つ

い
て

も
満

⾜
す

る
こと

を
確

認
して

い
る

。
※

2︓
通

常
運

転
時

の
原

⼦
炉

圧
⼒

は
約

15
.4

M
Pa

[g
ag

e]
 

※
3︓

20
19

年
の

気
象

資
料

に
基

づ
くS

GR
後

の
評

価
結

果
。な

お
、2

00
6年

の
気

象
資

料
に

基
づ

くS
GR

後
の

評
価

結
果

は
約

0.
27

m
Sv
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表
２

 
各

評
価

項
目

の
評

価
結

果
及

び
判

断
基

準
 

【
設

計
基

準
事

故
（

２
／

３
）
】

 

 

事
象

(イ
) 

最
小

D
NB

R
(ロ

) 
燃

料
エ

ン
タル

ピ
(ハ

) 
原

⼦
炉

冷
却

材
圧

⼒
バ

ウン
ダリ

に
か

か
る

圧
⼒

の
最

⼤
値

(ホ
) 

実
効

線
量

主
蒸

気
管

破
断

最
小

D
N

BR
︓

約
2.

14
過

度
に

上
昇

す
る

こと
は

な
い

。
－

制
御

棒
飛

び
出

し
燃

料
エ

ン
タル

ピの
最

⼤
値

︓
約

45
0k

J/
kg

(U
O

2燃
料

）
約

44
9k

J/
kg

(M
O

X燃
料

)
約

17
.1

M
Pa

[g
ag

e]
約

0.
08

4m
Sv

※
2

（
現

⾏
約

0.
07

9m
Sv

）

放
射

性
気

体
廃

棄
物

処
理

施
設

の
破

損
－

－
約

1.
5m

Sv
※

3

（
現

⾏
約

1.
4m

Sv
）

蒸
気

発
生

器
伝

熱
管

破
損

最
小

D
NB

R
: 

約
1.

55
－

約
3.

0m
Sv

※
4

（
現

⾏
約

2.
8m

Sv
）

燃
料

集
合

体
の

落
下

－
－

約
0.

03
8m

Sv
※

2

（
現

⾏
約

0.
03

0m
Sv

）

判
断

基
準

最
小

D
NB

R
: 

≧
1.

17
注

1

燃
料

エ
ン

タル
ピの

最
⼤

値
(U

O
2燃

料
)︓

≦
 8

33
kJ

/k
g

燃
料

エ
ン

タル
ピの

最
⼤

値
(M

OX
燃

料
)︓

≦
 7

70
kJ

/k
g

≦
20

.5
9M

Pa
[g

ag
e]

≦
5m

Sv

注
︓

グ
レ

ー
ハ

ッチ
ング

の
事

象
は

影
響

な
しと

整
理

した
事

象
の

既
許

可
で

の
結

果
を

記
載

※
1︓

W
-3

相
関

式
を

使
⽤

す
る

「主
蒸

気
管

破
断

」で
は

1.
30

以
上

※
2︓

20
19

年
の

気
象

資
料

に
基

づ
く評

価
結

果
。な

お
、S

GR
に

伴
う評

価
結

果
へ

の
影

響
は

な
い

。
※

3︓
20

19
年

の
気

象
資

料
に

基
づ

くS
GR

後
の

評
価

結
果

。な
お

、2
00

6年
の

気
象

資
料

に
基

づ
くS

GR
後

の
評

価
結

果
は

約
1.

4m
Sv

※
4︓

20
19

年
の

気
象

資
料

に
基

づ
くS

GR
後

の
評

価
結

果
。な

お
、2

00
6年

の
気

象
資

料
に

基
づ

くS
GR

後
の

評
価

結
果

は
約

2.
7m

Sv
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表
２

 
各

評
価

項
目

の
評

価
結

果
及

び
判

断
基

準
 

【
設

計
基

準
事

故
（

３
／

３
）
】

 

 
 

事
象

(ニ
) 

原
⼦

炉
格

納
容

器
圧

⼒
可

燃
性

ガ
ス

の
濃

度

原
⼦

炉
格

納
容

器
内

圧
評

価
（

原
⼦

炉
冷

却
材

喪
失

）
約

0.
25

2M
Pa

[g
ag

e]
（

現
⾏

約
0.

24
9M

Pa
[g

ag
e]

）
－

可
燃

性
ガ

ス
の

発
生

（
原

⼦
炉

冷
却

材
喪

失
）

－
⽔

素
濃

度
︓

約
3.

0%
（

現
⾏

約
3.

0%
）

判
断

基
準

原
⼦

炉
格

納
容

器
バ

ウ
ン

ダリ
に

か
か

る
圧

⼒
︓

≦
0.

28
3M

Pa
[g

ag
e]

(最
⾼

使
⽤

圧
⼒

)
⽔

素
濃

度
（

事
故

後
30

⽇
間

）
: 

≦
4％

又
は

酸
素

濃
度

（
事

故
後

30
⽇

間
）

: 
≦

5％
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2．「原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈」の計算方法について  
 
 (1)  計算方法  

希釈計算の基礎式については、以下のとおり導出する。  
１次冷却系へのほう酸水の流入・流出は以下のように想定する。 
 
 

充てん水                                     抽出水  
W(m 3 /hr)                 W(m 3 /hr)  
C i n (ppm)                  C(ppm) 
ρ i n (kg/m 3 )                  ρ(kg/m 3 )  

 
 
a .  ほう素の平衡式   
 

   
ddt (ρVC) = ρ  WC  − ρWC ･･･････････････････････   ① 

 
b .  質量の平衡式  
 

   
ddt (ρV) = ρ  W − ρW ････････････････････････････  ② 

 
①式及び②式より、ほう素濃度 C に関する平衡式を導くと以

下のとおりとなる。  
 

   
dCdt = WV ･

ρ  ρ ･(C  − C) ･･････････････････････････  ③ 
 

 
ここで、 Cin = 0（充てん水は純水）、初期ほう素濃度 =C0 と

して③を解くと  
 

   C = C e   ･
     

 ･･････････････････････････････‥  ④ 
 

となる。したがって，ほう素濃度を C0 から C にするのに要

する時間は  
 

  t = VW･
ρ  ρ ln  C C    

1 次冷却系  
容積     V(m 3 )  
ほう素濃度    C(ppm) 
冷却材密度    ρ (kg/m 3 )  
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で与えられ，上式を書き直すと以下となる。  
 

   t = (ρ ･V   )(ρ ･W  ) ･ ln  C  C   ･･････････････････････････⑤ 
 

t  ：時間  ρ  ：１次冷却材密度  ρ  ：補給水密度  V    ：１次冷却系体積  W   ：希釈流量  C   ：初期ほう素濃度  C  ：ほう素濃度  
 

(2 )  プラント起動時のほう素異常な希釈  
a .  「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報発信時のほう素濃度  

「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報点を炉停止時中性

子束レベルの 0.8  デカード上としていることより、  
 

   
N N = 10 .  ････････････････････････････････････⑥ 

 N  ：炉停止時（初期状態）の中性子束レベル  N  ：警報発信時の中性子束レベル  
 

また、  
 

   
N N = k    − 1k    − 1  ･･････････････････････････････････⑦ 

 k     ：炉停止時（初期状態）の実効増倍率  k     ：警報発信時の実効増倍率  
 

ここで，ほう素濃度と実効増倍率の関係を⑧で表せるとする。 
 

   C = a･k   + b ･･･････････････････････････････⑧ 

臨界状態においては， k e f f  ＝１となることから、  
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   C = a + b ･･････････････････････････････････⑨ 

 C   ：臨界時のほう素濃度  
 
⑥～⑨式より、  

 

   10 . = (C  − C  )(C  − C  )   

 

   C  = C  + (C  − C  )10 .  ････････････････････････⑩ 

 
となる。よって、「中性子源領域炉停止時中性子束高」警報発

信時のほう素濃度 (CB A )は，  
 

CB A＝ 1850＋ { (2800－ 1850)/10 0 . 8 }≒ 2001(ppm) 
 
CB 0＝ 2800ppm（初期ほう素濃度）  
CB 1＝ 1850ppm（低温臨界ほう素濃度）  

 
b .  事象開始～警報発信までの時間  

   ⑤式  t =  ρ ･V     ρ ･W   ･ ln  C  C   より、  

 

  t = 21581.8 × ln  28002001 × 60 ≒ 53.0 分  

 ρ = ρ   V    ： 215m 3（１次冷却系体積）  W   ： 81.8m 3（希釈流量）  C   ： 2800ppm（初期ほう素濃度）  C   ： 2001ppm（警報発信時のほう素濃度）  
 

c .  警報発信～臨界までの時間  

   ⑤式  t =  ρ ･V     ρ ･W   ･ ln  C  C   より、  

  t = 21581.8 × ln  20011850 × 60 ≒ 12.3 分  
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ρ = ρ   V    ： 215m 3（１次冷却系体積）  W   ： 81.8m 3（希釈流量）  C   ： 2001ppm（警報発信時のほう素濃度）  C   ： 1850ppm（低温臨界ほう素濃度）  
 

(3 )  出力運転時のほう素異常な希釈  
a .  制御棒クラスタ自動運転  

反応度停止余裕喪失時のほう素濃度は、⑪式で表せる。  
 

   C  = C  + （反応度停止余裕）

（ほう素価値）
 ････････････････⑪  

 C   ：反応度停止余裕喪失時のほう素濃度  C   ： 1900ppm（初期ほう素濃度）  
反応度停止余裕  =  1 .8%∆k/k  
ほう素価値  =  － 10×10 - 5∆k/k/ppm 
 

⑪式より、  
 

   C  = 1900 + 1.8100−10 × 10  = 1720ppm  

 
よって、制御棒挿入限界から停止余裕喪失までの時間は、   ⑤式  t =  ρ ･V     ρ ･W   ･ ln  C  C   より、  

 

   t = 715 × 2151005 × 37.5 × ln  19001720 × 60 ≒ 24.4 分  

 V    ： 215m 3（１次冷却系体積）  W   ： 37.5m 3（希釈流量）  C   ： 1900ppm（初期ほう素濃度）  C   ： 1720ppm（反応度停止余裕喪失時のほう素濃度） ρ  ： 715kg/m 3（１次冷却材密度）  ρ  ： 1005kg/m 3（補給水密度）  
 

b .  制御棒クラスタ手動運転  
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   ほう素の希釈率は③式  dCdt = WV ･
ρ  ρ ･(C  − C) より、  

 

   
dCdt = 37.5215 ･

1005715 ･(0 − 1900)60 × 60 = −0.13(ppm/sec) 

 V    ： 215m 3（１次冷却系体積）  W   ： 37.5m 3（希釈流量）  C ： 1900ppm（初期ほう素濃度）  ρ ： 715kg/m 3（１次冷却材密度）  ρ   ： 1005kg/m 3（補給水密度）  C   ： 0ppm（補給水ほう素濃度）  
 

ほう素価値が－ 10×10 - 5∆k/k/ppm であることから、  
 

   反応度添加率 = (−10) × (−0.13) ≒ 1.3(× 10  ∆k/k/sec) 

 
「出力運転中の制御棒の異常な引き抜き」においては、反応

度添加率 0.5×10 - 5∆k/k /sec ～  86×10 - 5∆k/k/sec の範囲を評価

しており、制御棒クラスタ手動運転時における「出力運転時の

ほう素の異常な希釈」は十分これに包含される。  
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3 .  「主給水流量喪失」解析の解析コード及び解析条件の変更について  
 

今回の申請における「主給水流量喪失」解析では、 SGR による

SG 型式の変更を反映しただけではなく、他プラントとの整合を図

るために、解析コードの変更及びこれに伴う解析条件の一部変更

（以下、「解析コード等の変更」という。）を実施している。  
ここでは、解析コード等の変更の経緯や変更の影響等について述

べる。  
 

 (1)解析コードの変更について  
a .  解析コードの使用状況  

高浜３，４号炉の「主給水流量喪失」解析に使用する安全解

析コードとしては、当初申請より、ＢＬＫＯＵＴが使用されて

きた。  
ＢＬＫＯＵＴは、過渡現象が緩やかで長期的なプロセス量変

化の解析に適している。従来、ＢＬＫＯＵＴを使用していた理

由は、以下のとおりである。  
  長期応答解析に際し、計算速度の点で有利であったこと。  
  「主給水流量喪失」事象は、長期的な崩壊熱除去の観点に

重点を置いた評価で、過渡現象が緩やかであったこと。  
 

一方、Non-LOCA の安全評価では、プラント全体の過渡応答

を求める際、標準的にはプラント過渡特性解析コードＭＡＲＶ

ＥＬが使用されている。高浜３，４号炉においても「主給水流

量喪失」以外の安全解析で既にＭＡＲＶＥＬが使用されている。 
当社の他プラント（廃炉プラントを除く）では、既に「主給

水流量喪失」の安全解析で使用する解析コードをＢＬＫＯＵＴ

からＭＡＲＶＥＬに変更しており、ＢＬＫＯＵＴが使用されて

いるのは高浜３，４号炉の「主給水流量喪失」解析のみである。  
 

b .  ＢＬＫＯＵＴとＭＡＲＶＥＬの相違点  
両コードは核熱計算の有無等の相違点があるが、過去の検証

1の結果、「主給水流量喪失」解析においては両コードの違いに

よる影響はほとんどないことが確認されている。  
 

c .  まとめ  
上述のとおり、ＢＬＫＯＵＴとＭＡＲＶＥＬの解析コードの

違いによる解析結果への影響はほとんどなく、他プラントでの

コード使用状況に鑑みて、今回の申請では、他プラントとの整

                                                   
1  昭和 55 年 10 月  MAPI-1058「三菱 PWR の事故解析コードの検証」（三菱

原子力工業株式会社）  
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合を図り、解析コードをＢＬＫＯＵＴからＭＡＲＶＥＬに変更

して「主給水流量喪失」解析を実施することとした。  
 

 (2)解析コードの変更に伴う解析条件の一部変更について  
a .  解析コードの変更に伴う解析条件の一部変更の背景  

他プラントにおいては、「主給水流量喪失」解析に用いる解

析コードをＭＡＲＶＥＬに変更する際に、一部の解析条件につ

いて変更しており、今回の申請においても、他プラントとの整

合を図り、同様の考え方で解析条件を変更することとする。  
具体的には、 SG 初期水位及び解析上考慮する原子炉トリッ

プ信号の対象を変更する。  
 

b .  解析条件の保守性  
ここでは、以下の表に示すケース①～③の解析条件を考え、

今回申請の解析条件（ケース③）が既許可の解析条件（ケース

①）に比べて保守性を持つ条件であることを示すために、各ケ

ース間で解析結果への影響を比較する。  
なお、高浜３，４号炉における「主給水流量喪失」事象にお

いて考えられる原子炉トリップ信号は、全部で以下の３つであ

ることを踏まえて、ケース②についても比較することとする。 
  蒸気発生器給水流量低  
（作動ロジック：主蒸気給水流量差大＋蒸気発生器水位低） 
  蒸気発生器水位異常低  
  原子炉圧力高  

 
ケース SG 初期水位 原子炉トリップ信号 備考 

① 
狭域水位 

検出器下端 
蒸気発生器水位 

異常低 
既許可の解析条件 

② 
定格出力運転時 

設定水位 
蒸気発生器給水 

流量低 

主給水ポンプの停止等で、蒸気発生器

水位が低下する場合に最初に発信する

と考えられる原子炉トリップ信号 

③ 
定格出力運転時 

設定水位 

蒸気発生器水位 
異常低 
又は 

原子炉圧力高 

今回申請の解析条件 
「蒸気発生器給水流量低」の発信を無

視している。加圧器圧力制御系の動作

有無で原子炉トリップ信号が変化 
 

ケース①～ケース③の模式図は図 1 に示す。  
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ケース①とケース②の比較  
ケース①では SG 初期水位を「狭域水位検出器下端（ SG 狭

域 0% ）」としており、事象発生と同時に「蒸気発生器水位異

常低」原子炉トリップ信号が発信する。  
一方、ケース②では給水停止から原子炉トリップに至る間

に SG２次側温度が上昇し、これに伴い１次冷却材温度が上

昇するため、原子炉圧力の上昇をもたらす。しかし、トリッ

プ時点では SG 水位が狭域水位検出器下端まで低下しておら

ず、ケース①の原子炉トリップ時点に比べて SG２次側の保

有水量が多いため、原子炉トリップ以後の１次冷却系の除熱

量がケース①に比べて大きくなり、結果的にはケース①の方

が厳しい結果となる。  
 
ケース②とケース③の比較  

作動ロジック上、「蒸気発生器水位異常低」よりも「蒸気発

生器給水流量低」の方が先に発信するため、ケース②の方が

先に原子炉トリップに至る。つまり、ケース③の方が原子炉

トリップが遅れる分、１次冷却系内の蓄熱量、SG２次側保有

水のエンタルピ、加圧器保有水量が増加することとなり、ケ

ース③の方が厳しい結果となる。  
 
ケース①とケース③の比較  

ケース①では SG 初期水位を「狭域水位検出器下端（ SG 狭

域 0% ）」としており、事象発生と同時に「蒸気発生器水位異

常低」原子炉トリップ信号が発信する。  
一方、ケース③では、 SG 初期水位を定格出力運転時設定

水位（ SG 狭域 44%）としており、事象発生と同時には原子

炉トリップ信号は発信せず、「原子炉圧力高」又は「蒸気発生

器水位異常低」原子炉トリップ時点までに、１次冷却系内の

蓄熱量、SG２次側保有水のエンタルピ、加圧器保有水量が増

加することとなり、ケース③の方が厳しい結果となる。  
 

c .  まとめ  
上述のとおり、解析条件はケース③が最も厳しく、保守性を

有する条件であると言えるため、ケース①からケース③に解析

条件を変更する。  
 

 (3)解析コード等の変更のまとめ  
これま で述 べ た既 許可 か らの 解 析コ ード 等 の変 更点を 下表 に

まとめる。  
ＢＬＫ ＯＵ Ｔ から ＭＡ Ｒ ＶＥ Ｌ への 解析 コ ード の変更 が解 析

結果に及ぼす影響はほとんどなく、解析コードの変更に伴う解析
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条件の一部変更は、現行よりも厳しい結果となるよう、保守性を

有する変更である。  
 

「主給水流量喪失」における解析コード等の変更点  
 

 既許可  今回申請  
解析コード  ＢＬＫＯＵＴ  ＭＡＲＶＥＬ  

SG 初期水位  狭域水位検出器下端  定格出力運転時設定水位  
原子炉  

トリップ信号  
蒸気発生器水位異常低  

原子炉圧力高 ※ 1  
蒸気発生器水位異常低 ※ 2  

※ 1 原子炉圧力解析  
※ 2 加圧器水位解析  

 
 (4)解析コード等の変更が解析結果に及ぼす影響  

ここでは、以下の２種類の解析結果を比較することで、解析コ

ード等の変更が解析結果に及ぼす影響を定量的に確認する。解析

条件及び解析結果については、表１に示す。  
 
解析 a：既許可解析  

（ＢＬＫＯＵＴを用いた 51F 型 SG（ SGR 前）を反映した解

析）  
 

解析 b：解析コード等の変更のみを反映した解析  
（ＭＡＲＶＥＬを用いて、解析条件を一部変更し、51F 型 SG

（ SGR 前）を反映した解析）  
 

【原子炉圧力解析】  
解析 a では SG 初期水位を「狭域水位検出器下端（ SG 狭域

0%）」としており、事象発生と同時に「蒸気発生器水位異常低」

原子炉トリップ信号が発信している。  
一方、核熱計算が可能なＭＡＲＶＥＬを使用している解析 b

では、SG 初期水位を定格出力運転時設定水位（ SG 狭域 44%）

としており、事象発生と同時には原子炉トリップ信号は発信せ

ず、事象発生から約 28 秒後に原子炉圧力が 16.61MPa[gage]に
達して「原子炉圧力高」原子炉トリップ信号が発信する。  

これにより、解析 b では事象発生～原子炉トリップまでの約

28 秒間で、１次冷却系内の蓄熱量、 SG２次側保有水のエンタ

ルピ、加圧器保有水量が増加するため、解析 b では解析 a と比

べ て原 子 炉 冷 却 材 圧 力 バ ウ ン ダ リ に か か る 圧 力 がわ ず か に 増

加（約 0.1MPa）する結果となっている。  
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【加圧器水位解析】  
原子炉圧力解析と同様、解析 a では事象発生と同時に「蒸気

発生器水位異常低」原子炉トリップ信号が発信している。  
一方、解析 b では原子炉圧力解析と同様、 SG 初期水位の差

異により、事象発生と同時には原子炉トリップ信号は発信せず、

事象発生後に SG 水位が低下し、事象発生から約 50 秒後に SG
水位が解析 a の初期水位である「狭域水位検出器下端（ SG 狭

域 0%）」に達して「蒸気発生器水位異常低」原子炉トリップ信

号が発信する。  
これにより、解析 b では事象発生～原子炉トリップまでの約

50 秒間で、１次冷却系内の蓄熱量、 SG２次側保有水のエンタ

ルピ、加圧器保有水量が増加するため、解析 b では解析 a と比

べて加圧器水位の最大値がわずかに上昇（約 2%）する結果と

なっている。  
 
以上のとおり、解析コード等の変更に対しては、原子炉圧力及

び加圧器水位への影響は有意ではないことを確認した。  
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表１ 解析 a と解析 b との解析条件及び解析結果の比較  
 

 
解析 a 

（既許可）  
解析 b 

（解析コード等の変更）  

解

析
条

件 

SG 型式  51F 型  同左  

１次冷却材体積  
(m 3 /基 )  

31  同左  

２次側保有水量  
（定格出力運転時）  

( ton /基 )  
50  同左  

解析コード  ＢＬＫＯＵＴ  ＭＡＲＶＥＬ  

SG 初期水位  
狭域水位検出器  

下端  
定格出力運転時  

設定水位  

原子炉  
トリップ信号  

蒸気発生器水位  
異常低  

原子炉圧力高 ※ 1  
蒸気発生器水位  

異常低 ※ 2  

解

析
結

果 

原

子
炉

圧
力

解

析 

原子炉トリップ信号

発信時刻  
(秒 )  

0  
 

（ 事 象 発 生 と 同 時 ）  

約 28  
 
 

原子炉冷却材  
圧力バウンダリに  

かかる圧力  
(MPa[gage] )  

約 17.8  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 5 0 0 秒 ）  

約 17.9  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 3 3 秒 ）  

加

圧
器

水

位

解

析 

原子炉トリップ信号

発信時刻  
(秒 )  

0  
 

（ 事 象 発 生 と 同 時 ）  

約 50  
 
 

加圧器保有水量  
(m 3 )   

約 30.6  
（加圧器容積の  

約 77%）  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 1 4 5 0 秒 ）  

約 32.3  
（加圧器容積の  

約 79%）  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 5 7 秒 ）  

※ 1 原子炉圧力解析（加圧器圧力制御系が作動しない等）  
※ 2 加圧器水位解析（加圧器圧力制御系が作動する等）   
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図 1 各ケースの解析条件模式図  
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 (5 )「主給水流量喪失」解析における蒸気発生器型式の変更が解析結

果に及ぼす影響について  
 

蒸気発生器型式の変更のみが解析結果に及ぼす影響について、

以下の２種類の解析結果を比較することで、定量的に確認する。

解析条件及び解析結果については、表２に示す。また、事象進展

図の比較は図 2 に示す。  
 
解析 b：解析コード等の変更のみを反映した解析  

（ＭＡＲＶＥＬを用いて、解析条件を一部変更し、51F 型 SG
（ SGR 前）を反映した解析）  

（ (4)の解析 b と同じ。）  
 

解析 c：解析コード等の変更のみを反映した解析  
（ＭＡＲＶＥＬを用いて、解析条件を一部変更し、 54FⅡ型

SG（ SGR 後）を反映した解析）  
 

【原子炉圧力解析】  
解析 b、解析 c ともに事象発生から約 28 秒後に原子炉圧力

が 16.61MPa[gage]に達して「原子炉圧力高」原子炉トリップ

信号が発信している。ここで、原子炉トリップ時刻が変わらな

いため、その間の１次冷却系内の蓄熱量も有意な差異が生じな

い。  
したがって、解析 c では解析 b と比べて原子炉冷却材圧力バ

ウ ンダ リ に か か る 圧 力 に 有 意 な 差 異 が 生 じ な い 結果 と な っ て

いる。  
 
【加圧器水位解析】  

解析 c では、解析 b に比べて SG２次側保有水量が増加して

おり、これに伴い、原子炉トリップ信号の発信が遅くなる。  
具体的には、解析 b では、事象発生から約 50 秒後、解析 c

では事象発生から約 53 秒後に SG 水位が「狭域水位検出器下

端（ SG 狭域 0%）」に達して「蒸気発生器水位異常低」原子炉

トリップ信号が発信する。  
原子炉トリップ信号の発信が遅くなった分、加圧器水位は上

昇を続けるため、解析 c では解析 b と比べて加圧器水位の最大

値がわずかに上昇（約 3%）する結果となっている。  
 

以上より、51F 型から 54FⅡ型への蒸気発生器型式の変更に対

しては、原子炉圧力及び加圧器水位への影響は有意ではないこと

を確認した。  
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表２ 各解析ケースの解析条件及び解析結果  
 

 
解析 b 

（解析コード等の変更）  
解析 c  

（今回申請）  

解

析
条

件 

SG 型式  51F 型  54FⅡ型  

１次冷却材体積  
(m 3 /基 )  

31  33  

２次側保有水量  
（定格出力運転時）  

( ton /基 )  
50  51  

解析コード  ＭＡＲＶＥＬ  同左  

SG 初期水位  
定格出力運転時  

設定水位  
同左  

原子炉  
トリップ信号  

原子炉圧力高 ※ 1  
蒸気発生器水位  

異常低 ※ 2  
同左  

解

析
結

果 

原

子
炉

圧
力

解

析 

原子炉トリップ信号

発信時刻  
(秒 )  

約 28  約 28  

原子炉冷却材  
圧力バウンダリに  

かかる圧力  
(MPa[gage] )  

約 17.9  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 3 3 秒 ）  

約 17.9  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 3 3 秒 ）  

加

圧
器

水

位

解

析 

原子炉トリップ信号

発信時刻  
(秒 )  

約 50  約 53  

加圧器保有水量  
(m 3 )   

約 32.3  
（加圧器容積の  

約 79%）  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 5 7 秒 ）  

約 33.5  
（加圧器容積の  

約 82%）  
 

（ 過 渡 変 化 発 生 後  

約 6 0 秒 ）  

※ 1 原子炉圧力解析（加圧器圧力制御系が作動しない等）  
※ 2 加圧器水位解析（加圧器圧力制御系が作動する等）   
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原
子
炉
圧
力
解
析 

原
子
炉
圧
力 

 

1
次
冷
却
材
平
均
温
度 

 

蒸
気
発
生
器
水
位 

 

加
圧
器
水
位
解
析 

加
圧
器
保
有
水
量 

 

 
図 2 SGR 前後の「主給水流量喪失」解析結果の比較  

（解析 b と解析 c の比較）  

( 解 析 c ）  
( 解 析 b )  

( 解 析 c ）  
( 解 析 b )  

( 解 析 c ）  
( 解 析 b )  

( 解 析 c ）  
( 解 析 b )  
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4 .LOCA 事象における蒸気発生器取替えの影響について  
 4.1 大破断 LOCA 

大破断 LOCA においては、 SGR に伴う１次冷却材保有水量の

増加により燃料被覆管最高温度は約 9℃（約 1,044℃⇒約 1,035℃）

低下した。  
SGR 前後における燃料被覆管温度について、１次冷却材保有

水量の増加が解析結果に及ぼす影響は以下の 2 点がある。また、

解析結果の比較を図 1 に示す。  
   
(1 )１次冷却材保有水量の増加により、ブローダウン後半で炉心

下降流が多くなり、燃料被覆管の冷却が促進されることから、

燃料被覆管温度が低下する。  
 
(2 )ブローダウン後半で燃料被覆管の冷却が促進されることから、

再冠水期間中の燃料被覆管温度が低下する。  

 
 
 
 
 

 4.2 小破断 LOCA 
小破断 LOCA においては、 SGR に伴う１次冷却材保有水量の

増 加 に よ り 燃 料 被 覆 管 最 高 温 度 は 約 10℃ 上 昇 （ 約 742℃ ⇒ 約

752℃）した。  

図 1 蒸気発生器取替え前後の解析結果の比較  
    （大破断 LOCA－燃料被覆管温度）  

ブローダウン期 間 再 冠 水 期 間
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SGR 前後における燃料被覆管温度及び炉心圧力について、１

次冷却材保有水量の増加が解析結果に及ぼす影響は以下の 2 点

がある。また、解析結果の比較を図 2 及び図 3 に示す  
 
(1 )１次冷却材保有水量の増加により、炉心露出開始が遅れるこ

とから、燃料被覆管温度が低く推移する。  
 
(2 )１次冷却系の減圧が遅くなり、蓄圧注入開始が遅れることに

伴い炉心再冠水が遅れることから、燃料被覆管温度が上昇す

る。  
 
    

図 2 蒸気発生器取替え前後の解析結果の比較  
    （小破断 LOCA－燃料被覆管温度）  
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図 3 蒸気発生器取替え前後の解析結果の比較  
    （小破断 LOCA－炉心圧力）  
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5．「主給水管破断」解析に用いる破断面積の変更について  
 

主給水管破断時における破断流量は、 SG 器内に給水するための

蒸気発生器給水リングの開口部から主給水管の破断口までの流路

断面積が最も狭くなる部分（以下、「最小断面部」という。）で制限

される。  
したがって、従来から「主給水管破断」解析では、この最小断面

部の流路断面積を解析上の破断面積として取り扱っている。  
今回、取替後の 54FⅡ型 SG では、 SG 器外から持ち込まれる異

物の最小化のためのスプレイチューブの採用等、「主給水管破断」

解析上の破断面積に影響を及ぼす SG 機器仕様が変更となる。  
具体的には、現行の 51F 型 SG を模擬した安全解析では、給水開

口部（ J チューブの開口面積の合計面積）が最小断面部であったが、

今回の蒸気発生器取替申請で用いている 54FⅡ型 SG を模擬した安

全解析では、給水リングが最小断面部となった。（図 1 参照）  
これに伴い、既許可から「主給水管破断」解析で仮定する破断面

積を変更させている。  
破断面積の変更に係る解析条件の変更点は下表のとおり。  

 
SGR により、破断面積が大きくなったことにより、破断流量が

増加して事象進展が早まった結果、最小 DNBR は厳しくなる傾向

ではあるものの、判断基準に対しては十分な余裕のある結果となる

ことを確認している。  
 
 
 

項目  
既許可  

（ 51F 型 SG）  
今回申請  

（ 54FⅡ型 SG）  

解
析
条
件 

流路面積が  
最も狭くなる箇所  

給水開口部  
（ J チューブの開口

面積の合計）  
給水リング部  

主給水管破断面積  
(m 2 )  

  

（
参
考
）
解
析
結
果 

原子炉冷却材  
圧力バウンダリに  

かかる圧力  
(MPa[gage])  

約 18.2MPa[gage]  
（ 過 渡 変 化 発 生 後 約 2 2 秒 ）  

18.2MPa[gage]  
（ 過 渡 変 化 発 生 後 約 2 0 秒 ）  

最小 DNBR 
(≧  1 .17 )  約 1.66  約 1.58  

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。  
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取替前 SG            取替後 SG 
(51F 型 )              (54FⅡ型 )  

 
 
 

図 1 主給水管破断時における SG２次側保有水放出イメージ図  
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6．蒸気発生器取替えに伴うその他安全評価事象の影響について  
 

審査資料では、今回の蒸気発生器取替え（以下、「 SGR」とい

う。）により影響する安全評価事象について整理して示した。  
以下では、 SGR による影響がないと整理した事象（以下、「そ

の他事象」という。）の影響について示す。  
 

その他事象については、 SGR による影響の観点から以下のＡか

らＤの４つに大別される。  
Ａ．挙動が緩和する方向の事象  

例えば、２次冷却系の弁が誤開放し１次冷却材の温度が低

下し反応度が添加される事象（例：「２次冷却系の異常な減

圧」）が該当。この事象においては、 SGR により１次冷却材保

有水量が増加する場合、その温度変化が緩やかになる方向に

なる。しかしながら、今回の SGR では１次冷却材保有水量の

増加はわずか（３％程度）であり、その影響はわずかであ

る。  
 
Ｂ．影響が相殺される事象  

例えば、 SG からタービンへの蒸気流量が急減し SG による

除熱量が減少することで１次冷却材の温度が上昇し原子炉圧

力が上昇する事象（例：「負荷の喪失」）が該当。この事象に

おいては、 SGR により１次冷却材保有水量が増加する場合、

１次冷却材保有水の膨張量が大きくなる方向であるが、１次

冷却材温度の過渡変化が緩やかになる効果と相殺される。  
 
Ｃ．反応度添加事象  

例えば、制御棒クラスタが連続的に引き抜かれ、反応度が

添加され原子炉出力が上昇する事象（例：「原子炉起動時にお

ける制御棒の異常な引き抜き」）が該当。この事象において

は、反応度投入による急峻な事象であるため、炉心部以外の

条件変更（今回の SGR では SG 部での１次冷却材保有水量の

増加等）は影響しない。  
 
Ｄ．原子炉冷却材流量喪失事象  

例えば、１次冷却材ポンプの故障等により、炉心の冷却材

流量が減少する事象（例：「原子炉冷却材流量の部分喪失」）

が該当。この事象においては、１次側圧力損失が変更される

場合、１次冷却材ポンプ停止時の流量が影響を受けるが、今

回の SGR では１次側圧力損失の変更はないため影響しない。  
 
表１にその他事象について事象概要とともにこれらの整理を示
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す。  
また、Ａ（挙動が緩和する方向の事象），Ｂ（影響が相殺される

事象）と整理した事象のうち、代表事象としてそれぞれ「２次冷

却系の異常な減圧」及び「負荷の喪失」について SGR 前後の解析

の比較結果を以下に示す。  
 

 (1)  ２次冷却系の異常な減圧  
a .  事象概要  

原子炉の高温停止中に、タービンバイパス弁、主蒸気逃がし

弁等の２次冷却系の弁が誤開放し、１次冷却材の温度が低下し

て、反応度が添加される事象。  
安全注入（ SI）が作動してほう酸水が炉心に到達することで、

反応度は低下する。  
 

b .  結果（図１参照）  
SGR 後の挙動は、 SGR 前に比べ、１次系の温度低下が緩や

かになり、反応度の上昇が緩やかになっている。SGR 前後とも

に原子炉は臨界に至ることなく過渡変化は終止する。  
 

 (2)  負荷の喪失  
a .  事象概要  

原子炉の出力運転中に、外部送電系統又はタービンの故障等

により、タービンへの蒸気流量が急減し原子炉圧力が上昇する

事象。  
主蒸気安全弁、加圧器スプレイ及び加圧器逃がし弁の作動に

より、１次冷却系は過圧されることはない（加圧器圧力制御系

作動のケース）。加圧器スプレイ及び加圧器逃がし弁が作動し

ない場合（加圧器圧力制御系不作動のケース）でも、１次冷却

系は加圧器安全弁の作動により、過度の圧力上昇は抑制される。 
 

b .  結果（図２，３参照）  
SGR 後は SGR 前に比べ、１次冷却材保有水量が増加するた

め１次冷却材保有水の膨張量が大きくなる方向であるが、１次

冷却材温度の過渡変化が緩やかになる効果と相殺され、過渡変

化は SGR 前後でほぼ同等となっている。  
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 表

１
 

そ
の

他
安

全
評

価
事

象
へ

の
影

響
（

１
／

４
）

 
影

響
事

象
 

事
象

概
要

 
評

価
へ

の
影

響
 

原
子

炉
起

動
時

に
お

け
る

制
御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
 

原
子

炉
起

動
時

に
、

制
御

棒
駆

動
系

の
故

障
、

誤

操
作

等
に

よ
り

、
制

御
棒

ク
ラ

ス
タ

が
連

続
的

に
引

き
抜

か
れ

、
原

子
炉

出
力

が
上

昇
す

る
事

象
 

反
応

度
投

入
に

よ
る

急
峻

な
事

象
で

あ
り

、

炉
心

部
以

外
の

条
件

変
更

（
１

次
系

保
有

水
量

の
増

加
等

）
は

そ
の

事
象

進
展

に
影

響
し

な

い
。

（
C
）

 
出

力
運

転
中

の

制
御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

、
制

御
棒

駆
動

系
の

故

障
、

誤
操

作
等

に
よ

り
、

制
御

棒
ク

ラ
ス

タ
が

連
続

的
に

引
き

抜
か

れ
、

原
子

炉
出

力
が

上
昇

す
る

事
象

 

（
速

い
引

き
抜

き
）

 
 

同
上

（
C
）

 
（

遅
い

引
き

抜
き

）
 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、

そ
の

温
度

変
化

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

原
子

炉
ト

リ
ッ

プ
も

わ
ず

か
に

遅
く

な
る

た
め

、
影

響
が

相
殺

さ
れ

る
。

（
B
）

 
制

御
棒

の
落

下

及
び

不
整

合
 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

、
制

御
棒

駆
動

系
の

故

障
等

に
よ

り
、

炉
心

に
挿

入
さ

れ
て

い
る

制
御

棒
ク

ラ
ス

タ
の

配
置

に
異

常
が

生
じ

、
炉

心
内

の
出

力
分

布
が

変
化

す
る

事
象

 

制
御

棒
の

落
下

に
伴

う
出

力
変

化
の

影
響

が

支
配

的
な

事
象

で
あ

る
。

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、
そ

の
温

度
変

化
が

緩
や

か
に

な
る

方
向

で
あ

る
が

、
そ

の
影

響
は

わ
ず

か
で

あ
る

。
（

A
）

 
制

御
棒

の
不

整
合

は
静

的
な

評
価

で
あ

り
、

蒸
気

発
生

器
型

式
相

違
に

係
わ

る
影

響
は

無

い
。

 
原

子
炉

冷
却

材

流
量

の
部

分
喪

失
 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

、
１

次
冷

却
材

を
駆

動

す
る

１
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

の
故

障
等

に
よ

り
、

炉
心

の
冷

却
材

流
量

が
減

少
す

る
事

象
（

１
台

の
１

次
系

冷
却

材
ポ

ン
プ

の
駆

動
電

源
が

喪
失

）
 

１
次

側
圧

力
損

失
が

変
更

さ
れ

る
場

合
、

１

次
冷

却
材

ポ
ン

プ
停

止
時

の
流

量
が

影
響

を
受

け
る

が
、

今
回

、
１

次
側

圧
力

損
失

の
変

更
は

な
い

。
（

D
）

 
 

 
 



 

 

別添 2-6-4 

表
１

 
そ

の
他

安
全

評
価

事
象

へ
の

影
響

（
２

／
４

）
 

影
響

事
象

 
事

象
概

要
 

評
価

へ
の

影
響

 
原

子
炉

冷
却

材

系
の

停
止

ル
ー

プ
の

誤
起

動
 

１
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

１
台

が
停

止
し

て
お

り
、

原

子
炉

が
部

分
負

荷
で

運
転

中
に

、
ポ

ン
プ

制
御

系
の

故
障

、
誤

操
作

等
に

よ
り

停
止

中
の

ポ
ン

プ
が

起
動

さ
れ

、
停

止
ル

ー
プ

中
の

比
較

的
低

温
の

冷
却

材
が

炉
心

に
注

入
さ

れ
て

反
応

度
が

添
加

さ
れ

、
原

子
炉

出
力

が
上

昇
す

る
事

象
 

反
応

度
添

加
に

伴
う

出
力

上
昇

が
支

配
的

な

事
象

で
あ

る
。

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、
そ

の
温

度
変

化
は

緩
や

か
に

な
る

方
向

で
あ

る
が

、
そ

の
影

響
は

わ
ず

か
で

あ

る
。

（
A
）

 

外
部

電
源

喪
失

 
原

子
炉

の
出

力
運

転
中

に
、

送
電

系
統

又
は

所
内

主
発

電
設

備
の

故
障

等
に

よ
り

外
部

電
源

が
喪

失
す

る
事

象
 

―
（

主
給

水
流

量
喪

失
、

原
子

炉
冷

却
材

流

量
の

喪
失

に
包

絡
さ

れ
る

）
 

蒸
気

負
荷

の
異

常
な

増
加

 
原

子
炉

の
出

力
運

転
中

に
、

タ
ー

ビ
ン

バ
イ

パ
ス

弁
、

蒸
気

加
減

弁
又

は
主

蒸
気

逃
が

し
弁

の
誤

開
放

に
よ

り
主

蒸
気

流
量

が
異

常
に

増
加

し
、

１
次

冷
却

材
の

温
度

が
低

下
し

て
反

応
度

が
添

加
さ

れ
、

原
子

炉
出

力
が

上
昇

す
る

事
象

 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、

そ
の

温
度

変
化

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

そ
の

影
響

は
わ

ず
か

で
あ

る
。

（
A
）

 

２
次

冷
却

系
の

異
常

な
減

圧
 

原
子

炉
の

高
温

停
止

中
に

、
タ

ー
ビ

ン
バ

イ
パ

ス

弁
、

主
蒸

気
逃

が
し

弁
等

の
２

次
冷

却
系

の
弁

が
誤

開
放

し
、

１
次

冷
却

材
の

温
度

が
低

下
し

て
、

反
応

度
が

添
加

さ
れ

る
事

象
 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、

そ
の

温
度

変
化

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

影
響

は
わ

ず
か

で
あ

る
。

（
A
）

 

 
 



 

 

別添 2-6-5 

表
１

 
そ

の
他

安
全

評
価

事
象

へ
の

影
響

（
３

／
４

）
 

影
響

事
象

 
事

象
概

要
 

評
価

へ
の

影
響

 
蒸

気
発

生
器

へ

の
過

剰
給

水
 

 
原

子
炉

の
出

力
運

転
中

に
給

水
制

御
系

の
故

障
、

誤
操

作
等

に
よ

り
、

蒸
気

発
生

器
へ

の
給

水
が

過
剰

と
な

り
、

１
次

冷
却

材
の

温
度

が
低

下
し

て
反

応
度

が
添

加
さ

れ
、

原
子

炉
出

力
が

上
昇

す
る

事
象

 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、

そ
の

温
度

変
化

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

そ
の

影
響

は
わ

ず
か

で
あ

る
。

（
A
）

 

負
荷

の
喪

失
 

 
原

子
炉

の
出

力
運

転
中

に
、

外
部

送
電

系
統

又
は

タ
ー

ビ
ン

の
故

障
等

に
よ

り
、

タ
ー

ビ
ン

へ
の

蒸
気

流
量

が
急

減
し

原
子

炉
圧

力
が

上
昇

す
る

事
象

 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、

１
次

冷
却

材
保

有
水

の
膨

張
量

が
大

き
く

な
る

方
向

で
あ

る
が

、
１

次
冷

却
材

温
度

の
過

渡
変

化
が

緩
や

か
に

な
る

効
果

と
相

殺
さ

れ
る

。

（
B
）

 
原

子
炉

冷
却

材

系
の

異
常

な
減

圧
 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

、
１

次
冷

却
系

の
圧

力

制
御

系
の

故
障

等
に

よ
り

、
原

子
炉

圧
力

が
低

下
す

る
事

象
（

加
圧

器
逃

が
し

弁
１

個
の

全
開

を
想

定
）

 

加
圧

器
逃

が
し

弁
に

よ
る

減
圧

効
果

の
影

響

が
支

配
的

な
事

象
で

あ
る

。
１

次
冷

却
材

保
有

水
量

が
増

加
す

る
場

合
、

圧
力

変
化

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

そ
の

影
響

は
僅

か
で

あ
る

。
（

A
）

 
出

力
運

転
中

の

非
常

用
炉

心
冷

却
系

の
誤

起
動

 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

、
非

常
用

炉
心

冷
却

系

が
誤

起
動

す
る

事
象

（
高

圧
注

入
系

が
起

動
し

、
ほ

う
酸

水
が

１
次

冷
却

系
に

注
入

さ
れ

、
原

子
炉

出
力

が
低

下
し

、
２

次
冷

却
系

と
の

出
力

の
不

一
致

に
よ

っ
て

１
次

冷
却

系
が

冷
却

さ
れ

る
事

象
）

 

ほ
う

酸
水

注
入

に
よ

る
出

力
低

下
の

影
響

が

支
配

的
な

事
象

で
あ

る
。

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、
１

次
系

の
ほ

う
素

濃
度

変
化

は
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

そ
の

影
響

は
わ

ず
か

で
あ

る
。

（
A
）

 
 

 
 



 

 

別添 2-6-6 

表
１

 
そ

の
他

安
全

評
価

事
象

へ
の

影
響

（
４

／
４

）
 

                          
 

影
響

事
象

 
事

象
概

要
 

評
価

へ
の

影
響

 
原

子
炉

冷
却

材

流
量

の
喪

失
 

 
原

子
炉

の
出

力
運

転
中

に
、

１
次

冷
却

材
の

流
量

が
定

格
出

力
時

の
流

量
か

ら
自

然
循

環
流

量
に

ま
で

大
幅

に
減

少
す

る
事

象
（

１
次

冷
却

材
ポ

ン
プ

全
台

の
駆

動
電

源
が

同
時

に
喪

失
）

 

 
１

次
側

圧
力

損
失

が
変

更
さ

れ
る

場
合

、
１

次
冷

却
材

ポ
ン

プ
停

止
時

の
流

量
が

影
響

を
受

け
る

が
、

今
回

、
１

次
側

圧
力

損
失

の
変

更
は

な
い

。
（

D
）

 
原

子
炉

冷
却

材

ポ
ン

プ
の

軸
固

着
 

 
原

子
炉

の
出

力
運

転
中

に
、

１
次

冷
却

材
を

駆
動

す
る

ポ
ン

プ
の

回
転

軸
が

固
着

し
、

１
次

冷
却

材
の

流
量

が
急

激
に

減
少

す
る

事
象

（
１

次
冷

却
材

ポ
ン

プ
１

台
の

回
転

軸
が

固
着

し
瞬

時
に

停
止

）
 

１
次

側
圧

力
損

失
が

変
更

さ
れ

る
場

合
、

１

次
冷

却
材

ポ
ン

プ
停

止
時

の
流

量
が

影
響

を
受

け
る

が
、

今
回

、
１

次
側

圧
力

損
失

の
変

更
は

な
い

。
（

D
）

 
主

蒸
気

管
破

断
 

 
原

子
炉

の
高

温
停

止
時

に
２

次
冷

却
系

の
破

断
等

に
よ

り
、

１
次

冷
却

材
の

温
度

が
低

下
し

、
反

応
度

が
添

加
さ

れ
る

事
象

（
主

蒸
気

管
１

本
が

瞬
時

に
両

端
破

断
）

 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

場
合

、

そ
の

温
度

変
化

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

そ
の

影
響

は
わ

ず
か

で
あ

る
。

（
A
）

 

制
御

棒
飛

び
出

し
 

 
原

子
炉

が
臨

界
又

は
臨

界
近

傍
に

あ
る

と
き

に
、

制
御

棒
駆

動
系

あ
る

い
は

圧
力

ハ
ウ

ジ
ン

グ
の

破
損

等
に

よ
り

制
御

棒
ク

ラ
ス

タ
１

本
が

炉
心

外
に

飛
び

出
し

、
急

激
な

反
応

度
の

添
加

と
出

力
分

布
変

化
を

生
ず

る
事

象
 

 
反

応
度

投
入

に
よ

る
急

峻
な

事
象

で
あ

り
、

炉
心

部
以

外
の

条
件

変
更

（
１

次
系

保
有

水
量

の
増

加
等

）
は

そ
の

事
象

進
展

に
影

響
し

な

い
。

（
C
）

 

蒸
気

発
生

器
伝

熱
管

破
損

 
 

原
子

炉
の

出
力

運
転

中
に

、
蒸

気
発

生
器

の
伝

熱

管
が

破
損

し
、

２
次

冷
却

系
を

介
し

て
１

次
冷

却
材

が
原

子
炉

格
納

容
器

外
に

放
出

さ
れ

る
事

象
 

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

し
た

場
合

、

原
子

炉
圧

力
の

低
下

が
緩

や
か

に
な

る
方

向
で

あ
る

が
、

原
子

炉
圧

力
挙

動
は

高
圧

注
入

ポ
ン

プ
の

注
入

特
性

が
支

配
的

で
あ

り
、

影
響

は
わ

ず
か

で
あ

る
。

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
の

増
加

に
よ

り
、

１
次

冷
却

材
中

の
放

射
能

濃
度

は
低

く
な

る
た

め
、

被
ば

く
評

価
結

果
に

影
響

を
及

ぼ
す

。
（

A
）

 



 

別添 2-6-7 
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 取替え後
 取替え前

時　間　(秒)

炉
心
冷
却
材
平
均
温
度
　
　(℃)

原
子
炉
圧
力
　
　(MPa[gage])

炉心冷却材平均温度

原子炉圧力
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-1.0

-0.5

0.0
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時　間　(秒)

反
応
度
　
　(％Δk/k)

図１ 蒸気発生器取替え前後の解析の比較 

（２次冷却系の異常な減圧） 

 

１ 次 系 の 温 度 低 下 が 緩

や か に な る た め 、 SI 発

信 が 遅 く な る 。  

取 替 え 前 に 比 べ １ 次 系 の 温 度 低 下 が 緩 や か に な る 。  

１ 次 系 の 温 度 低 下 が 緩 や か に

な る た め 、反 応 度 の 上 昇 が 緩 や

か に な る 。  原 子 炉 は 臨 界 に 至ら な い  



 

別添 2-6-8 
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原子炉圧力

１次冷却材平均温度

図２ 蒸気発生器取替え前後の解析の比較 

（負荷の喪失－加圧器圧力制御系作動） 



 

別添 2-6-9 
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原
子
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出
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原
子
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　(℃)

原子炉圧力

１次冷却材平均温度

図３ 蒸気発生器取替え前後の解析の比較 

（負荷の喪失－加圧器圧力制御系不作動） 



 

 
 

別添 2-6-10 

  
（

参
考

）
図

４
 

蒸
気

発
生

器
取

替
え

に
よ

る
安

全
解

析
へ

の
影

響
 

SG
R

①
伝

熱
性

能

②
1次

側
圧

⼒
損

失

③
1次

冷
却

材
保

有
⽔

量

④
2次

側
保

有
⽔

量

⑤
給

⽔
形

状

ほ
う素

の
希

釈
速

度

1次
冷

却
材

喪
失

時
冷

却
材

挙
動

1次
冷

却
材

温
度

変
化

、
膨

張
等

1次
冷

却
材

中
の

放
射

能
濃

度

過
渡

変
化

中
の

除
熱

能
⼒

2次
側

保
有

⽔
放

出
量

原
⼦

炉
冷

却
材

喪
失

可
燃

性
ガ

ス
の

発
生

ほ
う素

の
異

常
な

希
釈

その
他

安
全

評
価

事
象

放
射

性
気

体
廃

棄
物

処
理

施
設

の
破

損
(被

ば
く)

主
給

⽔
流

量
喪

失

主
給

⽔
管

破
断

SG
関

連
デ

ー
タ

物
理

現
象

51
F型

⇒
54

FⅡ
型

１
次

冷
却

材
喪

失
時

の
冷

却
材

挙
動

の
変

化
に

よ
り、

燃
料

被
覆

管
の

最
⾼

温
度

低
下

約
1,

04
4℃

 ⇒
 約

1,
03

5℃
 ≦

 1
,2

00
℃

評
価

へ
の

影
響

格
納

容
器

内
雰

囲
気

温
度

が
わ

ず
か

に
増

加
す

る
が

、
可

燃
性

ガ
ス

(⽔
素

)濃
度

の
影

響
は

有
意

で
は

な
い

約
3.

0%
⇒

 約
3.

0%
≦

 4
%

運
転

員
の

操
作

時
間

余
裕

へ
の

影
響

は
有

意
で

は
な

い
（

起
動

時
︔

警
報

発
信

〜
臨

界
到

達
）

約
12

分
⇒

 約
12

分
≧

 1
0分

+
希

釈
停

止
操

作
約

25
秒

（
運

転
時

︔
警

報
発

信
〜

停
止

余
裕

喪
失

）
約

24
分

⇒
 約

24
分

≧
 1

0分
+

希
釈

停
止

操
作

約
25

秒

膨
張

・収
縮

量
変

化
は

⼤
き

くな
る

⽅
向

で
は

あ
る

が
、温

度
変

化
は

緩
や

か
に

な
る

効
果

と相
殺

され
る

な
ど、

プ
ラン

ト挙
動

へ
の

影
響

は
有

意
で

は
な

い

１
次

冷
却

材
中

の
放

射
能

濃
度

が
低

下
す

る
効

果
と、

脱
ガ

ス
効

率
（

浄
化

能
⼒

）
が

低
下

す
る

効
果

が
相

ま
って

、放
出

放
射

能
量

（
線

量
）

へ
の

影
響

は
有

意
で

は
な

い
約

1.
4m

Sv
 ⇒

 約
1.

4m
Sv

※
≦

 5
m

Sv

SG
2次

側
保

有
⽔

量
増

加
に

よ
り、

過
渡

変
化

中
の

2次
側

か
らの

除
熱

量
は

わ
ず

か
に

増
加

す
る

が
、圧

⼒
最

⼤
値

へ
の

影
響

は
有

意
で

は
な

い
約

17
.9

M
Pa

[g
ag

e]
 ⇒

 約
17

.9
M

Pa
[g

ag
e]

≦
 1

8.
88

M
Pa

[g
ag

e]

（
原

⼦
炉

冷
却

材
圧

⼒
バ

ウ
ン

ダリ
に

か
か

る
圧

⼒
評

価
）

加
圧

器
安

全
弁

の
作

動
に

よ
り、

圧
⼒

最
⼤

値
へ

の
影

響
は

有
意

で
は

な
い

約
18

.2
M

Pa
[g

ag
e]

 ⇒
 約

18
.2

M
Pa

[g
ag

e]
≦

 2
0.

59
M

Pa
[g

ag
e]

（
最

小
D

N
BR

評
価

）
主

給
⽔

管
の

最
小

流
路

断
⾯

積
の

増
加

に
伴

う除
熱

能
⼒

悪
化

に
よ

り低
下

約
1.

66
 ⇒

約
1.

58
 ≧

 1
.1

7

原
⼦

炉
冷

却
材

喪
失

(被
ば

く)

原
⼦

炉
格

納
容

器
内

圧
評

価
格

納
容

器
内

に
放

出
され

る
エ

ネ
ル

ギ
が

増
加

し、
圧

⼒
増

加
約

0.
24

9M
Pa

[g
ag

e]
 ⇒

 約
0.

25
2M

Pa
[g

ag
e]

≦
 0

.2
83

M
Pa

[g
ag

e]
格

納
容

器
内

圧
⼒

増
加

に
よ

り漏
え

い
率

が
増

加
す

る
が

、
放

出
放

射
能

量
（

線
量

）
へ

の
影

響
は

有
意

で
は

な
い

約
0.

27
m

Sv
⇒

 約
0.

27
m

Sv
※

≦
 5

m
Sv

同
等

同
等

わ
ず

か
に

増
加

わ
ず

か
に

増
加

変
更

1次
冷

却
材

中
の

放
射

能
濃

度
が

わ
ず

か
に

低
下

す
る

た
め

、
放

出
放

射
能

量
（

線
量

）
が

わ
ず

か
に

低
下

す
る

約
2.

8m
Sv

 ⇒
 約

2.
7m

Sv
※

≦
 5

m
Sv

蒸
気

発
生

器
伝

熱
管

破
損

(被
ば

く)

影
響

事
象

挙
動

が
変

化

わ
ず

か
に

低
下

影
響

は
わ

ず
か

わ
ず

か
に

低
下

わ
ず

か
に

増
加

増
加

※
蒸

気
発

生
器

取
替

え
に

伴
う影

響
を

比
較

す
る

た
め

既
許

可
の

気
象

条
件

（
20

06
年

）
で

評
価

した
線

量
を

⽰
す

。本
申

請
で

は
気

象
条

件
を

変
更

（
20

19
年

）
した

評
価

結
果

を
記

載
。

・原
⼦

炉
冷

却
材

喪
失

︓
約

0.
28

m
Sv

≦
5m

Sv
・放

射
性

気
体

廃
棄

物
処

理
施

設
の

破
損

︓
約

1.
5m

Sv
≦

5m
Sv

・蒸
気

発
生

器
伝

熱
管

破
損

︓
約

3.
0m

Sv
≦

5m
Sv
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７．設計基準事故時の敷地境界被ばく評価結果について 

 

本申請においては、設計基準事故時の敷地境界被ばく評価について、蒸気発生器取替えに伴う放

出放射能量の変更、保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの変更、大気拡散評価に用いる気象

資料の変更の影響を受けることから、これら評価条件を変更した評価を実施した。 

 

（１）評価条件 

ａ．蒸気発生器取替えに伴う放出放射能量の変更 

本評価に用いた事故時の放出放射能量について第 1 表に示す。 

「放射性気体廃棄物処理施設の破損」においては、蒸気発生器取替えによる１次冷却材保有

水量が増加することにより、１次冷却材中の放射能濃度が低下する効果と、脱ガス効率（浄化

能力）が低下する効果が相まって、放出放射能量への影響は有意ではないが、詳細値はわずか

に減少する。 

「蒸気発生器伝熱管破損」においては、１次冷却材保有水量が増加することにより、１次冷

却材中の放射能濃度がわずかに低下するとともに、１次冷却材の２次系へ流出する割合が低

下するため、放出放射能量は既許可よりもわずかに減少となる。 

「原子炉冷却材喪失」においては、１次冷却材保有水量の増加に伴い原子炉格納容器内圧力

が大きくなるため、原子炉格納容器からの設計漏えい率（設定値）がわずかに増加するが、放

出放射能量への影響は有意ではなく、詳細値がわずかに増加する程度である。 

 

ｂ．保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの変更 

本評価に用いた事故時の放出源の有効高さを第 2表に示す。 

排気筒からの放出を想定する「燃料集合体の落下」、「原子炉冷却材喪失」及び「制御棒飛び

出し」において使用する放出源の有効高さについては、保修点検建屋の設置に伴う風洞実験

の実施結果に基づき設定した。 

 

ｃ．気象資料の変更 

既許可の事故時被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年 1月から 2006 年 12 月までの

1 年間の気象資料を用いて実施しているが、この気象資料が長期間の気象状態を代表している

かの検討を行ったところ、代表性がないことを確認している。 

このため、本評価では、最近の長期間の気象状態と比較して代表性があると判断した 2019

年 1 月から 2019 年 12 月の気象資料を用いて、評価を実施した。 

 

（２）評価結果 

 被ばく評価結果を第 3表に示す。 

 評価の結果、事故時の判断めやすの実効線量 5mSv を下回ることを確認した。 
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第 1 表 設計基準事故時の敷地境界被ばく評価条件 

（蒸気発生器取替えに伴う放出放射能量の変更） 

項目 既許可 
蒸気発生器 

取替え影響 

放射性気体廃棄物 

処理施設の破損 

排気筒／地上放出 地上放出 地上放出 

希ガス 
放出放射能量[Bq] 

約 2.9×1014 

(約 2.863×1014) ※１ 

約 2.9×1014 

(約 2.850×1014) ※１ 

実効放出継続時間 1 時間 1 時間 

よう素 
放出放射能量[Bq] ― ― 

実効放出継続時間 ― ― 

蒸気発生器 

伝熱管破損 

排気筒／地上放出 地上放出 地上放出 

希ガス 
放出放射能量[Bq] 

約 4.9×1014 

(約 4.856×1014) ※１ 

約 4.7×1014 

(約 4.738×1014) ※１ 

実効放出継続時間 1 時間 1 時間 

よう素 
放出放射能量[Bq] 

約 1.2×1011 

(約 1.173×1011) ※１ 

約 1.2×1011 

(約 1.153×1011) ※１ 

実効放出継続時間 1 時間 1 時間 

燃料集合体の落下 

排気筒／地上放出 排気筒放出 

（影響なし） 
希ガス 

放出放射能量[Bq] 約 3.9×1013 

実効放出継続時間 1 時間 

よう素 
放出放射能量[Bq] 約 2.7×1010 

実効放出継続時間 1 時間 

原子炉冷却材喪失 

排気筒／地上放出 排気筒放出 排気筒放出 

希ガス 
放出放射能量[Bq] 

約 5.2×1013 

(約 5.203×1013) ※１ 

約 5.2×1013 

(約 5.211×1013) ※１ 

実効放出継続時間 12 時間 12 時間 

よう素 
放出放射能量[Bq] 

約 2.3×1011 

(約 2.319×1011) ※１ 

約 2.3×1011 

(約 2.320×1011) ※１ 

実効放出継続時間 3 時間 3 時間 

制御棒飛び出し 

排気筒／地上放出 排気筒放出 

（影響なし） 
希ガス 

放出放射能量[Bq] 約 1.5×1013 

実効放出継続時間 14 時間 

よう素 
放出放射能量[Bq] 約 7.5×1010 

実効放出継続時間 2 時間 

※１：括弧内は詳細値 
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第 2 表 事故時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ(m) 

着目方位 
３号機 ４号機 

既許可 今回 既許可 今回 

N 75 80 80 80 

NNE 110 115 110 110 

NE 135 140 140 140 

ESE 85 85 90 90 

SE 55 55 60 60 

SSE 55 60 55 60 

S 65 65 60 60 

SSW 55 55 55 55 

SW 55 55 50 45 

WSW 40 40 35 35 

W 40 45 45 45 

WNW 50 50 45 45 

NW 50 50 45 45 

NNW 110 110 105 110 
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第
3
表
 

設
計

基
準

事
故

時
の

敷
地
境

界
被

ば
く

評
価

結
果

 

事
象
 

項
目
 

既
許
可

※
１
 

蒸
気

発
生
器

取
替

え
影

響
 

申
請

書
記
載

値
※
１
、
２
 

評
価
へ

の
影

響
 

放
射
性

気
体

廃
棄

物
 

処
理

施
設
の

破
損
 

放
出
放

射
能
量

※
３
 

希
ガ
ス

：
約

2
.
9×

1
0
1
4
B
q 

希
ガ

ス
：

約
2
.
9×

10
1
4
B
q 

希
ガ

ス
：

約
2
.
9×

10
1
4
B
q 

蒸
気
発

生
器

取
替

え
（

以
下
、
S
G
R
）
に

よ
り

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

こ
と

に
よ

り
、
１

次
冷

却
材

中
の

希
ガ

ス
は

希
釈

さ
れ

る
も

の
の

、

脱
ガ

ス
効

率
（

浄
化
能

力
）

も
低
下

す
る

た
め

、
放

出
放
射

能
量

の
評
価

値
へ

の
影

響
は

有
意
で

は
な

く
、

数
値

の
丸

め
に

よ
り
、

結
果

的
に

申
請

書
添
付

書
類

十
の

記
載

値
に
変

更
は

な
い

。
 

大
気
拡

散
条

件
 

D
/
Q
：

4.
7×

1
0
-
1
8 G
y
/
B
q
 

←
 

D
/
Q：

5
.
2×

10
-
1
8 G
y
/
B
q
 

気
象
資

料
の

変
更

に
よ

り
大
気

拡
散

条
件

が
変

更
と

な
り

、
申

請
書

添
付

書
類

六
の

記
載

値
及

び
着

目
方

位
を

変
更

し
た

。
 

着
目

方
位
 

３
号

炉
 

Ｗ
 

←
 

４
号
炉

 
Ｓ

Ｗ
 

実
効

線
量
 

約
1
.
4
mS
v
 

約
1
.
4
mS
v
 

約
1
.
5
m
S
v 

S
G
R
後

の
放

出
放
射

能
量

の
変
更

を
反

映
し
た

結
果

、
実

効
線

量
の
評

価
値

に
変
更

は
な

い
。
な

お
、

大
気

拡
散

評
価

条
件

の
変
更

を
反

映
し

た
結

果
、
実

効
線

量
の

評
価

値
が
変

更
と

な
り

、
申

請
書

添
付

書
類

十
の

記
載

値
を

変
更

し
た

。
 

蒸
気

発
生

器
 

伝
熱

管
破

損
 

放
出
放

射
能
量

※
３
 

希
ガ
ス

：
約

4
.
9×

1
0
1
4
B
q
 

よ
う
素

：
約

1
.
2×

1
0
1
1
B
q
 

希
ガ

ス
：

約
4
.
7×

10
1
4
B
q 

よ
う

素
：

約
1
.
2×

10
1
1
B
q 

希
ガ

ス
：

約
4
.
7×

10
1
4
B
q 

よ
う

素
：

約
1
.
2×

10
1
1
B
q 

S
G
R
に

よ
り

１
次

冷
却

材
保

有
水

量
が

増
加

す
る

こ
と

に
よ

り
、
１

次
冷

却
材

中
の

希
ガ

ス
及

び
よ

う
素

の
濃

度
が

わ
ず

か
に

低
下

す
る

と
と

も
に

、

1
次

冷
却
材

の
2
次

系
へ

流
出

す
る

割
合

が
低

下
し

、
放

出
放

射
能

量
の

評
価

値
は

低
下

す
る

が
、

数
値

の
丸

め
に

よ
り

、
結

果
的

に
希

ガ
ス

の
放

出
放
射

能
量

の
み

申
請

書
添
付

書
類

十
の

記
載

値
を

変
更

し
た

。
 

大
気
拡

散
条

件
 

χ
/Q
：

2
.
9
×
1
0
-
4
s
/
m
3  

D
/
Q
：

4.
7×

1
0
-
1
8 G
y
/
B
q
 

←
 

χ
/
Q
：

3
.
1
×
1
0
-
4
s/
m
3 

D
/
Q：

5
.
2×

10
-
1
8 G
y
/
B
q
 

気
象
資

料
の

変
更

に
よ

り
大
気

拡
散

条
件

が
変

更
と

な
り

、
申

請
書

添
付

書
類

六
の

記
載

値
及

び
着

目
方

位
を

変
更

し
た

。
 

着
目

方
位
 

３
号

炉
 

Ｗ
 

←
 

４
号
炉

 
Ｓ

Ｗ
 

実
効

線
量
 

約
2
.
8
mS
v
 

約
2
.
7
mS
v
 

約
3
.
0
m
S
v 

S
G
R
後

の
放

出
放
射

能
量

の
変
更

を
反

映
し
た

結
果

、
実

効
線

量
の
評

価
値

は
低
下

す
る

。
さ
ら

に
、

大
気

拡
散

評
価

条
件

の
変
更

を
反

映
し

た
結

果
、
実

効
線

量
の

評
価

値
が
変

更
と

な
り

、
申

請
書

添
付

書
類

十
の

記
載

値
を

変
更

し
た

。
 

燃
料
集

合
体

の
落

下
 

放
出
放

射
能
量

※
３
 

希
ガ
ス

：
約

3
.
9×

1
0
1
3
B
q 

よ
う
素

：
約

2
.
7×

1
0
1
0
B
q
 

←
 

←
 

S
G
R
に

よ
る

放
出

放
射

能
量

の
変

更
は

な
い

。
 

大
気
拡

散
条

件
 

χ
/Q
：

2
.
4
×
1
0
-
5
s
/
m
3 

D
/
Q
：

5.
4×

1
0
-
1
9 G
y
/
B
q
 

←
 

χ
/
Q
：

2
.
6
×
1
0
-
5
s/
m
3 

D
/
Q：

7
.
2×

10
-
1
9 G
y
/
B
q
 

気
象
資

料
の

変
更

に
よ

り
大
気

拡
散

条
件

が
変

更
と

な
り

、
申

請
書

添
付

書
類

六
の

記
載

値
及

び
着

目
方

位
を

変
更

し
た

。
 

着
目

方
位
 

４
号
炉

 
Ｓ

Ｓ
Ｗ
 

←
 

３
号
炉
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が
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３
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が
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が
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添付２ 原子炉格納容器からの漏えい率について 

添付３ 事故時被ばく評価に用いる実効放出継続時間について 
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１次冷却材中放射能濃度について  

 

放射性気体廃棄物処理施設の破損時及び蒸気発生器伝熱管破損時の放出放

射能量評価に用いる１次冷却材中放射能濃度は、１サイクルを実際のプラント

運転時間を踏まえて 395 日とし、燃料が炉心に滞在するサイクル数を考慮して

評価している。具体的には、１サイクルめ、２サイクルめ、及び３サイクルめ

の燃料が炉心に１/3 ずつ存在すると仮定し、各燃焼サイクルにおける１次冷却

材中放射能濃度のピーク値を足し合わせ、平衡炉心の値としている。  
各サイクル中の 1 次冷却材中の核分裂生成物濃度は、以下の微分方程式より

求める。  
 

注目核種の破損燃料棒内の原子数  
親核種  𝑑𝑁  𝑑𝑡 = 𝐹 ∙ 𝑌 −  𝜆 + 𝜈 + 𝜎 ∙ 𝜙   ∙ 𝑁   

 ······································ ①  
娘核種  𝑑𝑁  𝑑𝑡 = 𝐹 ∙ 𝑌 + 𝜆 ∙ 𝑏 ∙ 𝑁  − (𝜆 + 𝜈 + 𝜎 ∙ 𝜙  ) ∙ 𝑁   

 ······································  ②  
注目核種の１次冷却材中原子数密度  

親核種  𝑑𝑁  𝑑𝑡 = 𝜈 ∙ 𝑁  𝑉 −  𝜆 + 𝑄𝑉 ∙ 𝐷𝐹 − 1𝐷𝐹 + 𝐵 𝐵 − 𝑡𝐵 + 𝑄𝑉 ∙ 𝐹𝑆  ∙ 𝑁   

 ······································ ③  

娘核種  𝑑𝑁  𝑑𝑡 = 𝜈 ∙ 𝑁  𝑉 +  𝜆 ∙ 𝑏 ∙ 𝑁    

−  𝜆 + 𝑄𝑉 ∙ 𝐷𝐹 − 1𝐷𝐹 + 𝐵 𝐵 − 𝑡𝐵 + 𝑄𝑉 ∙ 𝐹𝑆  ∙ 𝑁   

 ······································ ④  

添付１  
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１次冷却材中放射能濃度  𝐴 = 𝜆 ∙ 𝑁  
 ······································ ⑤  

 
上記①～⑤式において、  

Ａｗ  ：    １次冷却材中放射能濃度 （Bq/g）  
Ｎｃ  ： 破損燃料棒内の原子数  （atoms）  
Ｎｗ  ： １次冷却材中原子数密度  （atoms/g）  

Ｆ  ： 破損燃料棒内の核分裂数 （fissions/s）  
  Ｆ＝3.2×1016･Ｐ･ｆ  
 Ｐ：炉心熱出力  （=2,705MWt；102％出力）  
 ｆ：燃料被覆管欠陥率  （=0.01）  

Ｙ  ： 核分裂収率 (1)(2) 

λ  ： 崩壊定数  （1/s） (2)(3)(4) 

ν  ： １次冷却材中への漏出率 （1/s）注１）  
σ  ： 熱中性子吸収断面積   

     （=2.65×10-18 cm2；Xe-135 のみ考慮。他の核種は無視。）  
φ th ： 炉心平均熱中性子束  （=4.3×1013 n/cm2/s）  
ｂ  ： 崩壊による娘核種の生成割合 (1) 
Ｑ  ： CVCS 浄化系流量  （=3,750 g/s）  

Ｖｗ  ： １次冷却材保有水量  （=1.90×108 g）注２）  
ＤＦ  ： CVCS 浄化系脱塩塔の除染係数 注３）  
Ｂ０  ： 初期ほう素濃度  （=1,400 ppm）  
Ｂ′  ： ほう素濃度減少率  （=3.66×10-5 ppm/s）  

ＦＳ  ： 体積制御タンク脱ガス係数 注４）  
ｔ  ： 原子炉運転時間  （=3.41×107 s=395 日）  

である。添字ｐは親核種、ｄは娘核種を示す。  
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 なお、注 1）～注 4）に関するパラメータは、以下に示す。  

 
注 1）：１次冷却材中への漏出率  
ａ．Ｋｒ，Ｘｅ  6.5×10-8 （1/s）  

ｂ．Ｉ，Ｂｒ  1.3×10-8 （1/s）  
ｃ．Ｔｅ  1.0×10-9 （1/s）  

 
注 2）：１次冷却材保有水量  

既許可評価では、1.84×108 g である。  

 
注 3）：CVCS 浄化系脱塩塔の除染係数  
ａ．冷却材混床式脱塩塔  Ｋｒ，Ｘｅ    １.０  

 Ｂｒ，Ｉ，Ｔｅ   １０.０  
ｂ．冷却材陽イオン脱塩塔  Ｂｒ，Ｋｒ，Ｉ，Ｘｅ，Ｔｅ   １.０  

 
注 4）：体積制御タンク脱ガス係数  

核    種  連続脱ガス無しの場合   
 ８３ｍＫｒ  7.2×10-1 
 ８５ｍＫｒ  2.7×10-1 
  ８５Ｋｒ  2.3×10-5 
  ８７Ｋｒ  6.0×10-1 
  ８８Ｋｒ  4.3×10-1 
１３１ｍＸｅ  1.0×10-2 
１３３ｍＸｅ  3.7×10-2 
 １３３Ｘｅ  1.6×10-2 
１３５ｍＸｅ  8.0×10-1 
 １３５Ｘｅ  1.8×10-1 
 １３８Ｘｅ  1.0 
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蒸気発生器取替えに伴い変更となるパラメータは、１次冷却材保有水量の

みである。以上に示した計算式及び計算パラメータを用いて、平衡炉心の値

として求めた３，４号炉の１次冷却材中放射能濃度を表１に示す。なお、各

サイクル中の 1 次冷却材中の核分裂生成物濃度は保守的にピーク値を採用し、

３サイクルまでの燃料が炉心に 1/3 ずつ存在すると仮定している。  
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表１ (1/2) １次冷却材中のよう素の平衡濃度（３，４号炉）  

 

核 種  核分裂収率  
（%）  半減期  

１次冷却材中  
放射能濃度  
（Bq/g）  

I-131 2.84 8.06d 約 8.89×104 
I-132 4.21 2.28h 約 3.22×104 
I-133 6.77 20.8h 約 1.48×105 
I-134 7.61 52.6min 約 2.00×104 
I-135 6.41 6.61h 約 8.09×104 
合 計  －  －  約 3.70×105※  

※：既許可評価では約 3.75×105 Bq/g である。  

 
表１ (2/2) １次冷却材中の希ガスの平衡濃度（３，４号炉）  

 

核 種  核分裂収率  
（%）  半減期  

１次冷却材中  
放射能濃度  
（Bq/g）  

Kr-83m 0.53 1.83h 約 1.66×104 
Kr-85m 1.31 4.48h 約 8.01×104 
Kr-85 0.29 10.73y 約 5.66×105 
Kr-87 2.54 76.3min 約 4.61×104 
Kr-88 3.58 2.80h 約 1.37×105 

Xe-131m 0.040 11.9d 約 1.34×105 
Xe-133m 0.19 2.25d 約 1.37×105 
Xe-133 6.77 5.29d 約 1.07×107 

Xe-135m 1.06 15.65min 約 2.29×104 
Xe-135 6.63 9.083h 約 2.36×105 
Xe-138 6.28 14.17min 約 2.23×104 
合 計  －  －  約 1.21×107※  

※：既許可評価では約 1.24×107 Bq/g である。  



別添 2-7-添付 1-6 

（参考資料）  

 (1) 「Compilation of Fission Product Yields」 

  NEDO－12154－1 

  Vallecitos Nuclear Center, M.E.Meek and B.F.Rider, 1974 

 (2) 「被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について」 

原子力安全委員会、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂 

 (3) 「被曝計算に用いる放射線エネルギーについて」 

 原子炉安全専門審査会、昭和 46 年 7 月 6 日 

 (4) 「Table of Isotopes, Sixth Edition」 

  C.M.Lederer, et al. John Wiley & Sons,Inc.,1968 
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原子炉格納容器からの漏えい率について 

 

原子炉冷却材喪失の評価に使用する原子炉格納容器漏えい率については、「発電用軽水型

原子炉施設の安全評価に関する審査指針（以下、安全評価指針という。）」（平成2年8月30

日原子力安全委員会決定一部改訂平成13年3月29日）に示されている「原子炉格納容器内の

圧力に対応した漏えい率」としており、安全評価指針の条件を満足している。 

原子炉冷却材喪失時の原子炉格納容器からの漏えい率について、既許可評価と蒸気発生

器取替え後の比較を第1表及び第1図に示す。 

安全評価に使用した漏えい率は、公開文献1に基づき設定しており、第１図に示すように、

原子炉格納容器内の圧力に対応した原子炉格納容器漏えい率に対して、その漏えい率を下

回らないようにステップ状に設定した漏えい率を用いていることから十分妥当なものであ

る。 

 

 

第1表 「原子炉冷却材喪失」時の線量評価に使用する 

原子炉格納容器からの漏えい率 

 

格納容器 

漏えい率 

(%/d) 

時間区分(s) 

既許可評価 
蒸気発生器 

取替え後 

0.13 

0.12 

0.11 

0.10 

0.09 

0.08 

0.07 

0.06 

0.05 

0 

1,000 

2,000 

15,000 

32,000 

58,000 

110,000 

220,000 

520,000 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

1,000 

2,000 

15,000 

32,000 

58,000 

110,000 

220,000 

520,000 

2,592,000 

0 

1,000 

2,200 

16,000 

32,000 

58,000 

110,000 

220,000 

520,000 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

1,000 

2,200 

16,000 

32,000 

58,000 

110,000 

220,000 

520,000 

2,592,000 

 

  

                             
1 「事故時の格納容器漏洩率」MAPI-1060 改１ 

 三菱重工業、平成 12年 

添付２ 
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事故時被ばく評価に用いる実効放出継続時間について  

 
事故時被ばく評価に用いる実効放出継続時間については、「発電用原子炉施

設の安全解析に関する気象指針」の「解説」に次のように示されている。  

 
「実効放出継続時間（T）は、想定事故の種類によって放出率に変化があるの

で、放出モードを考慮して適切に定めなければならないが、事故期間中の放

射性物質の全放出量を 1 時間当たりの最大放出量で除した値を用いることも

ひとつの方法である。」  

 
原子炉冷却材喪失時の放出放射能量評価に基づく実効放出継続時間は、上

記と同様の方法で求めている。この際、得られた数値については、端数を切

り捨てて１時間単位の値に丸めたものを実効放出継続時間として使用してい

る。  
原子炉冷却材喪失時の事故評価 30 日間の全放出放射能量、1 時間あたりの

最大放出放射能量及び実効放出継続時間を第１表に示す。  

また、参考として原子炉冷却材喪失時の放射能放出率について、事故評価

30 日間の推移及び 1 時間あたりの最大値（１時間平均）を第１図～第２図に

示す。なお、事象発生直後の放射能放出率が評価期間を通じて最も大きいこ

とから、1 時間あたりの最大放出放射能量は事象発生 0～1 時間での値とな

る。  

 

添付３  
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第１表 原子炉冷却材喪失時の放出放射能量及び実効放出継続時間 

（３，４号炉）  
 事故評価 30 日間  

の全放出放射能量  
（Bq） 

1 時間あたりの 
最大放出放射能量 

（Bq） 

実効放出 
継続時間 
（h） 

よう素 約 2.32×1011 約 6.73×1010 3 

希ガス 約 5.21×1013 約 4.28×1012 12 

（注）よう素はⅠ-131 等価量、希ガスはγ線エネルギー0.5MeV 換算 

（実効放出継続時間）＝（事故評価 30 日間の全放出放射能量） 

÷（１時間あたりの最大放出放射能量） 
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第１図 原子炉冷却材喪失時 

よう素の放射能放出率 

（I-131 等価量）  

約 6.73×1010（Bq/h）  



別添 2-7-添付 3-4 

 

 
 

1.0E+09

1.0E+10

1.0E+11

1.0E+12

1.0E+13

1.0E+14

1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06 1.0E+07

放
出

率
（
B
q
/
h
）

時間（s）

希ガス放出率

1時間あたりの最大放出放射能量

（1時間の平均放出率）

第２図 原子炉冷却材喪失時 

希ガスの放射能放出率 

（γ線エネルギー0.5MeV 換算）  

約 4.28×1012（Bq/h）  
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（参考）気象資料を変更した場合における 

高浜１号炉及び２号炉の設計基準事故時の敷地境界被ばく評価について 

 

高浜１号炉及び２号炉の設計基準事故時の敷地境界被ばく評価（既許可）は、敷地におい

て観測した 2006 年 1 月から 2006 年 12 月までの 1 年間の気象資料（以下、「2006 年気象」

という。）を用いて実施しているが、長期間の気象状態に対して代表性がないことを確認し

ていることから、最近の長期間の気象状態と比較して代表性があると判断した 2019 年 1月

から 2019 年 12 月の気象資料（以下、「2019 年気象」という。）を用いて評価を行った。 

なお、排気筒からの放出を想定する「燃料集合体の落下」、「原子炉冷却材喪失」及び「制

御棒飛び出し」の評価に当たっては、第 1表に示す保修点検建屋の設置に伴う風洞実験の実

施結果に基づく放出源の有効高さを設定した。気象資料及び放出源の有効高さを除く評価

条件は既許可と同じである。 

 

第 1 表 影響確認に用いた放出源の有効高さ(m) 

着目方位 
１号炉 ２号炉 

既許可 本評価※ 既許可 本評価※ 

N 60 60 55 55 

NNE 80 85 75 75 

NE 170 170 115 115 

SE 60 65 65 65 

SSE 55 55 55 55 

S 55 60 65 65 

SSW 85 90 90 90 

SW 90 90 85 85 

WSW 70 70 70 70 

W 70 65 65 60 

WNW 55 60 55 55 

NW 120 130 115 115 

NNW 60 60 55 60 

※保修点検建屋の設置に伴う風洞実験の実施結果に基づく放出源の有効高さ 

 

評価結果を第 2表に示す。全ての事象において事故時の判断めやすの実効線量 5mSv を下

回ることを確認した。 

 

  

参考 
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第 2 表(1/2) 設計基準事故時の敷地境界被ばく評価への影響確認結果（1号炉） 

事象 項目 
既許可 

（2006 年気象） 

本評価 

（2019 年気象） 

放射性気体廃棄物 

処理施設の破損 

大気拡散条件 D/Q：2.4×10-18Gy/Bq D/Q：2.4×10-18Gy/Bq 

着目方位 Ｗ ＳＷ 

実効線量 約 0.37mSv 約 0.37mSv 

蒸気発生器 

伝熱管破損 

大気拡散条件 
χ/Q：1.9×10-4s/m3 

D/Q：2.4×10-18Gy/Bq 

χ/Q：1.9×10-4s/m3 

D/Q：2.4×10-18Gy/Bq 

着目方位 Ｗ ＳＷ 

実効線量 約 1.4mSv 約 1.4mSv 

燃料集合体の落下 

大気拡散条件 
χ/Q：2.4×10-5s/m3 

D/Q：7.1×10-19Gy/Bq 

χ/Q：2.1×10-5s/m3 

D/Q：6.5×10-19Gy/Bq 

着目方位 ＮＮＷ ＮＮＷ 

実効線量 約 0.040mSv 約 0.035mSv 

原子炉冷却材喪失 

大気拡散条件 
χ/Q：1.8×10-5s/m3 

D/Q：3.5×10-19Gy/Bq 

χ/Q：1.6×10-5s/m3 

D/Q：3.1×10-19Gy/Bq 

着目方位 Ｓ ＳＳＥ 

実効線量 
約 0.17mSv 

（約 0.11mSv）※ 

約 0.15mSv 

（約 0.099mSv）※ 

原子炉冷却材喪失 

（静的機器単一故障） 

大気拡散条件 
χ/Q：1.8×10-5s/m3 

D/Q：3.3×10-19Gy/Bq 

χ/Q：1.6×10-5s/m3 

D/Q：3.0×10-19Gy/Bq 

着目方位 Ｓ ＳＳＥ 

実効線量 
約 0.17mSv 

（約 0.11mSv）※ 

約 0.16mSv 

（約 0.099mSv）※ 

制御棒飛び出し 

大気拡散条件 
χ/Q：2.1×10-5s/m3 

D/Q：3.3×10-19Gy/Bq 

χ/Q：1.9×10-5s/m3 

D/Q：3.0×10-19Gy/Bq 

着目方位 Ｓ ＳＳＥ 

実効線量 
約 0.047mSv 

（約 0.026mSv）※ 

約 0.043mSv 

（約 0.024mSv）※ 

※括弧内は原子炉格納容器内の浮遊核分裂生成物による直接線量及びスカイシャイン線量 

 



 

別添 2-7-参考-3 

第 2 表(2/2) 設計基準事故時の敷地境界被ばく評価への影響確認結果（2号炉） 

事象 項目 
既許可 

（2006 年気象） 

本評価 

（2019 年気象） 

放射性気体廃棄物 

処理施設の破損 

大気拡散条件 D/Q：2.5×10-18Gy/Bq D/Q：2.6×10-18Gy/Bq 

着目方位 Ｗ ＳＷ 

実効線量 約 0.39mSv 約 0.40mSv 

蒸気発生器 

伝熱管破損 

大気拡散条件 
χ/Q：2.0×10-4s/m3 

D/Q：2.5×10-18Gy/Bq 

χ/Q：2.1×10-4s/m3 

D/Q：2.6×10-18Gy/Bq 

着目方位 Ｗ ＳＷ 

実効線量 約 1.5mSv 約 1.5mSv 

燃料集合体の落下 

大気拡散条件 
χ/Q：3.1×10-5s/m3 

D/Q：8.0×10-19Gy/Bq 

χ/Q：2.1×10-5s/m3 

D/Q：6.5×10-19Gy/Bq 

着目方位 ＮＮＷ ＮＮＷ 

実効線量 約 0.051mSv 約 0.035mSv 

原子炉冷却材喪失 

大気拡散条件 
χ/Q：2.5×10-5s/m3 

D/Q：4.6×10-19Gy/Bq 

χ/Q：1.6×10-5s/m3 

D/Q：3.0×10-19Gy/Bq 

着目方位 ＮＮＷ ＳＳＥ 

実効線量 
約 0.12mSv 

（約 0.032mSv）※ 

約 0.12mSv 

（約 0.065mSv）※ 

原子炉冷却材喪失 

（静的機器単一故障） 

大気拡散条件 
χ/Q：2.5×10-5s/m3 

D/Q：4.4×10-19Gy/Bq 

χ/Q：1.6×10-5s/m3 

D/Q：2.9×10-19Gy/Bq 

着目方位 ＮＮＷ ＳＳＥ 

実効線量 
約 0.12mSv 

（約 0.032mSv）※ 

約 0.12mSv 

（約 0.065mSv）※ 

制御棒飛び出し 

大気拡散条件 
χ/Q：3.1×10-5s/m3 

D/Q：4.4×10-19Gy/Bq 

χ/Q：1.9×10-5s/m3 

D/Q：2.9×10-19Gy/Bq 

着目方位 ＮＮＷ ＳＳＥ 

実効線量 
約 0.038mSv  

（約 0.0076mSv）※ 

約 0.035mSv 

（約 0.015mSv）※ 

※括弧内は原子炉格納容器内の浮遊核分裂生成物による直接線量及びスカイシャイン線量 
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８．保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの確認結果ついて 

 

平常時及び事故時被ばく評価では、放射性物質の大気拡散評価条件として

「放出源の有効高さ」を設定している。 

今回設置予定の保修点検建屋の設計を踏まえ、風洞実験の実施により放出源

の有効高さを確認した結果を以下に示す。 

 

（１）風洞実験の実施について 

 風洞実験は、前回実験した際の敷地内の建屋配置状況から新たに建屋の設

置（予定）があり、新設建屋の高さを 2.5 倍した値に建屋設置面の標高を加

えた値が、排気筒の高さ以上となる場合において実施し、放出源の有効高さ

への影響を確認することとしている。 
第 1 表に設置予定の保修点検建屋の高さ及び建屋設置面の標高の関係を、

第 1 図に保修点検建屋の配置及び着目方位（２号炉の例）を示す。第 1 表に

示すとおり、建屋高さを 2.5 倍した値に建屋設置面の標高を加えた高さは、

排気筒の高さを超えることから、今回新たに風洞実験を実施し放出源の有効

高さへの影響を確認することとした。なお、風洞実験方法は、既許可の添付

書類六の「2.6 参考資料(6) 高浜発電所風洞実験報告書、関西電力株式会社、

平成 31 年 2 月」に同じである。 
 
（２）風洞実験の実施結果及び放出源の有効高さへの影響について 

ａ．平常時被ばく 
保修点検建屋を増設するにあたり、平常時被ばくの有効高さへの影響を

確認した結果、影響することが確認されたことから、全方位における風洞

実験を実施した。 
風洞実験により求めた平常時の放出源の有効高さ（詳細値）を第 2-1-1

表および第 2-1-2 表に示す。なお、平常時被ばくの風洞実験に用いる気象

資料は、2019 年 1 月~2019 年 12 月の観測資料に変更している。 
第 2-1-1 表および第 2-1-2 表に示すとおり、前回実験において確認した

平常時の放出源の有効高さ（詳細値）との差は-19m から+21m の範囲に

あり、保修点検建屋の設置及び気象観測データの変更による影響があった。 
一方、平常時の敷地境界被ばく評価においては、風洞実験により求めた

詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を放出源の有効高さとして設定して

いる。 
風洞実験により求めた詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を第 2-1-3

表及び第 2-1-4 表に示す。第 2-1-3 表及び第 2-1-4 表に示すとおり、前回
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の評価に用いた値から変更のある方位が一部あることから、本申請におい

ては、今回求めた放出源の有効高さを平常時の敷地境界被ばく評価に用い

ることとした。 
 

ｂ．事故時被ばく 
風洞実験により求めた事故時の放出源の有効高さ（詳細値）を第 2-2-1

表に示す。 
第 2-2-1 表に示すとおり、前回実験において確認した事故時の放出源の

有効高さ（詳細値）との差は-1m から+4m の範囲にあり、保修点検建屋の

設置による影響は軽微であると言える。 
一方、設計基準事故時の敷地境界被ばく評価のうち、排気筒からの放出

を想定する事象の評価においては、風洞実験により求めた詳細値を 5m 単

位で厳しめに丸めた値を放出源の有効高さとして設定している。 
風洞実験により求めた詳細値を 5m 単位で厳しめに丸めた値を第 2-2-2

表に示す。第 2-2-2 表に示すとおり、前回の評価に用いた値から変更のあ

る方位が一部あることから、本申請においては、今回求めた放出源の有効

高さを設計基準事故時の敷地境界被ばく評価に用いることとした。 
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第 1 表 保修点検建屋の建屋高さ及び建屋設置面の標高(m)（計画値） 

 

①建屋高さ 
［設置面からの高さ］ 

②建屋設置面 
[標高] 

②＋①×2.5 
[標高] 

排気筒高さ 
[標高] 

約 20 約 78 約 130 約 84 
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第 2-1-1 表 風洞実験より求めた平常時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ 
（１，２号炉 詳細値） 

 
 

着目方位 

２号炉か 

らの方位 

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］ 

１号炉 ２号炉 

方位 前回 今回 差※ 方位 前回 今回 差※ 

 

陸 

  

側 

  

評 

  

価 

  

地 

  

点 

  

N 
NNE 
NE 
SE 

SSE 
S 

SSW 
SW 

WSW 
W 

WNW 
NW 

NNW 

[NNW] 
[N] 

[NNE] 
[SE] 

[SSE] 
[S] 

[SSW] 
[WSW] 
[WSW] 

[W] 
[WNW] 
[NW] 

[NNW] 

125 
74 
73 
79 
82 
116 
90 
113 
113 
169 
120 
144 
125 

115 
76 
72 
83 
68 
97 
89 
108 
108 
180 
118 
144 
115 

-10 
2 
-1 
4 

-14 
-19 
-1 
-5 
-5 
11 
-2 
0 

-10 

[N] 
[NNE] 
[NE] 
[SE] 

[SSE] 
[S] 

[SSW] 
[SW] 

[WSW] 
[W] 

[WNW] 
[NW] 

[NNW] 

68 
71 
124 
74 
72 
100 
91 
89 
65 
112 
87 
121 
98 

71 
70 
126 
77 
65 
93 
90 
90 
64 
119 
84 
119 
94 

3 
-1 
2 
3 
-7 
-7 
-1 
1 
-1 
7 
-3 
-2 
-4 

参 

考 

地 

点 

ENE 
E 

ESE 

[ENE] 
[E] 
[E] 

108 
129 
129 

125 
123 
123 

17 
-6 
-6 

[ENE] 
[E] 

[ESE] 

76 
94 
69 

86 
93 
71 

10 
-1 
2 

牛 

乳 

摂 

取 

評 

価 

地 

点 

W [W] 191 212 21 [W] 137 144 7 

 ※：差は、「今回詳細値」－「前回詳細値」 
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第 2-1-2 表 風洞実験より求めた平常時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ 
（３，４号炉 詳細値） 

 
 

着目方位 

２号炉か 

らの方位 

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］ 

３号炉 ４号炉 

方位 前回 今回 差※ 方位 前回 今回 差※ 

 

陸 

  

側 

  

評 

  

価 

  

地 

  

点 

  

N 
NNE 
NE 
SE 

SSE 
S 

SSW 
SW 

WSW 
W 

WNW 
NW 

NNW 

[NNE] 
[NNE] 
[NE] 
[ESE] 
[SE] 
[SE] 
[S] 

[SW] 
[SW] 
[W] 

[NW] 
[NW] 
[N] 

107 
118 
163 
120 
82 
82 
79 
59 
57 

156 
89 

150 
82 

106 
117 
166 
117 
86 
85 
77 
57 
55 
158 
89 
152 
84 

-1 
-1 
3 
-3 
4 
3 
-2 
-2 
-2 
2 
0 
2 
2 

[NNE] 
[NE] 
[NE] 
[ESE] 
[SE] 
[SE] 

[SSE] 
[SSW] 
[SW] 

[WSW] 
[NW] 
[NW] 

[NNE] 

104 
139 
164 
130 
89 
87 
88 
70 
62 
84 
97 
159 
103 

104 
140 
166 
126 
91 
89 
77 
70 
61 
80 
88 
154 
103 

0 
1 
2 
-4 
2 
2 

-11 
0 
-1 
-4 
-9 
-5 
0 

参 

考 

地 

点 

ENE 
E 

ESE 

[ENE] 
[E] 
[E] 

95 
122 
122 

106 
103 
106 

11 
-19 
-16 

[E] 
[E] 
[E] 

128 
126 
127 

109 
109 
109 

-19 
-17 
-18 

牛 

乳 

摂 

取 

評 

価 

地 

点 

W [W] 186 185 -1 [W] 180 190 10 

 ※：差は、「今回詳細値」－「前回詳細値」 
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第 2-1-3 表 平常時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ（１，２号炉） 
 

 
着目方位 

２号炉か 

らの方位 

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］ 

１号炉 ２号炉 

前回 今回 前回 今回 

 

陸 

  

側 

  

評 

  

価 

  

地 

  

点 

  

N 
NNE 
NE 
SE 

SSE 
S 

SSW 
SW 

WSW 
W 

WNW 
NW 

NNW 

125 
70 
70 
75 
80 
115 
90 
110 
110 
165 
120 
140 
125 

[NNW] 
[N] 

[NNE] 
[SE] 

[SSE] 
[S] 

[SSW] 
[WSW] 
[WSW] 

[W] 
[WNW] 
[NW] 

[NNW] 

115 
75 
70 
80 
65 
95 
85 

105 
105 
180 
115 
140 
115 

[NNW] 
[N] 

[NNE] 
[SE] 

[SSE] 
[S] 

[SSW] 
[WSW] 
[WSW] 

[W] 
[WNW] 
[NW] 

[NNW] 

65 
70 

120 
70 
70 

100 
90 
85 
65 
110 
85 

120 
95 

[N] 
[NNE] 
[NE] 
[SE] 

[SSE] 
[S] 

[SSW] 
[SW] 

[WSW] 
[W] 

[WNW] 
[NW] 

[NNW] 

70 
70 

125 
75 
65 
90 
90 
90 
60 
115 
80 
115 
90 

[N] 
[NNE] 
[NE] 
[SE] 

[SSE] 
[S] 

[SSW] 
[SW] 

[WSW] 
[W] 

[WNW] 
[NW] 

[NNW] 
参 

考 

地 

点 

ENE 
E 

ESE 

105 
125 
125 

[ENE] 
[E] 
[E] 

125 
120 
120 

[ENE] 
[E] 
[E] 

75 
90 
65 

[ENE] 
[E] 

[ESE] 

85 
90 
70 

[ENE] 
[E] 

[ESE] 
牛 

乳 

摂 

取 

評 

価 

地 

点 

W 190 [W] 210 [W] 135 [W] 140 [W] 
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第 2-1-4 表 平常時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ（３，４号炉） 
 
 

着目方位 

２号炉か 

らの方位 

放出源の有効高さ(m)［各炉からの方位］ 

３号炉 ４号炉 

前回 今回 前回 今回 

 

陸 

  

側 

  

評 

  

価 

  

地 

  

点 

  

N 
NNE 
NE 
SE 

SSE 
S 

SSW 
SW 

WSW 
W 

WNW 
NW 

NNW 

105 
115 
160 
120 
80 
80 
75 
55 
55 

155 
85 

150 
80 

[NNE] 
[NNE] 
[NE] 
[ESE] 
[SE] 
[SE] 
[S] 

[SW] 
[SW] 
[W] 

[NW] 
[NW] 
[N] 

105 
115 
165 
115 
85 
85 
75 
55 
55 
155 
85 
150 
80 

[NNE] 
[NNE] 
[NE] 
[ESE] 
[SE] 
[SE] 
[S] 

[SW] 
[SW] 
[W] 

[NW] 
[NW] 
[N] 

100 
135 
160 
130 
85 
85 
85 
70 
60 
80 
95 
155 
100 

[NNE] 
[NE] 
[NE] 
[ESE] 
[SE] 
[SE] 

[SSE] 
[SSW] 
[SW] 

[WSW] 
[NW] 
[NW] 

[NNE] 

100 
140 
165 
125 
90 
85 
75 
70 
60 
80 
85 
150 
100 

[NNE] 
[NE] 
[NE] 
[ESE] 
[SE] 
[SE] 

[SSE] 
[SSW] 
[SW] 

[WSW] 
[NW] 
[NW] 

[NNE] 
参 

考 

地 

点 

ENE 
E 

ESE 

95 
120 
120 

[ENE] 
[E] 
[E] 

105 
100 
105 

[ENE] 
[E] 
[E] 

125 
125 
125 

[E] 
[E] 
[E] 

105 
105 
105 

[E] 
[E] 
[E] 

牛 

乳 

摂 

取 

評 

価 

地 

点 

W 185 [W] 185 [W] 180 [W] 190 [W] 
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第 2-2-1 表 風洞実験より求めた事故時の放出源の有効高さ(m)（詳細値） 
 

着目方位 
３号炉 ４号炉 

前回 今回 差※ 前回 今回 差※ 

N 79 83 4 81 83 2 
NNE 114 115 1 113 113 0 
NE 138 140 2 144 144 0 
ESE 86 87 1 93 93 0 
SE 56 57 1 61 63 2 

SSE 58 61 3 59 60 1 
S 67 68 1 64 63 -1 

SSW 55 55 0 55 55 0 
SW 57 57 0 50 49 -1 

WSW 43 43 0 36 37 1 
W 42 45 3 45 47 2 

WNW 50 51 1 46 48 2 
NW 53 54 1 47 49 2 

NNW 113 112 -1 109 112 3 
 ※：差は、「今回詳細値」－「前回詳細値」 
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第 2-2-2 表 事故時被ばく評価に用いる放出源の有効高さ(m) 
 

着目方位 
３号炉 ４号炉 

前回 今回 前回 今回 

N 75 80 80 80 
NNE 110 115 110 110 
NE 135 140 140 140 
ESE 85 85 90 90 
SE 55 55 60 60 

SSE 55 60 55 60 
S 65 65 60 60 

SSW 55 55 55 55 
SW 55 55 50 45 

WSW 40 40 35 35 
W 40 45 45 45 

WNW 50 50 45 45 
NW 50 50 45 45 

NNW 110 110 105 110 
 

 

 

第 1 図 保修点検建屋の配置及び着目方位（２号炉の例） 
  

保修点検建屋 
設置予定地 
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（参考）保修点検建屋増設に伴う平常時の有効高さへの影響について 
 

敷地内に建屋が増設されると、図 1 に記載したように建屋周辺の気流を変化

させる。建屋後流に巻き込みを伴う渦が発生し、上空からの流れを引き込むなど

といった現象が発生する。これにより、建屋上空から到来するガスは、気流の影

響を受けるため地表面への着地が早まる。その結果、地表面濃度が高くなる、と

いった事象が発生する。 
平常時においては放出高さが高く、高所源から放出されたガスは地表面に着

地するまでの間に、気流の影響を受けやすい傾向がある。そのため、増設による

気流の変化によってガスの着地が早まることで地表面濃度が高くなり、結果と

して有効高さに影響が及ぶことが考えられる。 
今回、保修点検建屋を増設するにあたり、有効高さへの影響を確認した結果、

前回と有効高さの差が大きかった（有効高さが低くなった）ケースとして、2 つ

確認された。 
1 つ目は、図 2-1 に示す１号炉の SSE 風向（保修点検建屋が１号炉排気筒の

風上にある）ケースである。排気筒を通過する気流は、風上に増設した保修点検

建屋によって発生した渦も伴うことから、放出源から徐々に降下してくるガス

の地表面着地を促す効果が強まる。この効果により増設前と比べて、ガスが地表

に着地しやすくなるため、放出源から地表面への着地までの距離が短くなり着

地濃度が高くなる。その結果、有効高さが低くなったと考えられる。 
2 つ目は、図 2-2 に示す３号炉の W 風向（保修点検建屋が３号炉排気筒の風

下にある）ケースである。排気筒から放出されたガスの着地点近傍に保修点検建

屋が増設されている。そのため、上空から保修点検建屋周辺に徐々に下降してき

たガスは、保修点検建屋によって発生する渦に巻き込まれることでガスが着地

しやすくなる。このことから、増設前に比べて着地濃度が高くなる。その結果、

有効高さが低くなったと考えられる。 
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図 1 建屋周辺の気流概略図 

（出典：A USER'S GUIDE FOR THE CALPUFF DISPERSION MODEL,  
EPA-454/B-95-006, July 1995） 
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前回結果（保修点検建屋なし） 
 

 

今回結果（保修点検建屋あり） 
 

■：放出源位置、●：保修点検建屋 
 
 

図 2-1 地表空気中濃度分布比較（１号炉の SSE 風向） 
 
 
 

風 

風 
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前回結果（保修点検建屋なし） 
 

 

今回結果（保修点検建屋あり） 
 

■：放出源位置、●：保修点検建屋 
 
 

図 2-2 地表空気中濃度分布比較（３号炉の W 風向） 
 

風 

風 
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９．被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

 

既許可の平常運転時及び設計基準事故時の被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年

1 月から 2006 年 12 月までの 1年間の気象資料を用いて実施しているが、この気象資料が長

期間の気象状態を代表しているかどうかの検定を行ったところ、代表性がないことを確認

している。 

このため、本申請においては、最近の長期間の気象状態と比較して代表性があると判断し

た 2019 年 1 月から 2019 年 12 月の気象資料を用い、事故時被ばく評価を行っている。 

本資料においては、代表性があると判断した 2019 年 1 月から 2019 年 12 月の気象資料に

ついて、その検定結果を示す。 

 

（１）検定方法 

ａ．検定に用いた観測記録 

気象資料の代表性を確認するに当たり、排気筒高さ付近を代表する標高 81m の観

測記録を用いて検定を行った。 

 

ｂ．統計期間 

統計年：2010 年 1月～2020 年 12 月（10 年間） 

（2019 年 1 月～2019 年 12 月を除く） 

検定年：2019 年 1月～2019 年 12 月 

 

ｃ．検定方法 

風向別出現頻度（16項目）、風速階級別出現頻度（11 項目）について、Ｆ分布検定

（有意水準 5%）を行い、棄却個数が 3 個以下の場合は、気象資料に代表性があると

判断する。なお、検定方法は既許可の添付書類六に示す内容と同じである。 

 

（２）検定結果 

第 1 表に検定結果を示す。また、第 2 表及び第 3表に棄却検定表を示す。 

 観測項目 27項目のうち、棄却された個数は 1個であることから、検定年が十分長期

間の気象状態を代表していると判断する。 

 

第 1 表 検定結果 

観測項目 検定結果（棄却数） 

風向別出現頻度 1 個 

風速階級別出現頻度 棄却項目なし 
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（参考）2006 年 1月～2006 年 12 月の気象資料の代表性確認結果について 

 

既許可の事故時被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年 1月から 2006 年 12 月まで

の 1 年間の気象資料を用いて実施しているが、この気象資料が長期間の気象状態を代表し

ているかどうかの検定を行ったところ、代表性がないことを確認している。 

本資料においては、代表性がないと判断した際の検定結果を示す。 

 

１．検定方法（統計期間以外は既許可の検定方法と同じ） 

（１）検定に用いた観測記録 

気象資料の代表性を確認するに当たり、排気筒高さ付近を代表する標高 81m の観

測記録を用いて検定を行った。 

 

（２）統計期間 

統計年：2010 年 1月～2019 年 12 月（10 年間） 

検定年：2006 年 1月～2006 年 12 月 

 

（３）検定方法 

風向別出現頻度（16項目）、風速階級別出現頻度（11 項目）について、Ｆ分布検定

（有意水準 5%）を行い、棄却個数が 3 個以下の場合は、気象資料に代表性があると

判断する。 

 

２．検定結果 

第 1 表に検定結果を示す。また、第 2 表及び第 3表に棄却検定表を示す。 

 観測項目 27項目のうち、棄却された個数は 5個であることから、検定年が長期間の

気象状態を代表していないと判断する。 

 

第 1 表 検定結果 

観測項目 検定結果（棄却数） 

風向別出現頻度 2 個 

風速階級別出現頻度 3 個 
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１０．中央制御室の居住性に係る被ばく評価への影響について 

 

 中央制御室の居住性に係る被ばく評価の評価事象のうち、設計基準事故時の「蒸気発生器

伝熱管破損」については、蒸気発生器取替による 1次冷却材保有水量の増加に伴い、大気中

への放出放射能量が既許可よりも若干減少となることから、被ばく評価への影響について

確認した。 

 

（１）評価条件 

被ばく評価に当たっては、「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法

について（内規）（平成 21・07・27 原院第 1 号 平成 21 年 8 月 12 日）」に基づき、評

価を行った。  

被ばく評価の主要条件を第 1 表に、事故時における中央制御室等の運転員の被ばく

経路及び被ばく経路イメージを第 1 図及び第 2 図に、よう素及び希ガスの大気放出過

程を第 3 図及び第 4図に示す。 

「蒸気発生器伝熱管破損」においては、1次冷却材保有水量の増加に伴い、１次冷却

材中放射能濃度が低下するとともに、1 次冷却材の 2 次系へ流出する割合が低下する

ため、放出放射能量は既許可よりも若干減少となる。 

また、既許可の被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年 1月から 2006 年 12 月

までの 1 年間の気象資料を用いて実施しているが、この気象資料が長期間の気象状態

を代表しているかの検討を行ったところ、代表性がないことを確認している。このた

め、最近の長期間の気象状態と比較して代表性があると判断した 2019 年 1月から 2019

年 12 月の気象資料を用いて評価を実施した。 

 

（２）評価結果 

 中央制御室の居住性に係る被ばく評価結果を第 2 表に、被ばく評価結果の内訳を第

3 表に示す。評価の結果、3 号炉被災時の実効線量は約 12mSv、4 号炉被災時の実効線

量は約 8.1mSv となり、判断基準（運転員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えないこ

と）を満足し、中央制御室に係る既許可の設計方針※に対する影響がないことを確認し

た。 

※ 中央制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が中央制御室に出入りするための区域は、

運転員が過度の被ばくを受けないよう施設し、運転員の勤務形態を考慮し、事故後 30日間において、運転員

が中央制御室に入り、とどまっても、中央制御室遮蔽を透過する放射線による線量、中央制御室に侵入した

外気による線量及び入退域時の線量が、中央制御室空調装置等の機能とあいまって、「実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準に関する規則」及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規

則の解釈」に示される 100mSv を下回るように遮蔽を設ける。 
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第 1 表 中央制御室居住性に係る被ばく評価の主要条件（蒸気発生器伝熱管破損） 

項目 

主要条件 

既許可 
蒸気発生器取替え後 

（2019 年気象） 

評価事象 

に係る条件 

評価期間 30日間 ← 

評価事象 

設計基準事故時 

蒸気発生器伝熱管破損 

（仮想事故相当） 

← 

炉心内蓄積量 

計算条件 

炉心熱出力 定格出力(2,652MWt)の102% ← 

原子炉運転時間 最高30,000時間 ← 

放出放射能量

条件 
放出放射能量 

希ガス：約 3.4×1015 

よう素：約 1.8×1011 

希ガス：約 3.3×1015 

よう素：約 3.7×1012 

大気拡散 

計算条件 

気象資料 2006 年 1月～12 月 2019 年 1月～12 月 

累積出現頻度 小さいほうから 97% ← 

着目方位 
3 号、4 号とも対象は 5方位 

（中央制御室） 
← 

実効放出継続時間 
希ガス：1時間 

よう素：1時間 
← 

中央制御室内 

放射性物質 

濃度計算条件 

中央制御室非常用

循環設備 

よう素除去効率 

90% ← 

中央制御室の空気

流入率 
0.5 回/h ← 

運転員交代 

考慮条件 

交代要員体制の 

考慮 

運転員の勤務形態を考慮して

最大となる滞在時間及び入退

域回数を設定 

← 
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第 2 表(1/2) 中央制御室居住性に係る被ばく評価結果（蒸気発生器伝熱管破損） 

（３号炉） 

被ばく経路 

実効線量（mSv） 

既許可 

（2006 年気象） 

蒸気発生器 

取替え後  

（2006 年気象） 

蒸気発生器 

取替え後 

（2019 年気象） 

室
内
作
業
時 

①原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

②大気中へ放出された放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
約 3.2×10-1 約 3.1×10-1 約 3.7×10-1 

③外気から室内に取り込まれた放射性物

質による被ばく 
約 1.1×101 約 1.1×101 約 1.1×101 

小  計（①＋②＋③） 約 1.2×101 約 1.1×101 約 1.1×101 

入
退
域
時 

④原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

⑤大気中へ放出された放射性物質による

被ばく 
約 6.2×10-3 約 6.0×10-3 約 6.7×10-3 

小  計（④＋⑤） 約 6.2×10-3 約 6.0×10-3 約 6.7×10-3 

合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 12（注） 約 12（注） 約 12（注） 

（注）有効数字 2 桁で切り上げた値   
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第 2 表(2/2) 中央制御室居住性に係る被ばく評価結果（蒸気発生器伝熱管破損） 

（４号炉） 

被ばく経路 

実効線量（mSv） 

既許可 

（2006 年気象） 

蒸気発生器 

取替え後  

（2006 年気象） 

蒸気発生器 

取替え後 

（2019 年気象） 

室
内
作
業
時 

①原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

②大気中へ放出された放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
約 2.1×10-1 約 2.0×10-1 約 2.0×10-1 

③外気から室内に取り込まれた放射性物

質による被ばく 
約 7.6×100 約 7.4×100 約 7.8×100 

小  計（①＋②＋③） 約 7.8×100 約 7.6×100 約 8.0×100 

入
退
域
時 

④原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

⑤大気中へ放出された放射性物質による

被ばく 
約 4.6×10-3 約 4.5×10-3 約 4.7×10-3 

小  計（④＋⑤） 約 4.6×10-3 約 4.5×10-3 約 4.7×10-3 

合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 7.8（注） 約 7.6（注） 約 8.1（注） 

（注）有効数字 2 桁で切り上げた値 
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第 3 表(1/2) 中央制御室居住性に係る被ばく評価結果（蒸気発生器伝熱管破損） 

（３号炉） 

被ばく経路 

実効線量（mSv） 

外部被ばくに

よる実効線量 

内部被ばくに

よる実効線量 

実効線量 

の合計値 

室
内
作
業
時 

①原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

②大気中へ放出された放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
約 3.7×10-1 ― 約 3.7×10-1 

③外気から室内に取り込まれた放射性物

質による被ばく 
約 3.1×100 約 7.8×100 約 1.1×101 

小  計（①＋②＋③） 約 3.5×100 約 7.8×100 約 1.1×101 

入
退
域
時 

④原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

⑤大気中へ放出された放射性物質による

被ばく 
― 約 6.7×10-3 約 6.7×10-3 

小  計（④＋⑤） ― 約 6.7×10-3 約 6.7×10-3 

合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 3.5 約 7.8 約 12（注） 

（注）有効数字 2 桁で切り上げた値 
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第 3 表(2/2) 中央制御室居住性に係る被ばく評価結果（蒸気発生器伝熱管破損） 

（４号炉） 

被ばく経路 

実効線量（mSv） 

外部被ばくに

よる実効線量 

内部被ばくに

よる実効線量 

実効線量 

の合計値 

室
内
作
業
時 

①原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

②大気中へ放出された放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
約 2.0×10-1 ― 約 2.0×10-1 

③外気から室内に取り込まれた放射性物

質による被ばく 
約 2.2×100 約 5.6×100 約 7.8×100 

小  計（①＋②＋③） 約 2.4×100 約 5.6×100 約 8.0×100 

入
退
域
時 

④原子炉格納容器内の放射性物質からの

ガンマ線による被ばく 
― ― ― 

⑤大気中へ放出された放射性物質による

被ばく 
― 約 4.7×10-3 約 4.7×10-3 

小  計（④＋⑤） ― 約 4.7×10-3 約 4.7×10-3 

合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 2.4 約 5.6 約 8.1（注） 

（注）有効数字 2 桁で切り上げた値
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全よう素放出量： 

約 2.1×1013Bq（約 3.7×1012Bq＊1） 

有機：約 1.2×1013Bq（約 2.0×1012Bq＊1） 

無機：約 9.0×1012Bq（約 1.7×1012Bq＊1） 

漏えい時間：30日 

破損側蒸気発生器隔離までに 

大気中に放出される蒸気量 30t 

２次冷却系へ流出するよう素 

１次冷却材中に放出される 

よう素量：事故直後に全量 

放出 

１次冷却材中のよう素量： 

約 7.0×1013Bq 

(約 2.3×1013Bq＊１) 

大 気 へ 

＊1 Ｉ－１３１等価量－ 

 成人実効線量係数換算 

第 3 図 蒸気発生器伝熱管破損（仮想事故）時のよう素の大気放出過程 

単位：Bq 

破損側蒸気発生器隔離後の 

主蒸気逃がし弁等からの 

無機よう素の漏えいを考慮 

無機よう素の気液分配係数 

102を考慮 

有機よう素：1% 

無機よう素：99% 

(２次冷却系への冷却材流出量 90t) 

通常運転中、燃料被覆管の一部に

損傷があると仮定した場合のよう

素の平衡濃度 

事故後、既損傷の燃料棒から新たに

追加放出に寄与すると仮定したよ

う素量 

約 3.7×105Bq/g 

(約 1.2×105Bq/g＊１) 

約 2.4×1015Bq 

(約 4.0×1014Bq＊１) 
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全希ガス放出量：約 3.3×1015Bq 

２次冷却系へ流出する希ガス 

１次冷却材中に放出される 

希ガス量：事故直後に全量 

放出 

１次冷却材中の希ガス量： 

約 3.4×1014Bq 

大 気 へ 

γ線エネルギー 

0.5MeV 換算 

第 4 図 蒸気発生器伝熱管破損（仮想事故）時の希ガスの大気放出過程 

単位：Bq 

全量が破損側蒸気発生器 

隔離までに放出 

(２次冷却系への冷却材流出量 90t) 

通常運転中、燃料被覆管の一部に

損傷があると仮定した場合の希

ガスの平衡濃度 

事故後、既損傷の燃料棒から新た

に追加放出に寄与すると仮定し

た希ガス量 

約 6.6×1015Bq 約 1.8×106Bq/g 
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（参考）気象資料の変更に伴うその他中央制御室居住性評価事象への影響について 

 

１．はじめに 

 前述した蒸気発生器取替えに伴う影響を受ける設計基準事故時（蒸気発生器伝熱管

破損）の被ばく評価においては、既許可の評価に用いた 2006 年 1 月～12 月の気象資

料が最近の長期間の気象状態と比較して代表性がないことの確認を踏まえ、代表性が

あると判断した 2019 年 1月から 2019 年 12 月の気象資料を用いて、被ばく評価への影

響を確認した。 

 本資料においては、蒸気発生器取替えの影響を受けない「設計基準事故時：原子炉

冷却材喪失」及び「重大事故等時」の中央制御室居住性についても、気象資料の変更

に伴う被ばく評価への影響を確認した結果を示す。 

 

２．評価結果 

評価結果を第 1 表に示す。設計基準事故時（原子炉冷却材喪失）及び重大事故等時

ともに、いずれも判断基準（運転員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えないこと）を

満足することを確認し、中央制御室（居住性の確保）に係る既許可の設計方針※に対す

る影響がないことを確認した。 

※ 運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる重大事故等時に、全面マスクの着用及び運転員の交代要員

体制を考慮し、その実施のための体制を整備することで、中央制御室空調装置及び中央制御室遮蔽の機能と

あわせて、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の同時被災を考慮しても、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv

を超えないようにすることにより、中央制御室の居住性を確保できる設計とする。 

 

第 1 表 評価結果 

評価対象 被災号炉 
2006 年気象 

（既認可） 

2019 年気象 

（参考） 

設計基準事故時 

（原子炉冷却材喪失） 

３号炉 約 11mSv 約 12mSv 

４号炉 約 7.1mSv 約 7.3mSv 

重大事故等時 １～４号炉 約 24mSv 約 21mSv 

 

― 以 上 ― 
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１１．静的機器の単一故障を想定した場合の公衆への被ばく評価への影響について 

 

静的機器の単一故障を想定した場合の公衆への被ばく影響評価については、設計基準事

故である原子炉冷却材喪失事故時において、アニュラス空気浄化設備及び安全補機室空気

浄化設備の排気ダクト全周破断箇所より事故発生 24 時間後から 4 日まで漏えいが継続する

ことを想定し、その全量が地上放出されるとして敷地境界における被ばく影響評価を実施

している。 

本被ばく影響評価では、評価条件のうち蒸気発生器取替えに伴う放出放射能量の変更、保

修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの変更、及び大気拡散評価に用いる気象資料の変

更を踏まえた影響評価を実施した。 

影響評価の結果、「原子炉冷却材喪失」の実効線量と同程度であり、事故時の判断めやす

の実効線量 5mSv を下回ることを確認した。 

 

（１）評価条件 

ａ．蒸気発生器取替えに伴う放出放射能量の変更 

本評価に用いた事故時の放出放射能量について第 1 表に示す。 

蒸気発生器取替えにより、１次冷却材保有水量の増加に伴い原子炉格納容器内圧

上昇が大きくなるため、被ばく評価に用いる原子炉格納容器からの設計漏えい率（設

定値）が若干増加し、放出放射能量は既許可よりも若干増加となる。 

 

ｂ．保修点検建屋設置に伴う放出源の有効高さの変更 

本評価に用いた事故時の放出源の有効高さを第 2表に示す。 

排気筒からの放出において使用する放出源の有効高さについては、保修点検建屋

の設置に伴う風洞実験の実施結果に基づき設定した。 

 

ｃ．気象資料の変更 

既許可の事故時被ばく評価は、敷地において観測した 2006 年 1 月から 2006 年 12

月までの 1 年間の気象資料を用いて実施しているが、この気象資料が長期間の気象

状態を代表しているかの検討を行ったところ、代表性がないことを確認している。 

このため、本評価では、最近の長期間の気象状態と比較して代表性があると判断し

れた 2019 年 1月から 2019 年 12 月の気象資料を用いて、評価を実施した。 

 

（２）評価結果 

被ばく影響評価結果を第 1 表に示す。 

評価の結果、静的機器の単一故障を想定した場合の公衆への被ばく影響について

は、設置変更許可申請書の添付書類十に記載の「環境への放射性物質の異常な放出」
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のうち「原子炉冷却材喪失」の実効線量（約 0.28mSv）と同程度であり、事故時の判

断めやすの実効線量 5mSv を下回ることを確認した。 

 

― 以 上 ― 
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第 1 表(1/2) 事故時の放出放射能量及び被ばく影響評価結果 

（アニュラス空気浄化設備排気ダクト全周破断） 

 既許可 今回 

よう素放出量（現行放出経路） 

（I-131 等価量（小児実効線量係数換算）） 

約 2.1×1011 Bq 

(2.085×1011) 

約 2.1×1011 Bq 

(2.088×1011) 

希ガス放出量（現行放出経路） 

（γ線エネルギー0.5MeV 換算値） 

約 4.1×1013 Bq 

(4.123×1013) 

約 4.1×1013 Bq 

(4.128×1013) 

よう素放出量（ダクト損傷部からの漏えい） 

（I-131 等価量（小児実効線量係数換算）） 

約 3.1×1010 Bq 

(3.088×1010) 

約 3.1×1010 Bq 

(3.096×1010) 

希ガス放出量（ダクト損傷部からの漏えい） 

（γ線エネルギー0.5MeV 換算値） 

約 8.3×1012 Bq 

(8.329×1012) 

約 8.3×1012 Bq 

(8.349×1012) 

実効線量 約 0.34mSv 約 0.32mSv 

 

第 1 表(2/2) 事故時の放出放射能量及び被ばく影響評価結果 

（安全補機室空気浄化設備排気ダクト全周破断） 

 既許可 今回 

よう素放出量（現行放出経路） 

（I-131 等価量（小児実効線量係数換算）） 

約 2.2×1011 Bq 

(2.176×1011) 

約 2.2×1011 Bq 

(2.179×1011) 

希ガス放出量（現行放出経路） 

（γ線エネルギー0.5MeV 換算値） 

約 4.9×1013 Bq 

(4.947×1013) 

約 5.0×1013 Bq 

(4.955×1013) 

よう素放出量（ダクト損傷部からの漏えい） 

（I-131 等価量（小児実効線量係数換算）） 

約 5.8×1010 Bq 

(5.777×1010) 

約 5.8×1010 Bq 

(5.777×1010) 

希ガス放出量（ダクト損傷部からの漏えい） 

（γ線エネルギー0.5MeV 換算値） 
― ― 

実効線量 約 0.37mSv 約 0.36mSv 
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第 2 表 事故時被ばく評価に用いた放出源の有効高さ(m) 

着目方位 
３号機 ４号機 

既許可 今回 既許可 今回 

N 75 80 80 80 

NNE 110 115 110 110 

NE 135 140 140 140 

ESE 85 85 90 90 

SE 55 55 60 60 

SSE 55 60 55 60 

S 65 65 60 60 

SSW 55 55 55 55 

SW 55 55 50 45 

WSW 40 40 35 35 

W 40 45 45 45 

WNW 50 50 45 45 

NW 50 50 45 45 

NNW 110 110 105 110 
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12.  可燃性ガスの発生における水素発生量の評価への影響について  
 

原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化のうち「可燃性ガスの

発生」においては、原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリ

を構成する配管あるいはこれに付随する機器等の破損等により、原子

炉冷却材喪失が発生した際、可燃性ガスが発生する事象を想定してい

る。  
評価においては、事故後、原子炉格納容器内に蓄積される水素につい

てその発生量を求め、原子炉格納容器内の水素の濃度が事故発生後少

なくとも 30 日間は 4%以下であることを確認している。  
本資料においては、蒸気発生器取替えによる原子炉冷却材喪失時の

冷却材挙動の変化により、原子炉格納容器内温度がわずかに上昇する

ことに伴う、水素発生量への影響について説明する。  
 
(1 )  水素発生の過程  

原子炉冷却材喪失 後の原子炉格納容 器内に蓄積される水素の発

生源は、次の３つに大別される。  
 

a .  放射線による水の分解  
(a )  炉心内の冷却水の分解  
(b )  サンプ水の分解  
＜蒸気発生器取替えに伴う影響＞  

炉心内蓄積量に変更がないため、線源強度についても変更なく、

蒸気発生器取替えによる影響はない。  
 

b .  水 ―金属反応  
ジ ルコ ニ ウ ム 燃 料 被 覆 管 及 び ジ ル カ ロ イ グ リ ッ ドと 高 温 水 と

の反応  
（Ｚｒ＋２Ｈ ２ Ｏ → ＺｒＯ ２ ＋２Ｈ ２ ）  

＜蒸気発生器取替えに伴う影響＞  
ECCS 性能評価において全炉心平均ジルコニウム -水反応量

が蒸気発生器取替え前後で 0.3%以下と変わらず、安全評価指

針に従い解析結果の 5 倍である 1.5%を可燃性ガスの発生割合

における水－金属反応割合として設定しているため、蒸気発生
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器取替えによる影響はない。  
 

c .  スプレイ水による金属の腐食  
原子炉格納容器スプレイ水中の苛性ソーダ (ＮａＯＨ )による

アルミニウム及び亜鉛の腐食反応  
（Ａｌ＋ＮａＯＨ＋Ｈ ２ Ｏ → ＮａＡｌＯ ２ ＋３／２Ｈ ２ ）  
（Ｚｎ＋ＮａＯＨ＋Ｈ ２ Ｏ → ＮａＨＺｎＯ ２ ＋Ｈ ２ ）  

＜蒸気発生器取替えに伴う影響＞  
スプレイ水による金属の腐食のうちアルミニウムの腐食反

応による水素の発生量は、蒸気発生器取替えにより原子炉格

納容器内温度が高くなるため影響がある。   
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(2)  スプレイ水による金属の腐食による水素発生量の計算方法  
原子炉格納容器スプレイ水中の苛性ソーダによるアルミニウム

及び亜鉛の腐食 （ 注 １ ）による水素発生量は、以下の反応より次式で

求める。  
 

Ａｌ＋ＮａＯＨ＋Ｈ ２ Ｏ → ＮａＡｌＯ ２ ＋３／２Ｈ ２  

Ｚｎ＋ＮａＯＨ＋Ｈ ２ Ｏ → ＮａＨＺｎＯ ２ ＋Ｈ ２  
 𝐻  (𝑡) = 𝑆  × 𝑅  (𝑡)27 × 1.5 × 22.4 × 10   

 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  (1)  𝐻  (𝑡) = 𝑆  × 𝑅  (𝑡)65.4 × 1.0 × 22.4 × 10   
 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·  (2)  

 
ここで、  

Ｈ Ａ ｌ (ｔ )  ：アルミニウムの腐食による水素発生量（ m 3） 
Ｓ Ａ ｌ  ：アルミニウムの表面積（ m 2）  
Ｒ Ａ ｌ (ｔ )  ：アルミニウムの腐食量 （ 注 ２ ）（ g/m 2）  
Ｈ Ｚ ｎ (ｔ）  ：亜鉛の腐食による水素発生量（ m 3）  
Ｓ Ｚ ｎ  ：亜鉛の表面積（ m 2）  
Ｒ Ｚ ｎ (ｔ )  ：亜鉛の腐食量（ g/m 2）  
27 ：アルミニウムの原子量（ g/mol）  
65.4  ：亜鉛の原子量（ g/mol）  
1 .5     ： 1mol のアルミニウムの腐食反応により発

生する水素分子の物質量  
1 .0  ： 1mol の亜鉛の腐食反応により発生する水

素分子の物質量  
22.4×10－ ３  ：理想気体 1mol あたりの体積（ m 3 /mol）  

（ 0℃、 1atm）  
（注１）スプレイ水には、 NaOH が含まれていることから

pH は 9～ 10 程度である。この pH 領域では、アル

ミニウムに対しては腐食を生じるが、亜鉛について

は不動態 ( 1 )を形成し腐食は抑制される。ただし、評

                             
( 1） 金属表面 に酸化皮膜 を生成 し、腐 食 をおこさない状 態 。 
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価上は保守側に一定の腐食率を設定している。  
（注２）事故後 30 日のアルミニウムの腐食量  

 
一方、腐食領域にあるアルミニウムは、温度により腐食率が変動

することから、蒸気発生器取替えにより保有水量が増加し原子炉格

納容器内温度が上昇することで、腐食率は増加し水素発生量は増加

する。  
表１に事故後の時間におけるアルミニウムの腐食率を示す。事故

後 30 日のアルミニウムの腐食量は、表１の腐食率を積算した値と

なる。  
 

表１ 事故後の各時間におけるアルミニウム腐食率  

事故後の時間  
アルミニウム腐食率  

変更前  変更後  

0～ 1,000 秒    

1 ,000～ 8,400 秒    

8 ,400～ 10,000 秒    

10 ,000～ 34,000 秒    
34 ,000～ 100,000 秒    

100,000～ 340,000 秒    

340,000 秒以上    
  

 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。  
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３．評価結果  
上述の評価条件により事故後 30 日での水素発生量及び水素濃度を

評価すると表２のとおりである。  
また、スプレイ水と金属の腐食反応により発生する水素の全体へ

の寄与割合は表３のとおりである。  
表２及び表３より、全体の水素発生量に対して蒸気発生器取替え

による影響を受けない放射線による水の分解の寄与が大きく、アル

ミニウムの腐食による水素発生量は変更前と同程度となることから、

事故後 30 日での水素濃度への影響は有意ではなく、既許可の評価結

果約 3.0%から変更はない。  
 

表２ 事故後 30 日における水素発生量及び水素濃度  

項 目  変更前  変更後  

炉心内の冷却水の分解  約 9.5×10 2  m 3  同左  
サンプ水の分解  約 4.6×10 2  m 3  同左  

ジルコニウム－水反応  約 1.4×10 2  m 3  同左  
アルミニウムの腐食  約 2.0×10 2  m 3  約 2.0×10 2  m 3  

亜鉛の腐食  約 2.6×10 1  m 3  同左  
水素発生量合計  約 1.8×10 3  m 3  同左  

水素濃度  約 3.0% 同左  
 

表３ 事故後 30 日における発生過程別の水素発生割合  

項 目  
合計発生量に対する  

発生割合  
（事故後 30 日）  

水の放射線分解  
による発生  

炉心水  約 54％  
サンプ水  約 26％  

化学反応による  
発生  

ジルコニウム－水反応  約 8％  
金属の腐食反応  約 13％  

合 計 （ 注 １ ）  100％  
（注１）発生割合の合計は、端数処理の関係で一致しない場合がある。 




